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論　文

コ ス ト変動 を通 じて利益 変動 に影響 を与 える要因

と し て の 売上 高予測の 重要性 に 関す る実証研 究

一 コ ス トの 下方硬直性 が もた らす利益 へ の 影響一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 安酸建 二

〈論文要旨〉

　コ ス トの 変動に関連する近年の 実証研究におい て ，売上 高が減少する場合の コ ス トの 減少率の 絶対

値は，売上高が増大す る場合の コ ス トの 増加率の 絶対値よ りも小 さい とい う現象が広 く観察され，こ

の 現象は， コ ス トの 下方硬直性 と呼ばれて い る，コ ス トの 下方硬直性は ，将来的に売上 高が 回復する

と予測する経営者が ，経営資源 を温存す るため意図的に コ ス トを負担するこ とか ら生 じる現象で ある

と考え られ て い る．本研 究では ，
コ ス ト変動 に影響を与え る要因 と して の 売上 高予測 ， そ の 下で の コ

ス ト変動 ， 利益の 関係 に つ い て想 定 され る仮説 の 検証 を行 う．具体的に は，予測が 実績を上回 る とい

う意味で の 楽観的な売上 高予 測が行われ た場 合に ， 将来的な売上 高 の 増加か ら十分 な利益を獲得で き

ない ことを検証す る．こ の 作業を通 じて， コ ス ト変動 を通 じて 利益に影響 を与える要因 として の 売上

高予測の 重要性 に関す る実証的証拠の 邏示を行 う．

〈キーワ
ー

ド〉

コ ス ト変動 ，
コ ス トの 下方硬 直性 ， 利益 ， 経営資源 ， 合理的意思決 定説，売上 高予測

Importance　of 　Sales　Forecasts　that　Affect　Profits　through　the

　Cost　of 　Retaining　Extra　Resources：Empirical　Analysis

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Kenji　YasUl（ata
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Abstract

　　 Recent　management 　account血g　research 　has　revealed　that　costs　increase　hl　response 軟） the　increase　il

sales，　but　costs　do　not 　decline　propo面onately 　with 　decrease　in　sales ．　This　phenomenon　is　named
‘‘

sticky　costs
” ．

CostS　stickiness 　is　censidered 　to　be　a　result　ofdeliberate 　decision　by　managers ．　When 　managers 　facing　decline　in

sa 】es 　consider 　that　sales　temporally　decrease　and 　expect 　that　sa ］es 　increase　in　near 　fUture
，
　they　would 　deliberately

retain　organ 三zational 　resources ，　According　to　this　hypothesis，　it　can 　be　considered 　that　sales　forecasts　a血 t

profits血 rough 　the　cost 　of 　retaining 　extlz 　resources ．　This　paper　examines 　the　hypothetic衄 relationship 　among

sales　forecasts，　the　change 　of 　cost　level　under 　the　cer面 n 　sales　foreeastS　and 　pro且t　When 　managers 　have

optimistic 　sales 　forecastS，　that　is
，
　forecasted　sales　are 　laiger　than　reported 　sales，　com 卿 ies　c   ot   enough

pro丘t　fU）m 　the　fUture　sa亅es　recovery 　because　ofthe 　cost 　of 　retaining 　too 　much 　resources ．　This　paper　provides　an

ernpirical　evidence 　ofthe 　importance　ofsales 　f（）recastS 　that　affect　the　profit　via 　change 　ofcost ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Key 　Words

sticky　costS，　change 　ofcost 　level，　profit，　erganizational 　resoul ℃es，　deliberate　decision，　sales　forecasts
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1． 研 究動機

1．1 コ ス トの 下 方 硬 直性

　 コ ス トの 変動 に 関連す る近 年 の 実 証研 究に おい て ，売 上 高の 変 動 に対す る コ ス トの 変動 は，

売上 高 が 増加 す る場 合 と減少 す る場合 とで ， 非対称 （asymmetry ）で あ る こ とが 明 らか に され て

い る［Noreen　 and 　Soderstrom
，
1997；Anderson 　 et 　 al ．

，
2003； Subramaniam 　 and 　 Weidenmie ，2003 ；

Balakrjshnan　et　al．
，
2004 ；Anderson 　 et　al．

，
2005；Calleja　et　al ．

，
2006；平 井 ・椎葉 ，

　2006；安 酸 ・梶原

2008 ，
2009a

，
2009b］．具 体的に は ， 売 上高が 減少 す る場合 の コ ス トの 減少 率 の 絶対値 は ， 売 上 高

が 増大す る場合 の コ ス トの 増 加 率 の 絶 対値 よ りも小 さい とい う現 象 が 広 く観 察 されて い る．こ

の よ うな コ ス ト変動 に 見 られ る特 徴 は，コ ス トの 下方硬 直性 （sticky 　costs ）と呼 ばれ る［Anderson

etal ．，2003］．

　例 え ば
，

Anderson 　et 　al ．［2eo3 ］1ま ， 米 国企 業 の 財 務デー
タ を 使 っ た 分 析 か ら ， 売 上 高が増 大 し

た と きに 見 られ る販 管費の 増加 率 よ りも，売上 高が 減少 した とき に見 られ る販管 費 の 減少 率 の

方が 小 さい こ と を 明 ら か に して い る ．ま た ， 平 井 ・椎葉［2006］や 安 酸 ・梶原 ［2009a ，
2009b］は，

日本企 業の デ ー
タ を使 っ て Anderson 　ei 　aL ［2003 ］の 追試 を行い

， 日本企 業 にお い て も同様 の 現象

が 観察 され る こ とを明 らか に し て い る
1
．さらに ，Subramaniam 　and 　Weidenmie ［2003 ］は ， 販 管費

だ けで は な く売上 原 価 に 対 し て も分析 を拡張 し て 行 い ，売上 原価 に つ い て も下方 硬直 的な傾 向

が観察 され る こ とを 示 して い る ． これ ら
一

連の 実証研 究の 結果 は，売 上 高の 変動 に対す る コ ス

ト変動 の 相対 的 な 大 き さが ， 売上 高が 増加 する 場合 よ り も ， 売上 高が 減少す る場 合の 方 が 小 さ

い こ とを示 して い る．

　 コ ス トの 下方硬 直性 を説 明す る
一

っ の 有力 な説 とし て ，経 営者 ・管 理 者 の 合理 的な意思決 定

の 結果， コ ス トが 下方 硬 直的 に な る可 能 性 一 「合理 的意 思 決定説 」 と本 稿 で は呼ぶ 一 が 指摘

され て い る［Anderson ε’ 砿
，
2003 ；Anderson 　et　at．，2005 ］．すな わ ち ， 売上 高 の 減少 時 に過剰 な経

営 資源 を抱 え，それ を維 持 し続 け るこ とは過剰 な コ ス トを負 担す る こ とに な る ． しか し ， 売上

高の 減少 が
一

時 的で あ り近 い 将 来 回復 す る と予測 され る場合 ， 売上 高 の 減少 に合 わせ て 経営資

源 を い っ た ん 削減 し ， 売上 高 の 回復 に合わ せ て 経営資源 を再 び獲 得す る こ とは ， 短期 的 に過剰

な経営資源 を 維持 し続 け る こ と よ りも，結果 的に 高い コ ス ト負担 に つ な が り ， 長 期的 な利 益 を

減少 させ る場合 が ある ．

　 また ， 売上高の 減少 に合 わせ て 経営資源を削減 し コ ス トを減少 させ た と し て も ， 将 来的に 売

上高 を拡 大 させ る機 会 が 到来 し た 場合 に必 要 な経 営資源 が手 当て で き ず ， 売 上高を拡 大 させ る

機 会 を逃す 可能性 もあ る．現在 の コ ス ト負 担が 大 き い か らと言 っ て ， それ を売上 高 の 減少 に合

わせ て 削減す る こ とは ，売 上 高拡大 の 機会 が 到 来 した 場合に機会 的 な損 失 を生 み 出す 可能性 が

ある，

1．2 コ ス ト変動 に影響 を与 え る要 因 と して 売 上 高予 測 ，
コ ス ト変動 ， 利益 へ の 影響

　 コ ス トは収 益 を生む た めの 価 値犠 牲 で あ り ， 言 うまで もな く経 営 の 目的 は そ れ らの 差額で あ

る利益を生 み 出す こ とで あ る ． この 場合 ，
コ ス トに 関す る研究の 役割 は ， 経営者が有効に コ ス

ト・マ ネ ジ メ ン トを 行 うこ とを 支援 す る 知 見 を提 供す る こ とに あ る し ［梶原 ほ か
，
2008］，

コ ス

ト ・マ ネ ジ メ ン トが 企 業の 長期 的な利 益 を実現 す る よ うに ， コ ス ト情 報 を用い なが ら意 思決定

を行 うこ とを 意味す る とす れ ば［Anderson 　and 　Lanen
，
2007］， コ ス トの 下方硬 直性 に 関す る研 究
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一

コ ス トの 下 方 硬 直 性 が もた ら す利 益 へ の 影響
一

は ， コ ス ト変動 に 関す る 知 見 を提 供す るだ け で な く ， 経営の 目的で あ る利 益 へ の 影 響 と い う観

点 か らも進 め て い か な くて は な らな い ．そ れ ゆ え コ ス ト変動に影響 を与 え る経 営者 の 意 思決 定

は ， そ れが利益 へ 与 える 影響 とい う観点か らも考察 され評価 され る必 要 が ある ．

　合理 的意思決 定説 に よれ ば，単年度 で は な く複数年 度に わ た る利 益 の 増 大 を優先す る 経営者

が ，売 上 高予 測 に基 づ い て 経 営 資源 を意 図的 に維 持す る と い う意思 決定 を 行 っ た 結果 ，その 経

営 資源 を維 持す る た め の コ ス トが 発生 し， コ ス トが 下 方硬 直的 に な る と され る ． こ の と き ， 売

上 高予 測 は 経営 資源 に 関 す る 経営 者 の 意思決 定に 影響 を与 え， これ が 媒 介 とな っ て コ ス ト変動

に 影響 が及 び ， コ ス ト変 動 が利 益 に 影響 を与 え る と い う関係 が ，合 理的 意 思決 定説 で は 想定 さ

れ て い る、こ の よ うな関係 を 想定する な らば ， コ ス ト変動 を通 じて 利益 に 影響 を与 え る 要因 と

して の 売上高予 測が極 め て 重 要 な意味 を 持 っ て くる．

1．3 コ ス ト変動 を通 じて 利 益 変 動 に影 響 を与 え る要 因と し て の 売 上 高予測 の 重 要性

　売上 高予 測 に 関連 して ， 将 来的 に 獲得 され る と期待 され る利 益額 は，予 測 され る売上 高 とそ

の 予測 の 下で の コ ス トとの 差 額 で ある．こ れ に 関連 して ， 太 田 ［2008］は ， 日本 企業 の 経 営者 が

決算短信で 発 表す る利益予 測 は
， 予 測値が実績値 を上 回 る とい う意味で 楽観的に行 われ る傾 向

が あ る こ と を，文 献 レ ビ ュ
ーを通 じて 指摘 して い る ．

　売上 高予 測 に 関す る研 究 は十 分 に は 行 われ て い ない よ うで あ るが ，利 益 が売上 高と費用 との

差額で あ る こ と を 考 えれ ば ， 利 益 予 測 の 楽観 性 は 売上 高予測 の 楽観 性 に 起 因す る 可 能性 は十 分

に ある ．事 実 ， 安 酸 ・
梶原［2008 ，

2009a］は ， 日本 企 業 を対 象と し て コ ス ト変動 の 検証に 用 い た

1991 年か ら 2005 年 ま で の 10，513 企 業／年 の デー タセ ッ トの うち ， 前年 度 と比 較 した 場合の 売

上 高の 減少 は 4，603 企 業／年 （43．8％）で 見 られ る の に 対 し て ，決算短信 で 経 営者 が 発 表 する 次

期業績 予測 に お い て ，売 上 高が 減少す る と い う予 測 は 2
，
200 企業／年 （20 ．9％ ） し か 見 られ な い

こ とを示 して い る．

　楽観 的 な将 来 の 売 上 高 予測 に 基 づ い て 経営 資源 を維 持 して お く と い う意思決 定 が 下 され る

な ら，過剰 な経 営資源 が 将来 に わ た っ て維 持 され る こ とに な る ．これ は 過 大 な コ ス トを 将来負

担す る こ と に な り，将来 的な利益 の 減少 に つ な が る ． コ ス ト変動 が 合理 的 意思決 定説 に よ っ て

説 明 され る と して も，楽観的 な売上高予測 に基づ く意思決 定か ら長 期的 な利 益 が生 み 出され る

か ど うか に つ い て は依然 と して 不 明で あ る．

　合理 的意 思決 定説 の 立 場 か らは，売 上高 予測 は ，経営 資源 に 関す る 意 思決 定 を媒介 と して ，

コ ス ト変動 に影響 を与 え る重 要な要因 で あ る，本研究で は
，

コ ス ト変動 に影響 を与 える要 因 と

して の 売上高予 測 ，そ の 下 で の コ ス ト変動，利 益の 関係 に つ い て 想 定 され る仮説 の 検証 を行 う．

具体 的に は ， コ ス トの 下方硬 直性 に 関す る合理的意 思決説 の 立 場 か ら，楽観 的 な売 上高予 測 が

行 われ た 場合に ， 将来的 な売上 高の 増加 か ら十分 な利 益 を獲得 で き ない こ とを検証 す る．こ の

作 業を 通 じて ，
コ ス ト変 動 を媒介 と し て ， 利 益 の 変動 に影 響 を 与 え る 要 因 と し て の 売上 高予 測

の 重要性 に 関す る実 証的 証拠 の 提 示 を行 うこ とが 本 研 究の 目的 で ある ．

　本稿の 構 成 は ， 以 下 の 通 りで あ る ．第 2 節で は ， コ ス トの 下 方硬 直性 を 従 来 の 原 価概 念 との

関係 か ら説 明す る と同時 に ，合理 的意 思決 定説 の 立 場 か ら売上 高予 測 と利 益 変動 の 関係 に っ い

て 検証す べ き仮 説 を設 定 する ．第 3 節で は，仮 説検 証 の た め の 分析 モ デ ル を明 らか に する ．第

4 節で は ，分析 モ デル に投入 す る 日本 企 業の 財務デ ータ を明 らか にす る．第 5 節で は ，分析結

果 を示す ．第 6 節 で は ， 発見 事項 を要約す る と同 時に ，それ らに 対 して 考察 を加 え る．
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2． 仮説設定

2．1　 コ ス トの 下 方硬 直性 に 関す る合理 的 意 思 決 定説 と従 来 の 原価 概 念

　経営者 の 合理 的 な意 思決 定 の 結 果 と し て コ ス トの 下方硬 直性 が生 じ る とす る 合理 的 意思決

定説 で は ， 売上 高 の 減少 が
一

時的で あ り将来 回復す る と予測 され る状況 に お い て ， 売上高 の 変

動に 合わせ て 経 営資源 の 削減 と再獲 得 を行 うこ とは ， 結 果的 に 高 い コ ス トを長 期的 に 負担す る

こ とに なる可能性 が 強 調 され る
2
．

　従 来 の 原 価 概念 と の 関連 で は ， 合理 的 意思 決 定 説 は ，
い わ ゆ る キ ャ パ シ テ ィ

ー ・コ ス ト

（capacity 　costs ）に 注 目 して ，
コ ス トの 下方 硬直 性 を説 明 しよ うと して い る ，キ ャ パ シ テ ィ

ー ・

コ ス トは ，事業 を継続 的に 営む 必 要性 か ら物 的な設備 や人 的 な組 織 をい っ で も利 用 可能な状態

に置い て お くた め に発 生す る コ ス トで あ る 、キ ャ パ シ テ ィ
ー ・コ ス トは，い っ た ん 確 定すれ ば ，

同 種 同量 の キ ャ パ シ テ ィ
ーが 維 持 され る限 り ， 当期 の 設備利用 度 と は無 関係 に ，継続 的 に発生

す る傾 向が あ る とされ ， コ ス ト ・ビ ヘ イ ビ ア の 観 点か らは固定 費 と して の 性 格 を持 つ 傾 向が あ

る とい われ る （門 田 ，
2001

， p．47）．

　合理 的意 思決 定説 で 指摘 され る よ うに，売 上高予 測 に基づ い て ，た とえ短 期 的 に過大 な キャ

パ シ テ ィ
ー ・コ ス トを負担 す る こ とに な っ て も ， 経 営資源 を維 持 し て お く ほ うが 経済的 に 合理

的な場合 を想 定す る と，経営 資源 に 関す る経 営者 の 意 思決 定 か ら生 じ る キ ャ パ シ テ ィ
ー ・

コ ス

トの 変動 が ， コ ス トの 下 方硬 直性 の 原 因 とし て 考 え られ る．また ，経 営者 の 意 思決 定に 影響 を

与 える売 上 高予 測 が極 め て 重 要 な意味 を 帯び て く る．

　なお ， 本 稿 で い う 「コ ス ト変動 とは ，経 営 資源 の 大 き さを所 与 と して 操 業度 の 観 点 か ら コ

ス トを変動 費 と 固定費 へ と分 解 し て 把握 す る伝統 的 な コ ス ト ・ビ ヘ イ ビ ア の 意 味で はな く，複

数年度に わ た る コ ス ト水 準 の 変化 を表 す意味 で用 い る ．短期的に 見れ ば キ ャ パ シ テ ィ
ー ・コ ス

トは 固定 的か も しれ な い が ， 長期 的 に 見 る と経営 資源 に 関する 経営者 の 意 思決 定 を受け て キ ャ

パ シ テ ィ
ー ・コ ス トは変動す る可 能性 が あ る．こ の 変動 に 見 られ る非 対称性 こ そ ，本 稿が 関心

を向 け る コ ス トの 下方硬 直性 で あ る．

2．・2　売上 高予測 ，
コ ス ト変動 ， 利 益 の 関係 に 関す る仮説設 定

　す で に述 べ た よ うに ，本研 究の 目的は ， コ ス ト変動 を通 じて 利 益変 動 に影 響を与 える要 因 と

し て の 売上 高予 測の 重 要性 に 関す る実証 的証拠 を提示 す る こ とに ある ．経 営 資源 に 関す る意 思

決 定に 売上 高予 測が 影響を 与 え ， そ の 結果 ，
コ ス トの 下方硬 直性が 生 じ る な らば， 売上 高予測

に注 目 して コ ス トの 下方硬 直性 が利益 に 与 え る影 響を研 究 して い く必 要 が あ る ．

2．2．1　仮説 1 の 設 定

　売上 高の 減少 が
一

時的で あ り将 来回復 す る と予測 され る状況 で あ っ て も，売 上 高 の 予 測値が

実績値を 上回 る とい う意味で の 楽観的 な売上 高予 測は ， 本 来不 必 要 な経営資源 を組織 内部 に維

持 し続け る結果 を もた らす．不 必 要な経営資源 を維持 し続 ける こ とは ， 不 必要なキ ャパ シテ ィ

ー ・コ ス トの 負担 に つ なが り ， この 場合 ， 将来的 な売上 高の 回 復か ら十分な利益 を上 げ る こ と

が で きない で あ ろ う．
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コ ス ト変 動 を通 じて 利 益変 動 に 影 響 を 与 え る 要 因 と して の 売 上 高 予 測 の 重 要 性 に 関 す る実 証 研 究

　 　 　 　 　 　 　 　
一

コ ス ト の 下 方硬 直性 が も た ら す 利 益 へ の 影響
一

仮説 1 ：楽観的 な売上 高予 測 が行 われ る な らば ， 売 上高の 回復 か ら十 分 な利 益 を

上 げ る こ とが で き な い ．

2．・2．2　仮説 2 の 設 定

　翌 年度 の 売上高 が 大 き く増加 す る と予 測 され る場合 に ，
コ ス トの 下方 硬 直性 が よ り

一
層強 ま

る とい う研 究結果 が あ る
3
． これ に基 づ くな ら ば，売上 高予測 の 楽観性 の 程 度 が大 き い 場合 に

は ，過 剰 な経 営資源 を 抱 え る こ とに な り， これ が過大 な キ ャ パ シ テ ィ
ー ・コ ス トの 負担 に つ な

が り ， 将来 の 売上 高 の 回 復か ら十 分な利益 を上 げる こ とが で き な い 結果 を もた らす と予測 で き

る ，

　 こ の
一

方で ， コ ス トの 下 方硬 直性 が 生 じる の は ， 対前年度比 で 売上 高が 大 き く減 少 した場合

で あ り ， 売上 高 の 減少 幅 が 小 さい 状 況 で は ，
コ ス トの 下 方 硬 直性 が 生 じな い こ とが 知 られ て い

る［Subramaniam 　 and 　Weidenmie ，2003 ；安酸 ・梶原 ，
2008

，
2009a｝ こ の 結 果は ， 売上 高 の 減少 幅

が 小 さい 場合 に は，売 上 高 の 変 動 に応 じて 過剰 とな っ た 経営資源 を削減 し，キ ャ パ シ テ ィ
ー ・

コ ス トの 低減 が 可 能で あ る こ と を示唆 し て い る．同様 に，売 上高予 測が 楽観的で あ り過 剰 資源

が存在す る こ とが 判明 した と して も，楽観性 の 程度が 小 さい 場 合 に は ， 売 上高 の 変動 に応 じて

過剰 とな っ た 経営資源 を削減 し，キ ャ パ シ テ ィ
ー ・

コ ス トの低減が 可 能で あ る と考え られ る．

仮説 2 ：売上 高予 測 の 楽観性 の 程 度 が 大 き い 場合 に の み ，売 上高 の 回 復 か ら十 分

な利 益 を上 げる こ とが で きな い ．

3． 分析 モ デル

3．　1 分析 に必 要 な変数

　経営者が 将 来 の 売上 高の 見 通 し に基 づ い て 経 営資源 に 関す る 意思 決 定 を行 っ た 結果 と して

コ ス トの 下方硬 直性 が生 じる と い うこ とは ， 経営者は 単年度 の 利 益 を重視 した意 思決定 を常 に

行 うの で は な く， 長期 的な観 点 か ら利益 を最 大化す る よ うな意思決 定を行 う場合が あ るこ とを

物語 っ て い る ． コ ス トの 下方硬 直性 が 将来 の 売上 高 の 見通 し に基 づ く合理 的意思決 定 の 結果 で

あ る な ら ば，そ の 影響 は 単年度で は な く，複数年 度にわた る利 益 に現れ て くる は ずで あ る ．こ

の 点で ，複数年度に わた る利益 へ の 影響 を分析 の 対象にす る必 要 が あ る，

　仮説 に よれ ば ， 経営者 の 売上 高予 測 が 楽観的 で あるな らば ， 企 業 は複 数年度 に わ た っ て過 剰

な経営 資源 を抱 え ，こ れ は 結果 的 に過大 な コ ス ト負担 を企業 に強 い る こ と に なる ．こ の た め
，

将来的 に 売上 高が 回復 した と して も，その 売上 高の 回復 か ら十 分 な利 益 を 上 げる こ とが で き な

い と考え られ る． し た が っ て ， 説 明 され る べ き変数 は ， 複数年 の 利 益 の 増 減 を集約 した 変数 で

で なけれ ばな らず ，こ れ を分析 モ デ ル に組み込 む必要 が ある ．

　 また ， 説 明変 数 は，少 な く とも ，   複 数年度 にわ た る売上高の 実際の 変化，  コ ス トの 下方

硬 直性 が 生 じる状 況，  楽観 的 な売上 高予測 に関す る情 報を反 映 して い な けれ ばな らない ．

3．2　分析 モ デル

3．2．1 仮説 1 に関 す る 分析 モ デル

　上 記 の 条件 を満た し，仮 説 1 を 検証す る た め の 分析 モ デル とし て ，本 研 究で は 次 の （1）式 を設
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定す る ．

［（Pi，亡＋1 ＋ Pi．t）／2］− P乙亡一、

（Σ溢歪＿1 ・4s亡i、t）／3
一 B・

　＋・Bi・ （
∫‘，亡

　 　 　 一1
∫i、t＿1 ）＋・fi・　＊ （籍一・）・ fi3・ D

・
・（藷一・）

・ B・ ・ D
・

・ （
∫i．t＋1
　
’
　 − 1

∫i．t ）・6・
　・ ・D

・
・ D2 ・ （響

一・）＋ ・
・，t （・）

た だ し，　Pi，t，　 Si，t．　Asti．t は ，そ れ ぞ れ 第 i企 業の t期の 利 益，売上 高，期 末総 資産額 で ある ．　Ei，tは誤

差項 で あ る．ま た ， 合理 的意思 決 定説 の 立 揚 か ら コ ス トの 下方硬 直性 が生 じる とされ る の は ，

Silt
＋ 1

を第 」企業の t＋ 1 期 の 売 上高 予 測 と して ，　 Si，t−1 ＞ Si，tか つ Si，t ＜ si，t＋ 1
の 状 況 で ある． こ の 状

混 を分析 に取 り入れ る た め に 係 数 ダ ミー D1 を導入す る．D1 は Si．t＿1 ＞ Si、tか っ Si，t く si，t＋ 1
の 場合に

L 他 の 場合 に 0 を と る係数 ダ ミ
ー

で あ る． さ らに ， 楽観 的な売 上高 予 測 とは ，Si．t＋1 〈 鱗＋1
の

状 況 で あ る ． こ の 状 況 を 分 析 に 取 り入 れ る た め に 係 数 ダ ミ
ー と し て D2 を 導 入 す る ．　 D2は

Si，t＋1 ＜ 5毳＋1
の 場合に 1，他 の 場 合 に 0 を とる係 数 ダ ミ

ーで あ る．

　（1）式左 辺 の 被説 明変数 は，複 数 年度 にわた る利益 の 増減 を集約 した変数 とな っ て い る ．すな

わ ち ， 分子 を ［（Pi．t＋ 1 ＋ Pi，t）／2］− Pi，亡一1 とす るこ と で ，　 t− 1 年度 の 利 益 に 対 して ，
　 t 年度 と t＋ 1年

度 か らな る複数 年度 に わ た る利 益 の 変化 を見 る こ とがで き る ，分 母 を 〔Σ留
1
．、

Asti，t　）／3 とす る の

は ， 企 業規模 を調整 す る た め で あ る
4
，こ の 操作に よ っ て ， 複数年 に わ た る利 益 の 変化 を，t− 1

年度 か ら t＋ 1 年度 まで の 期 末総 資 産額 の 平 均値 で 除 して ，複 数年 度に わ た る利益 の 増 減を集約

した 変数 を被説 明変数 とす る ．

　
一方 ，（1）式右辺 の 第 2 項 お よび 第 3 項 は ，それ ぞ れ t期 お よび t＋ 1期の 対 前 年度比 で測定 さ

れ る 売上 高の 変 化率 を表 して い る ．第 4 項お よ び 第 5 項 は ，合理 的意 思決 定説 の 立場 か ら コ ス

トの 下方硬 直性 が 生 じる と考 え られ る状況で の
， 対前年 度比 で 測 定 され る t 期 お よび t＋ 1 期の

売 上 高の 変化率 を それ ぞ れ 表 し て い る 、第 6 項 は
，

コ ス トの 下方 硬 直性 が 生 じる と され る状況

に お い て ，楽観的 な売上 高予 測が 行 わ れ る場合の ，対前年度 比 で 測定 され る t＋ 1 期 の 売上高 の

変化率 を 表 して い る．

　仮説 1 の 検証 は ， β2 ＋ 角 ＋ β5 く β2 ＋ 角 ， すなわ ち ， βs ＜ 0で ある こ とを検 定す る こ とに よ っ

て 行 われ る ．β5 ＜ 0で あ る な らば ， （Si，t＋1／∫の 一1で 測定 され る t＋ 1期 の 売上 高 の 増加 か ら十分

な利益 を上 げ る こ とが で きな い ，

　なお ，仮 説検 証の 観点か らは ，第 2 項 の （Si，亡／St．亡＿1）
− 1は，被説 明 変数で あ る利益の 変化 率に

影 響 を与 える重要 な コ ン トロ ール 変 数 で あ る．また ， 第 4 項 の Dl　＊ ［（Si，t／Si、t−1）
− 1】1ま ， 合理 的

意 思決 定説 の 下 で コ ス トの 下方硬 直性 の 存在を前提 に し て い る本稿に お い て ， こ の 前提 を検証

す る と同時 に ， コ ス トの 下方硬 直性 が 利 益 へ 影響 を与 え る こ とを検証 す る意 図 を も っ て組 み 込

ん で い る ．す なわ ち， コ ス トの 下 方硬 直性 が み られ ，か つ 利 益 に影響 を与 え る な ら， コ ス トの

下方 硬 直性が 生 じる と され る Si，t−1 ＞ Si，tか つ Sttく 5義＋ 1の 場 合 に お け る利 益 の 減 少率 の 絶 対値

は
， 売上 高 が 増加 す る 場合 （Si，t−1 ＜ Si，t） の 利益 の 増加 率 の 絶対 値 よ り も大 き い は ず で ある ，

こ の 関係 の 検 証 は ，β1 ＋ β， 〉 β，，す な わ ち，β3 ＞ 0を検 定す る こ とに よ っ て 行 わ れ る． コ ス ト

の 下 方硬 直性 の 存在を前提 と して い る本 稿 で は， こ の 作 業 を通 じて ， コ ス トの 下方硬 直性 の 存

在 とそれ が利 益 へ 与 え る影響 もあわせ て 検証す る ．
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コ ス ト変 動 を 通 じ て 利 益 変 動 に 影響 を 与える 要因 と して の 売 ヒ高予測 の 重 要 性 に 関す る実 証 研 究

　 　 　 　 　 　 　 　
一 コ ス トの 下 方硬 直 性 が もた ら す 利 益 へ の 影 響

一

3．2．・2 仮説 2 に関 す る 分析 モ デ ル

　仮 説 2 の 検 証は ， （1）式 に楽 観性 の 程度に 関する 情報 を組 み込 ん だ 次 の （2）式 に 基 づ い て 行 う．

［（Pら

説 結 1乱・
−1 − ・・

＋ β・
・（，li壬、

一・）・ 角 ・（警一・）・ ・… D
・

・ （藷一・）
・隅 《渠 ・）・ β湘 ・蝋 籍

一・）・ ・鋤 ・ ・蝋塾 ・）

・β野 ・ 恥 ・ D野 ・ （
∫i．t＋ 1
　
’
　 − 1

Si．t ）＋・・，t （2）

ただ し ， DfP
ε
は 0＜ （S藁＋1／Stt＋ 1〕− 1 ≦ O．05の 場合 に 1，他 の 場合に 0 を とる係数ダ ミ

ー
，
　D詈

μ
は

0．05 ＜ （si，t＋1／SCt＋ 1）− 1 ≦ 0．1の 場 合 に 1， 他 の 場合 に 0 を と る 係 数 ダ ミ ー ， 0ξ
P亡

は 0，1 ＜

（畷＋1／Si，t＋ 1）− 1の 場 合 に 1
， 他 の 場合 に 0 を とる係数ダ ミ

ー
で あ る ．D£

Pε
（ただ し，n ＝ 1，2，3）は

売上 高予測 と売上 高実績 の 誤差 の 程度 に 関す る係 数ダ ミ
ー

で あ り，楽観 性 の 程度 を表 し て い る．

　仮 説 2 の 検 証 は ， β2 ＋ 角 ＋ β8μ ＜ β2 ＋ 角 （た だ し
，

n ＝ 1
，
2

，
3） ， す な わ ち ， β3P亡 く 0

（た だ し，n ＝ 1，2，3） を検 定す る こ とに よ っ て 行 われ る．

4． サ ン プ ル

　上 記 の 仮 説 を検証 す る た め に ， 日本企 業の 財務デ
ー

タ を用 い て 分析 を行 う．分析 の 対象企 業

は ， 金融業 と保険 業を 除 くと同時 に ， 販管費 ， 売上 原 価が 報告 され て い な い こ とが あ る電力 業 ，

鉄道業，通 信業に 属す る企 業 を除い た
，

2005 年 の 時 点で 東証
一

部 に 上場 して い る企業で あ る．

デー
タ収集 の 対 象 とな る期間は ，最長 で 1991 年か ら 2005 年 ま で の 15 期 分 で あ る ，収集 され た

財 務デ ータは プー リン グ され ， ク ロ ス セ ク シ ョ ナ ル な分 析を通 じ て 仮 説検 証 を行 う．

　分析に 用い るデ ー
タ は連 結決算 に基づ く数値で あ り，日本経済新聞社 が提 供す る 日経 NEEDS

財務デ ータベ ー
ス ，東洋 経済新報社が提 供す る経営者 に よ る業績予 測デ ー

タ ベ ー
ス を 通 じ て 収

集 され た．周知 の よ うに ， 日本企 業の 経営者は 決算短信におい て 来年 度 の 売上 高 ， 経 常利益 ，

純利益に つ い て の 予 測値 を発 表 して い る，∫i＋1
に は ， こ の 経 営者 に よ る売 上 高予 測 を用 い る ．

ま た ，説 明 され る べ き利 益変動 の 利 益 と し て ，経 常的 な営業活動 か らもた ら され る 売上総利益

と営業利 益 に 注 目す る， し た が っ て ， 回帰式 の 被説 明変数 にお け るPi．t には，売上 総利 益 と営業

利 益 が用 い られ る．

　 なお ， 決 算期 の 変 更 に伴 っ て ， 売上 高予測の 期 間及び 会計期 間が 12 カ 月 に満 たない サ ン プ

ル を除外 した．各 変数 の 分布 を確認 した とこ ろ ， （Si、t＋ 1／5の 一1で 測 定 され る売 上 高実績値 の 変

化率 に 異常値 とみ な され る値 が 1 つ だ け観察 され たた め ，こ の 値 を分析か ら除外 した ．表 一1

に記述 統計 量 を示 す ，

　表 一1 パ ネ ル A は ， 被説 明変数 に関す る 記述統計量 を示 して い る．こ れ を見 る と，複 数年 度

に わた る利益 の 増減を集約 した 変数で ある 「売上 総利益 の 変化 」 と 「営 業利 益 の 変化」 は ， そ

れぞれ 0．7％ と Oj ％ で あ る ．こ れ は ， 売 上総利 益 お よび 営業利益 に つ い て ，　 t期 と t＋ 1 期 の 平均
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値 とt− 1期 の 値 との 差 額 を各期間 の 総 資産額 の 平均値 で 調 整 し た 値 の 成 長 率 が
， そ れ ぞれ O．7％

と 0．1％ で あ る こ とを意味 し て い る．分 析 に 用い たサ ン プ ル で は ， 分析期間に 渡 っ て わ ずか なが

ら利 益 は増 大 し て い る と い え よ う．なお ，こ れ ら数値 自体 の 解釈 と して は ， 共通 の 分母 を持 つ

ために 分母 に 変化 が な い と仮定 した 場合 の
， 総資 産 売上総利 益 率お よび 総 資産営業利益 率の 変

化 をそれぞれ意味 して い る と も理解 で き る．

　ま た ， 表
一 1 パ ネル B − 1 を 見 る と，実際の 売 上 高の 対前 年度 変化 率 は 1．6％ で あ る の に 対 し

て
， 予 測 され る 売上高 の 対前年 度変化率 は 4．5％ で ある ．予 測 され る変 化 率 が 実際 の それ を上 回

る と い う意味で ，楽観 的な売上 高予 測 が 行 われ て い る こ とが 読 み取れ る．事 実，売上高 に 関 し

て 予測値 と実績値の 誤 差は 35 ％ で ある．

　 さらに ，
パ ネ ル B − 2 を見 る と ， 売 上高が 対前年度比 で 減少 す る割合は 44．4％ （10．4＋ 12．4＋21．6）

ある に も関 わ らず J 売 上 高が減少す る とい う予 測 は 20．S％ （2．5＋42 ＋ 13．8）しか な され て い ない ．

また ，売上 高が 対前 年度比 で 5％未 満の 範 囲 で成 長す る とい う予 測 が全体 の 44．3％を 占め ，5％

表 一 1　 サ ン プル に 関す る記 述統計 量

パ ネ ル A

複数年 にわたる利 益 の 変 化 率〔％ ）に 関す る記 述 統計量

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 25 ハ
ーセ

平 均 値 　標 準 偏 差 　 最 小 値
　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 ンタイル

　 　 　 　 75 パーセ
中央値　 　　 　 　 　 　　 最大値　　度　数
　 　　 　 ンタィル

売 上 総 利 益 の 変 化
a ）

営 業 利 益 の 変 化
a ｝

7

韮

00 7243 一57．8
−33．5

4・

111

一
　「

4100 4
弓
」

21 54．6　　　　10，052
95，4　　　　10，04gb）

パ ネル B − 1

売上 高 の 対前年度実績値変化 率 （％ ），予 測 され る対前年度変化 率（％），予測実績 の 誤差〔％ ）に 関する記述統計量

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 25 ハ ーセ
平均値 　標準偏差　 最 小 値
　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 ンタィル

　 　　 　 75 パーセ
中 央値　　　　　　　　 最 大値　　度　数
　 　　 　 ンタィル

実際売上 高 変化 率
e ）

予測 売 上 高 変 化 率
e ）

売 上 高予 測 実 績誤 差 D

1．64535 12．610
．810
．2

一85．1
・9監．1
−88，1

一4．30
，5

−r．2

02

玉

132 6，46

．96
．5

197．7　　　10，051の

306．1　　　　10，052
305 ．9　　　 10，052

パ ネル B − 2

売 上 高の 対前 年度実績値変化率（％ ），予 測 され る対 前年度 変化 率（％ ），予測実績 の 誤差（％ ）に 関する度数分布

実 際 売 上 高 変 化 率
゜ ） 一一10％ ・10− ・5％ −5％ 〜O 　e〜5％ 　5〜le°

／。 　IO°1。　−t 　 合 計

度　　 　 　 　 　　 　 数

全 体に 占 め る割 合 （％ ）

一
度　　 　　　　　　数

全 体 に 占 め る割 合 （％ ｝

売 上 高 予 測 実 績 誤 差
f＞

1，042　　　　　1，248 　　　　　2，172 　　　　　2，531　　　　　1，520　　　　　1，538　　　　　10，e51

（10．4）　　　　（12、4）　　　　〔21．6）　　　　（25．2）　　　　（15．1）　　　　（15．3）　　　（100．0）
〜−10％ −10〜−5％ −5％ 〜O 　 O〜5％ 　 5〜 10％ 　 IO°

／・
〜 　 合 計

　247　　　　　　427　　　　　1，388　　　　　4，454 　　　　　2，092 　　　　　1，442　　　　　1〔〕，0509）

（2．5）　　　　　（4．2｝　　　　　（13，8）　　　　（44，3）　　　　（20．8）　　　　（14．3）　　　 （100，0）
〜−10％ −10〜 −5％ −5％ 〜O 　 O〜5°

／・ 　 5〜IO°
／・ 　 10％ 一 　 合 計

度　　　　　　　　数

全 体 に 占 め る割 合 （％

191

（L9
608

（6，0）

2，628

（26．1）

3，417

（34．0）

1，797

（置7．9）

1，410　　　　　10，05i
（14，0）　　　（100，0）

・）
kP
講綴1藷 ・ … に よ ・ て 鯱 され ・ い ・・

切

の

の

の

o
匐

営 業利 益 が デ
ー

タ ベ ー
ス 上 で 報 告 され て い な い 1 社 3 年 分 の デ ー

タ が 欠 損値 とな っ て い る．

［（Si．t＋ 1／5の
一1］× 100 に よ っ て 測 定 され て い る．

異 常値 とみ な され る サ ン プ ル を 1 つ 除 い た後 の 数値 で あ る．

［（si，t＋ 1／3の 一1｝x100 に よ っ て 測 定 され て い る．

［（5毳． 、／s，．、＋ 、）− 1］・x ・leOlこ よ っ て 測 定 され て い る．

［（Si．t＋ t〆5の
一11　x 　100 ＝0で あ るサ ン プ ル 1 つ を除 い て い る．−5％〜0 お よび e−・S％ の 階級 の 度 数 に 反 映させ な い た め

で あ る ．
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コ ス ト変動 を 通 じて 利益 変動 に 影響 を与え る 要因 と して の 売 上 高予測 の 重 要 性 に 関 す る実 証研 究

　 　 　 　 　 　 　 　 一 コ ス ト の 下 方 硬 直 性 が もた ら す 利 益へ の 影響
一

以上 IO％未満 の 範囲 で 成長 す る とい う予 測 が 全体 の 20．8％ を 占め て い る． しか し ， 実際 に は ，

5％未満 の 範 囲 で 売上 高 が伸 び た の は 25．2％ ，5％以 上 10％未満 の 範 囲で 伸 び たの は 15．1％ し か 存

在 して い ない ．記述 統計量 か ら，売上 高に 関 して 楽観 的 な予 測が 行 わ れ て い る と言 え る で あ ろ

う，

5． 分析 結果

5．1 コ ス トの 下方 硬 直性 の 存在 と利益 へ の 影響 の 検 証

　仮説 の 検証 に入 る前 に ，まず 本稿 が 前提 として い る コ ス トの 下 方硬 直性 の 存在を確認 す る と

同時 に ，それ が利 益 へ 影響 を与 え る こ とを検証 し て お こ う．

　表 一2 は（1）式 の 推 定結果 を要 約 した もの で あ る．「売 上総利益 の 変化」 を被説 明変数 とする 分

析に 目を向け る と ， β，
　・ 　 O：176 ， β3　

・・　O．109 で あ り共 に 0．1％水 準で 有意 で あ る ．こ の 結果 か ら，

t期 の 売上 高 の 対 前年 度伸 び率 が 1％ の 場合 に ，t 期 と t＋ 1 期 の 売 上 総利 益 の 平 均値 と，　 t− 1期

の 売 上 総利 益 と の 差 額 を 総 資産 額 で 調 整 し た 値 で あ る 売上 総 利 益 の 変 化 が 0 ．176 ％ （β1 ＝

0．176）増加 す る
一方 ， 1％ の 売 上高 の 減 少 に対 して は 売上 総 利益 の 変 化 が 0．285％ （β1 ＋ β，

＝

O．285 ＝ 0．176 ＋ 0．109） 減少 す る と主張 する こ とがで き る ．

　また ，
「営業利 益 の 変化 」 を被説 明 変数 とす る分析に 目を 向け る と

， βエ
＝ 　O．063

， β，
＝ 0．099 で

あ り共 に 0，1％ 水準で 有意で あ る ．こ の 結果 か ら， 1％ の 売 上 高 の 増加 に対 して ， 営業利 益 の 変

化 が 0．063％ （β1　
＝ 　O．063）増加 す る の に 対 して ， 1％の 売 上高の 減少 に 対 して は ，営業利益の 変

化が 0．162％ （β1 ＋β3　
・ ・　O．162　・　O．063＋ 0．099）減少す る と主張する こ とが で きる．

　こ の 発 見 は ， 合理 的意 思決 定説 が主 張す る Si，t−t ＞ Si，tか つ Si，t く ∫藁＋ 1
の 場 合に コ ス トの 下方硬

直性 が存在す る証 拠 で あ る． しか も ，
コ ス トの 下方硬直性 が売 上総利益お よ び 営業利益 に影響

を与 える ため ，利 益変 動 に も非 対称性 が 見 られ る こ とを物 語 っ て い る ．

5．2 仮説 1 の 検証 ： （1）式 の 推 定結 果

　す で に述 べ た よ うに ， 仮 説 1 の 検証 はβ2 ＋ β4 ＋ β5 く β2 ＋ 角，す な わ ち，β5 ＜ 0で ある こ とを

検定する こ とに よ っ て 行 わ れ る．表一2 の β5 を見 る と
， 売上総利益の 変化 を被説 明変数 とす る

分析で は ，fis　＝
− 0．004で あ り予 想通 り係 数は マ イ ナ ス で あ る が ，　 t 値 か らβ5

＝ 0を棄却 で きな

い ． こ の
一

方，営業利益 の 変化 を被説明変数 とす る分析 を見 る と，β，　＝
− O，041で あ り 0．1％水

準で 有意で あ る ．

　営業利 益の 変化 を被説 明 変数 とする 分析に 注 目す る と ， βz ＋ β4　・ ＝　O．05S （＝ 　O．074 ・一・O．016）で あ

る． これ は ， t＋ 1 期の 売上 高 が対 前年 度比 で 1％回復 した揚合 に ， 営 業利 益 の 変化が 0．058％伸

び る こ とを 意 味 し て い る、 こ れ に 対 し て ，楽 観 的 な 売 上 高 予 測 が 行 わ れ る 状 況 で は ，

β2 ＋ β，
　＋　B5＝ 0．017 （＝O．074 ・一・O．016 ・一・O．041）で あ る ．こ れ は ，

　 t＋ 1 期 の 売上 高が 対前年 度比 で

le／，回復 した と し て も ， 営業利 益 の 変化 が 0．017％ しか上 昇 しな い こ とを意味 して い る．

　こ の 結 果か ら ， 営業 利益 の 段 階 で は ，楽観 的 な売上高 予測 に 由来す る過 剰資源 を維持 す る た

め に ， 企 業が 過大 な コ ス トを負担 した結果 ，t＋ 1 年度 の 売 上高 の 回 復 か ら十分な利益 を上 げ る

こ とが で きな い とい う仮説 1 が 支持 され る， し か し，売上 総利 益 の 段 階 で は ， 楽観的 な売 上高

予 測 に 由 来 す る過 剰 資源 を維 持 す るた め の コ ス トが 利 益 を圧 迫 し て い る と い う証拠 を ，本研 究

の 分析枠組み か らは得 る こ とがで きな か っ た ．
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　また ，売 上 総利 益 の 変化 お よび営業 利 益 の 変 化 に 関するβ4 に 注 目する と ，
い ずれ の 場合の β， も

符号が マ イ ナ ス で ある ． こ れ は ，売上総利 益 の 変化お よび 営 業利 益 の 変 化 とも に ， t 期 と t十 1

期 の 売上総利 益 の 平均 値 お よ び 営 業利 益 の 平均値 （［（Pi．t＋，　＋　Pi，t）／2p を そ れ ぞれ 用 い て い るた

めで あろ う．R， は Si，t− 1 ＞ ∫i，t か つ Si，t ＜ si，t＋1
の 状況 に お い て t＋ i 期 に観察 され る係 数で あ り ， t

期の 売上 高の 減少 に伴 う利益 の 減少 の 影響 が ，平均化 を通 じ て t＋ 1 期 に も及 ん で い る と考え る

べ きで ある ．

表
一2　（1）式の 推定結 果

売上 総利益 の 変化 営業利益 の 変化
　
〇

一
β−

1β

　

ZRβ

　

3
＾
β

　
4
飼
β「

　

5
＾
β

Adj　R2

　 0．OO5 林 ＊

（13．008）

　 0．176率＊ ＊

（52591 ）

　 0．152畔 ＊

（45．944）
　 0．109＊＊孝

σ4．165）
− 0，063 ＊ ＊ ＊

（
− 7．911）
一

〇．004
（
− 0．380）

0．501

　 O．001 ＊ ＊ ＊

（4．056）
　 α063 ＊＊串

（24．310）
0，074 ＊＊＊

（28．735）
　 α099串 ＊串

（16589 ）
− 0．016 ＊ ＊

（
− 2．613）
− 0 ．041 料 呻

（
− 5．204）

0．254

　 　 N　 　 　 　 　 　 　 　 lO，050　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 10，047
s ＊＊0．1％ 水 準 で 有意 ，＊＊ 1％ 水 準 で 有意 で 有意

各βに っ い て 上 段 は 推定 され た 係 数，下段 （ ）内 は t 値 で あ る ．

5．3 仮説 2 の 検証 ： （2）式 の 推 定結 果

　表
一3 は （2）式 の 推 定結果 を要約 し た もの で ある ．す で に述 べ た よ うに ， 楽観性 の 程 度 が 利益

へ 与 え る 影 響に 関す る仮説 2 の 検 証 は
， β2 ＋ β4 千 βぎ

P亡
く β2 ＋ β4 （た だ し ， n ＝1，2，3） ， す なわ

ち，β8μ （た だ し，n ＝ 1，2，
3） の それ ぞ れ の 符 号 が 負 で ある こ とを検定 す る こ とに よ っ て 行わ

れ る．

　表 一3 の β£
Pε

（ただ し，n ＝ 1
，
2

， 3） に 注 目す る と ， 売上 総利 益の 変化 で は 1］8pt＝Oを棄却で き

な い ，（1）式同 様 ， （2）式 に お い て も ， 楽観的な売上高予測 か ら生 じる売 上 総利 益 へ の 影響 は確認

で きな い とい え よ う．

　営業利 益 の 変化 に 注 目す る と ， 売上高に 関す る予 測実績誤差が 5％ よ り小 さい 楽観的な予測

の 下 で は 1？fpt　・＝・　Oを 棄却で きな い
一

方で ，こ の 誤 差が 5°／・
−vlO ％ お よび 10％ 以 上の 場合 に推 定 さ

れ た 係 数で あ るβ8P亡お よ び β8μ は
， そ れ ぞ れ

一
〇．053 お よ び

一
〇．055 で あ り ， 共 に統 計上 有意で

ある ．こ の 結果 は ，
t＋ 1 期 の 売 上 高が 対 前年度比 で 1％ 回 復 した と し て も，　 t＋ 1 期 の 売上 高予測

実績誤 差 が 5％〜10％ お よび 10％以 上 あ る場合 に は ， 営業 利益 の 変 化 がそ れ ぞ れ 0，053％お よび

O．055％低下す る こ と を示 して い る．予 測実績誤 差 で 5％以上 の 楽観的 な売上 高予測 が 行わ れ る

場合 に は
， 将 来的 な売 上 高の 回 復か ら十分な営業利益 を上 げ る こ とがで きな い こ とを ， こ の 結

果 は示唆 して い るとい え よ う．

　なお ，（2）式 の 分析 結果 を よ り強 固 な もの に する た め に ，帰無仮 説 （Ho）をβ鮮 ＝

β£
μ

＝

β8μ と
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コ ス ト変動 を 通 じて 利 益変動 に 影響 を与え る 要因 と して の 売 ヒ高 予 測 の 重 要 性 に 関す る実 証 研 究

　 　 　 　 　 　 　 　 一 コ ス トの 下 方硬 直性 が もた らす利益 へ の 影響
一

し ， 対立 仮説 （H1 ） を 「Ho で な い 」 とす る F 検定 を行 っ た ．「売 上総利 益 の 変化 j を 被説 明変

数 とす る回帰 分析 で は，計算 され た F 値 は 1．338 で あ り ， Hoを棄却す る こ とは で きなか っ た，
一方 ，

「営業利益の 変化 」 を被説 明変数 とす る 回帰分析 で は F 値は 5．922 で あ り， 1％ の 有意水

準 で Ho は棄却 され た ．

　こ の こ とか ら， 「営 業利 益 の 変化 」 を被説 明変数 とす る回 帰分 析 にお い て ， （1）式 の β5 は す べ

て の サ ン プ ル に お い て 同
一

の 値 を とる係 数 で は な く，（2）式 に お い て 考慮 した よ うに ， 楽観性 の

程 度 に よ っ て 変 化す る係 数 で あ る こ とが わか る ．

　以上 の 分析 か ら，売上 高予 測 の 楽観 性 の 程 度 が 大 きい 場合 に の み ，売上 高 の 回復 か ら十分 な

利 益 を 上げ る こ とが で き な い と い う仮 説 2 は ， 楽観性 の 程度 を予 測 実績 誤 差 5％ 以 上 と して 支持

され る ．

表 一3　（2＞式の 推定 結果

売 上 総利益 の 変化 営業利 益 の 変 化

　

0

（
ρ
尸

　

1
δ
μ

2β

　

3
＾
β

β4

βfP
匸

β8μ

β£
μ

浸φ R2

　 0．005ホ＊＊

（12．749）
　 O．177 唾＊＊

（52，601）

　 0，151＊＊ ＊

（45，936）
　 O、110 ＊＊＊

（弖4．254）
− 0．062 ＊＊ホ

（
− 7，762）

　 0．Ol2

（O．816）
− 0．003
（
− 0．167）
− 0．Ol4

（
『1．16  ）

0，501

　 0、001 ＊＊＊

〔3．634）
　 0．064 ＊掌＊

（24．447）
　 0．074 ホネ＊

（28．728）
　 0．101＊＊ t

〔16．871）
− 0．014＊

（
− 2．337）
− 0．014

（
一

五．246）
− 0．053 ＊ ＊

（
− 3．244 ）
− 0，055 ＊＊孝

（
− 5．882）

0．255

　 N　 　 　 　 　 　 　 　 10．050　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 10，047
＊＊＊0．1％水準 で 有意，＊＊1％水 準で 有意で 有意 ，

＊5％ 水準 で 有意

各 βに つ い て 上 段 は 推 定 さ れ た 係 数，下 段 （）内 は t 値 で あ る、

6． 結論

6．　1　発 見事項 の 要 約

　本研 究 で は ， まず ，
コ ス トの 下 方硬 直性 が 利益 へ 与 え る影響 とい う観 点 か ら分析 を行 っ て き

た ，その 結果 コ ス トの 下 方硬 直性 が 生 じ る と され るSet−1 ＞ Si．tか っ Si，t く 5乖＋ 1
で あ る状 況に お

い て ， t 期 の 売上 高 の 変動 に 対す る利 益 の 変動 に は 非対称性 が観察 され た．すなわ ち ，
　 t期の 売

上 高が 対 前年度比 で 1％伸び た場 合に ，企 業規模 を調整 す る 目 的で 総 資 産額の 平均 値で 調整 さ

れ た 「売上総利益 の 変化 」 が 0．176％ 増加す る の に 対 して ， 1％ の 売 上 高 の 減少 に 対 し て 「売上

総利益 の 変化」 が 0．285％ 減少す る こ とが観察 され た．また ， 同様の 条件 に お ける 「営業利 益 の

変化」 に注 目 して も ， 売上 高 1％ の 増加 に は 「営業利 益 の 変化 」 が 0．063 ％増加 す る に対 して ，
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売上高 1％ の 減少 に は 「営業利益 の 変化 」 が 0．162％減 少す る． こ れ は ， コ ス トの 下方硬直性 の

存在 を示 す 聞接的 な証 拠 で あ る ．

　ま た ， すで に 述 べ た よ うに ， 「売上総利益 の 変 化」 と 「営 業利 益 の 変 化」 の 数 値 自体 の 解釈

と して は ，分 母 に 変化 が ない と仮 定 した場合 の ， 総 資産 売上 総 利 益 率お よ び 総 資産 営業利益 率

の 変化 をそ れ ぞ れ 意味 し て い る と も理 解 で き るた め
， 売上 高の 増減 に 対 す る こ れ ら の 値 の 非対

称 な変動 は ，
コ ス トの 下 方硬 直性 が利 益 に対 して看過 で き な い 重大 な影 響 を与 え て い る証拠 で

もあ る
5
．

　さ らに ， コ ス トの 下方 硬直性 に 関する 合理 的意 思 決定説の 立 場か ら，楽観 的 な売上 高予測 が

行わ れた 場合に ，将 来的な 売上高の 増 加か ら十分 な 利益 を獲得 で きな い こ と を検証 して きた ．

こ の 作業 を 通 じて ， コ ス ト変動 を媒 介 と して 利益 の 変 動 に 影響 を与 え る要 因 と して の 売 上高予

測 の 重要性 に 関す る 実証 的証拠 の 提 示 を行 う こ とが本 研究 の 目的で あ っ た ．

　分析の 結果 ，営業利 益 の 変化 に 注 目す る場 合 ， 楽 観的 な売 上 高予 測に 由来 す る過剰資源 を維

持す る ために ， 企業が過 大 な コ ス トを負担 した 結果，t＋ 1 年 度の 売 上 高 の 回復 か ら十分 な利益

を上げ るこ とが で きない とい う仮説 を支持す る証 拠 が得 られ た．また ，売上 高の 回復 か ら十分

な利 益 を上 げる こ とが で きな い の は，特 に ，売上 高予測 と実績 の 誤 差が 5％ 以 上 ある楽観的 な

予測 が行 われ る場 合 で あ る こ と もあわせ て 明 らか に な っ た ，

　こ れ らの 発 見 は ， 売 上 高予 測情 報が ，
コ ス ト変動 を媒 介 と して ，利益 の 変動 に 影響 を 与 え る

こ とを示す 実証 的な証 拠 で あ る．売上 高予 測 情報 は ， 経 営資源 に 関する 経営者の 意思決 定 を開

始させ ，
コ ス ト変 動 へ とつ なが る だ けで なく ，

コ ス ト変動は利益 に 対 し て も実 質的 な影響を与

えて い た ，利 益 変動 に 影響を与 え る要 因 とし て ，売上 高予 測情報の 重要 性 が 本研 究 を通 じて 明

らか にな っ た と言 え よ う．

6．2　本研 究 の 管理 会計研 究 に お け る 意義

　従来の 管理 会計研 究に 対す る本研 究の 貢 献は，売上 高に 関する予 測情 報 が コ ス ト変動 に影響

を与 え るだけ で な く ， そ の 情報に 基づ く コ ス ト変動 が 利 益 に対 して も実 質 的 な影 響 を与 える こ

とを明 らか に し た こ とに あ る ．

　従来 の 管理会計研 究 で は， コ ス トの 変動 は問題 に な っ て も ，
コ ス ト変動 の 結果が もた らす利

益 へ の 影 響は あ ま り問題 とな らな か っ た ． し か し ，経 営 の 目的 は コ ス トの 管理 に あ る の で は な

く，利益の 追求に あ る こ とを考 えれ ば，管理会 計研 究の 射程 は コ ス ト変動 の 説 明 に と どまる こ

となく ，
コ ス ト変動 が もた らす利 益 へ の 影 響 とい う観点 か らも進 めて い か な くて は な らない ，

　仮に ， 本研 究 で 注 目 して き た コ ス トの 下方硬 直性が 利益 に ほ とん ど影 響 を与 えない の で あれ

ば，管理 会計研 究の 対象 と して の コ ス トの 下方 硬 直性 とい う現象 は確か に 興 味深 い が ，そ の 研

究結果 は利益 の 追求 を 目的 とす る現 実 の 企業経営 に 対 して ほ とん ど影響力 を持 た ない で あろ う．

逆に ， コ ス トの 下方硬 直性が 利益に 看過 しが たい 影 響を与えるの で あれ ば ， 現実の 企業経営に

と っ て もコ ス トの 下方硬 直性 の 研 究は 大きな意義 を持つ で あろ う．

6．3 経 営実践 へ の 含 意

　本研 究の 発見 事項は ， 現実の 企 業経営に と っ て も実践的な意味を持 っ て い る。

　表
一1パ ネ ル A に 関 して すで に 述 べ た よ うに ， 全サ ン プル の うち 売上 高 が 対前 年度比 で減少

す る害【】合は 44．4％ ある に も関わ らず，売上 高が減少する とい う予測は 205 ％ しかな され て い な

い ． これ は ， 換言すれ ば ， 対 前年 度比 で 売上 高が 増大す る と い う予 測 の 割 合 は全 サ ン プ ル の
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コ ス ト変動 を通 じて 利 益変動 に 影響 を与 え る 要 因 と して の 売上 高予 測の 重要性 に 関 す る 実証研究

　 　 　 　 　 　 　 　 一
コ ス トの 下 方 硬 直 性 が もた らす 利益 へ の 影 響 一

7g．5％ で あ る
一方，実 際に 売 上 高が前 年度 を上 回 る割合 は 55．6％ し か な い こ とを意味 して い る，

　管理会 計の 世界 で は ， しば しば，「コ ス トは か か る もの で は な く，か け る もの だ 1 と言 われ

るが ，「コ ス トをか け る」 意思 決定 を始 動 させ る売上高予 測情報そ の もの が楽 観的 で ある場 合，

過 大な コ ス トをか け る意思決 定が 下 され，そ の 結果 ，利 益 が圧 迫 され る こ とを本 研究 の 結果 は

示 して い る ．

　さ らに ，売 上 高予測 が組 織内部 の 売 上高 目標 と一体で ある な らば ， 本研 究の 発 見 は経営 目標

の 設定 の 在 り方 に警鐘 を 鳴 らす もの で あ る．す なわ ち，対前年度実績 を上 回 る こ とを売上 高に

関す る 目標 と し て 設 定す る こ とは ， しば しばみ られ る 実務で あ る が
，

こ うした 目標設定 と連動

し て 費用予算や資本 予算が 組 ま れ ると，実際 は達成 困難 な 目標の 達 成に 向 か っ て 必 要以上 の 経

営資源が 用 意また は投入 され ， 結果 的に利 益 が圧 迫 され る場合 が あ る こ とを本研 究の 結果 は 示

し て い る とい え よ う．

6，4　本 研 究 の 限 界

　い か な る実証研 究 も ， そ の 結論 は研究で 採用 した リサ ーチ デザイ ン を超 えて
一般化 され る べ

きで はない ． こ の 点 で ，本研 究 の 限界 を最 後 に指摘 して お く必 要 が あ る ．

　第 1 に ，本研 究で 分析の 対象 と して きた 利 益 の 変動 は，二 会計期 間 に 渡 る利 益 の 変動で あ り，

三 期間以上に わた る長期的 な利益 の 変動に つ い て は分析の 対象外 で あ る． したが っ て ， 売 上高

予 測 の 重 要性 に 関 し て も ，
二 会 計期間に渡 る利益 へ の 影響 とい う観 点か ら述 べ た もの で あ り，

それ を超 え る長期 に わ た る利 益 へ の 影響 は本 研 究 の 範囲 を超 えて い る ．

　第 2 に ， コ ス トの 下方硬 直性は ，将来 の 売上 高の 変化 に関す る予測 情報 に基 づ い て ，経営資

源 を維持 する た め に キ ャ パ シ テ ィ
ー ・コ ス トを負 担す る とい う経 営者 の 意 思決 定 の 結果 と して

生 じ ると考え られ るが ，本研 究 の 分析 で用 い た コ ス ト ・データ は 費 目別 に 集約 され て い る た め

に，キ ャ パ シ テ ィ
ー ・コ ス トの 概 念 を通 じた コ ス ト変動 の 説 明 と ， 実際に 分析 の 対象 とな っ た

コ ス トは 対応 して い ない ．こ の 点 で は ， 本研 究 の 分析結果 は ， キ ャ パ シ テ ィ
ー ・コ ス トに基づ

くコ ス ト変動の 説 明に 対す る間接 的な証拠 に とどま る． コ ス ト変 動 の 説 明 とそれ を裏付 け る コ

ス ト ・デ ー
タ の 対 応 を確保する こ とは ， コ ス ト変動の 説明 を試み る管理会 計研 究 の 重要 な課題

として残 され て い る．
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注

1．英国，フ ラ ン ス
， ドイ ツ の 企 業を 対象 に した 調査 で も，米国企 業や 日 本企 業 と同様 に コ ス

　　トの 下 方硬 直性が 観察 され て い る［Calleja2’砿 ，2006］．

2， も う
一

っ の 有 力 な可能 性 と して ，売 上高 が減 少す る速 度 に 対 して ，
コ ス ト低 減 が間 に 合わ

　 なか っ た 結果 ， コ ス トが 下方 硬 直的 に な る可能性 が 指 摘 され て い る b 特 に ， 売 上高 が大幅

　 に 減少 す る 場 合 に ， コ ス トが 下 方 硬 直的 に な る こ と が 先 行 研 究で 発 見 され て お り
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　 ［Subramaniam 　and 　Weidenmie
，
2003 ］，こ れ は コ ス ト調整 の 速度が 売 上 高 の 減少速度 に 追 い

　 っ か なか っ た た めだ と考 え られ て い る．

3．経 営者 の 合理 的 な意 思決 定 の 結果 ，
コ ス トの 下方硬 直性 が み られ る とい う説 に つ い て も検

　 証 が 行わ れ て い る．安酸 ・梶 原［2009b ］で は ， 先行 研 究が 採用 して き た モ デ ル に ，翌年度 の

　 売 上高予 測情報 を追加 した モ デル に よ る分析 を行 っ て い る． こ の 研 究 で は，将来 的 に 収益

　 が増 大す る と予 測 す る経 営者 は ， 現 在 の 売上 高が 減 少 した 場 合，短 期的 に過 剰 な経営 資源

　 を維 持す る こ とで 過 大 な コ ス トを負 担す る こ とに な っ て も ， 長期 的 な利益 を 増大 させ るよ

　　うな合理的 な意思 決 定 を 行 っ て い る とい う仮 説 を支 持す る結果 が 得 られ て い る ．詳 し くは ，

　 安酸 ・梶原 ［2009b ］を参 照 され た い ．

4 ， なお ， ［（Pi，亡＋ 1 ＋ Pの／2］／Pi，t−、 と しな い の は ，特 に Pi，t− 1 が 0 付近 に あ る 揚合 ， （Pi，t＋ 1 ＋ P［，t）／2の

　 小 さな変化 に 対 し て も ， ［（Pi、t＋1 ＋ Pの／2］／Ptt−1が 大 き く反応 す るた め で あ る ．

5． 1％ の 売 上 高 の 増大 お よび減 少に 対 す る 「売上総利 益 の 変化」 は ，そ れ ぞ れ O．176°／。，O．285 °／・

　 で あ る．こ れ を資産額 100 万 円 に対す る金額 に換 算す る と， 1％ の 売上 高の 増大お よ び 減少

　 は，それぞれ 1
，
760 円の 「売 上総利 益の 変化 」 の 増大 ， 2，850 円 の減少 を もた らす ．同様 に ，

　 資産 額 100 万 円 に 対す る 「営 業利 益 の 変化」の 額は ，
1％ の 売 上 高 の 増大時 に 630 円増 大 し，

　 減少 時に 1，620 円 減 少す る ．表
一1 パ ネル A の 記述統計量 よ り，分 析 の 対象 とな っ た期 間中

　 の 平 均的 な 「売上 総利 益 の 変化」 は 0，7°

／。，
「営業利 益 の 変化 」 は 0．1％ で あ る ．金 額 に換 算

　 する と，資産 額 100 万 円 に 対 ．L て 「売上 総利益の 変化 」 の 平均 は 7，000 円 ，
「営業利 益の 変

　 化 」 の 平 均 は 1，000 円 で あ る ．こ れ ら の 平均値 を念頭 に 置 け ば，コ ス トの 下 方硬 直性 が利益

　 変動 に重 大な影響 を与 えて い る とい える で あ ろ う．
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論　文

会計利益 と課税所得 の 情報 内容 の 変化

大沼　 宏
“

鈴木 健嗣
＋

山下 裕企 †

〈論文要旨〉

　会計利益は企 業の 業績指標 と して 代表的で あ るが ， 経営者 の 裁量 が介入 しや す い こ とが 指摘 され

て い る．一方で ， 課税所 得 は会計利益 と比 べ 経営者 の 裁量が介 入 しに く く硬度 が高 い と考え られ て

い る．本稿は，実績値 と して の 課税所得データを用 い ，1998 年の 税制 改正に焦点 を合 わせ て ，課

税所得 と会計利益の 情報内容の 有用性 に つ い て 比較 分析 を行 っ た ．分析 の 結果，税制改正 以降，課

税所得の 相対的 ・増分 的情報 内容の 有用性 が高 くな っ て い る こ と，会計利益 と課 税所得の 関連性 が

相対的 に弱い と予想 され るサ ン プ ル の 場合 の 課税所得情報の 有用性 が高ま る こ と，お よび会計利益

の 質が 低い 企業の 課税所得 の 相 対的情報 内容 は高ま り，増分的な情報 内容 も豊富 に なるこ と等 が 明

らか に なる．こ れ ら の 結果 は，税 制改正 後に 課税所得情報 の 有用性 が高 ま っ て い る こ とを示 して い

る ．

〈キ
ー

ワ
ー ド〉

課税所得，相対的 ・
増分的情報 内容 ，1998 年税制改正 ，BTD ，

　 DA

A 　Change 　in　the　lnf（）rmation 　Content　of　Taxable 　lncome 　in　Japan

　Hiroshi　Onuma 屮

Katsushi　Suzuki†

Hiroki　Yamashita†

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Abstract

　We 　investigate　the　relative 　and 　increment　inf（〕rmation 　co 皿 tent　of 　taxab夏e　income　in　Japan．　Extant　research
in　U．S。　shows 　that　book 　income　exhjbits 　significa 皿 tly　greater　relative 　explanatory 　power，　while 　both　income
exhibit 　significant 　incremental　explanatory 　power （i．e．，　taxable　inoome　also 　exhibit 　explanatory 　power），　The
focus　of　our 　research 　is　how 重he　information　content 　of　taxable　income　in　Japan　is　changed 　on 　the　tax　refomi

acI　of 　1998
，
　using 　taxable　income 　data　which 　is　publicly　available 　rather 　than　estimated 　amount ．　First，　we

find　that　taxable　income　exhibits 　significantly 　greater　relative 　explanatory 　power　after　the　tax 　refom ユ act　of

1998while 　book　lncome　exhibits 　significantly 　greater　relative 　explanatory 　pQwer 　befQre王998．　In　addition
，

taxable　income　exhibits 　significant 　incrernental　explanatory 　power　in　9　of　the　13　years　and 　in　all　years　after
1998．Second，　 we 　 find 霊hat　 fbr　 firm−years　 wi 亡h　 large　 book −tax　 differences（BTD ），　 the　 incre皿 ental

explanatory 　power　of　taxable 　income　enhances 　after　the 　tax 　ref6m ユ act 　of 　1998．　Third，　our 　results　suggest

that　low　earnings 　quality　have　distinct　effects　en 　the　information　c。ntent 　of 　taxable　income．　These　findings
aTe 　relcvant 　to　recept 　reseaTch 　examining 　book −tax　differences　as　a　measure 　of　eamings 　quality　and 　taxable

income　as　a　complernentary 　performance　measure
，
　as　well 　as　the　recent 　debate　on 　book−tax　conformity ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Key 　Words
拍 xable 　Income

，
　Relative　and 工ncremental 　lnformation　Centent，　Tax　Reform　Act　of 　1998，　BTD ，　DA
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1．　 は じめ に

　本 稿 の 主 要 な 目的 は ， 法 人税法 改正 の 前後で 企 業の 業績尺 度で あ る会計利 益 と課税所得の 情

報 内容に 変化 が あ っ た か ど うか を 検証 する こ とに あ る．企 業会計 上 の 業績尺 度 と して 最も適切

か っ 代表 的で あ る と考 え られ るの は会 計利益 で ある． これ は ，会 計利 益 は，企 業価値 の 変化 を

逐 次反映 す る発 生 主義 に 基づ く期 間損益 計算か ら導 出 され た もの だ か らで あ る． しか し，多 く

の 研 究 に よ っ て ，会計利 益 は会計 手続選 択等 を通 じ て 経 営者 の 裁 量 に よ っ て 頻繁 に操 作 され て

い る こ とが 明 らか に され て い る （例 え ば Healy ［1985］，　Jones［199玉ユ，
　DeFond 　and 　Jiambalvo［1994］，

Fields
，
　Lys，　and 　Vincent［2001］等 ）．

一
方，課 税所 得は ，当期に 享受 した 社会的便益 の 対価 と し

て負 担す べ き費用 で あ る支払 税額 の 計 算基礎 で あ る．課税 所得の 計算 目的 は適切 な業績の 測 定

とい うよ りも ， む し ろ公 平性 の 観点 か ら企 業の 租税 負担 能力 を測 定す る こ とに あ る ．それ故 ，

課 税所得 計算に ，経 営者 の 裁 量 が 働 く余地 は 極 め て 小 さく，会計利益 に 比 べ て よ り硬 度の 高い

情報 を提 供 し うる と考え られ る ．こ の よ うな観点か ら，近 年，会計利益 に対 する補完的な業績

尺 度指標 と して ， 課 税所得 の 重 要 性 が高 ま っ て い る と考 え られ る ．

　実 際 ，米 国 で は ， U ．S．　Treasury［1999］ の 指摘 以 降，会 計利 益 と課税 所 得 の 差異 （BTD ：

book−tax　differences）の 拡大が 大 きな 問題 と して 認識 され て お り， こ れ に 関連す る研 究は活発 に

行 われ て い る．算出 目的 の 異 な る会計利益 と課 税所 得の 間 に差 異 が 生 じ る の は 当然の こ と とは

い え ， 米国で BTD の 拡 大が問題 と され る大 きな理 由の
一

つ は ， これ が単 に会計利益 と課税所得

の 計算 シ ス テ ム の 相違に よ っ て 生 じて い る の で は な く ， 前述 の 通 り ， 経営者に よ る利益調整行

動 （eamings 　management ）の 結果 を反 映 し て い る と考え られ て い るか らで あ る， これ に対 し て ，

Lev …md 　Nissim ［2004］は，会計利益 に 対す る課税所 得の 割合が ，引き続 く 5 年 間の 利益 変化 を予

測 し うる こ とを示 す とともに ， こ の 情報の 有用性 に 関す る投資家の 認 識 が SFAS 　No ．109 施行 後

に 高 ま っ て きて い る こ とを 示 し て い る． Hanlon
，
　Laplante

，
　and 　Shevlin［2005］ （以下 HLS と略述 ）

は ，推定課税 所得
1

と会計利益 の 情報 内容 を比 較 し て い る が ，その 中で 課税 所得情報 が 株式 リ

タ
ーン に対 して 有用 で あ る こ と を 明 らか に して い る ．Ayers，　Jiang，　and 　Laplante［2008］ （以下 AJL

と略述 ） は
，

HLS に 準拠 し なが ら ， 強 い 税務計画 を実施 し て い る企業 （high　tax　planning　firrns）

ほ ど課 税所得 の 情報 内容 は 乏 し く，利益 の 質 が 低 い 企 業 （low　earnings 　qua］ity　firms） ほ ど課税

所得の 情報 内容 が 豊 富で あ る こ と を明 らか に して い る． 日本 に お い て 同 様 の 検証 を行 っ た もの

に ， 米谷 ［2005］が あ る．米谷 ［2005］は ， 1978年か ら2004年 の デ ー
タ を 用い て ， 課 税所得情報 は

株式 リタ ーン に 対 し て 有用 で あ り
， 年度 に よ っ て は 会計利 益 の 有用性 を上 回 る こ と ， お よび 会

計利益 情報 と課 税所得 情報 の 有用 性 に は 大 き な差が ない こ と等 を明 らか に し て い る．い ず れ の

研 究 も ， 会 計利益 が利益調整 行動で 歪 め られ て い る
一方 ， 税務計画 が 存在 しな けれ ば ， 課 税所

得 は会 計利 益に 依存 し ない 極 め て 重要 な情報 を提供 し て い る と説明 す る ．

　本研 究は ，上 記 の 研 究成果 を踏 ま えて ， 日本 に お け る課税所 得 の 情報 内容
2

につ い て の 分析

お よび 税制 改正 に よ る情報内容 に つ い て の 有用 性 の 変化 を検証 する ．検証 方法 は HLS ，　 AJL お

よび米 谷 ［2005］に 準拠す るが ，こ れ らの 研 究 に対 し て 本研 究 は 以 下 の 点 で 異な る．第
一

に ， 日

本で は ア メ リカ とは 違 い ，2006年 ま で 課税 所得 が公 開 され て い た の で
， 分 析対象期間内で は課

税所 得 の 実 績値 を直接利 用す る こ とが 可 能 で あ る
3

． こ の た め ， 課 税所得 の 推 定値 を用 い て い

る 先行 研究 よ りも信 頼性 の 高 い 検証 を行 うこ とが 可 能 と考 え られ る ． しか も 日本 もア メ リカ と

同様 ，
2006年を最後に課税所得 の 公 示 が廃止 され て し ま っ たの で ， 今後は 実際の 公示課税 所得

デ
ー

タ を利 用 し た 検証 は 出来 な くな っ た ．そ の 希 少性 とい う点か らも，本研 究 の 貢献度 は き わ
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め て 高 い と考 え られ る 。第 二 に ， 本 研 究で は 税制改 正 に よ る課 税所 得情報 の 有 用性 の 変化 に 焦

点 を 合わせ て い る が ， こ の 点 に 関す る検 証 は こ れ ま で ほ とん どな され て い な い ． 日本 で は ，

1998年 に 大規 模 な税 制改正 がな され ， こ の 改 正 に よ っ て 経営者の 裁 量が 働 く余 地は さらに 縮小

した ．も し課 税所得 が 利益調 整行動 で 歪 め られ て い な い 硬 度の 高 い 独 自の 情報 を提 供す る の で

あれ ば ， 税制 改 正 以 降 ， 課 税 所得情 報 の 有用 性 は 高 ま っ て い る は ず で ある ．

　分析 の 結果 ，第
一

に 課税所 得情報 は 株価 形成 に有用 で ある こ と，第二 に 米国 と異 な り課 税所

得の 有用性 が 会計利益 の 有用性 を上 回 る年 度が存 在す る こ と，第 三 に会 計利益 を所 与 として も

課税所得 が 増分 的な情報内 容 を有す る こ と ， 第四 と して ， これ ら課税 所 得情報 の 有用性 が税制

改正 以降 に高 ま っ て い る こ と等が 明 らか に な っ た．こ れ らの 結 果 は ， 課税所得 に会計利 益 と異

な っ た情 報が 含 まれ て お り，そ の 有 用性 が 税 制改正 以 降 に 高ま っ た とい う考 え 方 と整合的で あ

る
4

．第 五 に ， 日本 で は確 定決 算基 準 に よ っ て 会計利益 と課税 所得 の 差 異は米 国に 比 べ て 小 さ

い こ どが 山下 ・奥 田 ［2GO6］等 に よ っ て 指摘 され て い るが ，こ の よ うな状況 下 で も ， 会計利益 と

課 税所得 の 差 異が 大き い 企業の 課税所 得 に は会計利益 と異 な っ た独 自の 情 報が 含まれ て い る こ

とが 示 された ．最後 に ， AJL と同 様，利益の 質が低 い 企 業の 課税所 得 は 会計利益 に 増分 的な情

報 を提供 して い る 可能性 が高 く ， そ の 傾 向 は税制 改正 以 降よ り強くな っ て い る．

　本稿は 以下 の よ うに 構 成す る．第 2 節 は ，
日本 の 税制 と こ れ に 起 因す る 会計利 益 と課税 所得

の 類似性 と相違性 に つ い て 説 明す る．ま た 第 3 節は ，本稿 の 分析仮 説 を展 開す る 、第 4 節 で は ，

リサーチ デザ イ ン とサ ン プル に っ い て 検証す る ．第 5 節で 分析結果 とそ れ に つ い て の 考察 を示

す．最後 に ， 第 6 節 で 結論 を示 す 。

2． 会計利益 と課税所得 の 結び つ き

　 会計利 益 と課税 所得 は そ の 計 算 目的が 異 な る が ，米 国 と異な り， 目本 で は 両 者 は 密接 に 関連

し て い る ．日本 の 法 人税 法 は ， 確 定 した 決算 （株主総会 で 承認 され た 計 算書類 ） に 基づ き，

（課税 ）所得 の 金 額お よび法人税 額 を記 載 した 申告書 を提 出 し な けれ ばな らな い （確定 決算基

準） と規 定 し て い る （法人税法 第 74条 ）． す なわ ち 日本 で は，基礎 と なる 会計利 益 に税 務上 の

調整 が な され て 課税所 得が 測 定 され る
5

．た だ し，税務上 損金 と して認 め られ るた めに は ， 会

計上 も費 用 と し て 計 一ヒしなけれ ばな らな い と い う損金経理 規定 とい うもの もあ る （法人 税法第

2 条 二 十 五 ）． も し損 金経理 規 定 が企 業会 計 に 強い 影響 を与 えて い る の で あれ ば，会計 利益 と

課税所得 の 情報 内容 は ほ とん ど変 わ らな い こ とが予想 され る．同時 に 多 く の 税法規定 は ，経営

者の 裁量 に よ っ て 操作 し うる部 分 を規 制 して い る．た とえば交 際費等 は ， 企業会 計上 は 当期 の

営業費用 とな る の に対 し，税務会計で は ，期末 資本金 が 1 億円超 の 企 業 に お い て は 全額 損金不

算入 とな る （租 税特別 措置法 61条 の 4 ）． こ の 交際費課税 規定 の た め に，経営者 は 恣意的に 交

際費等を 増加 させ て課 税所得 を 減少 させ る こ と で 支払税額 を圧 縮す る裁 量 的行動 は 制 限 され て

い る 。

　そ の
一方で ，1998年 の 税制 改正 に よ っ て 税務 会計 は発 生 主 義的性 格 か らよ り現金 主義 的 な性

格 ヘ シ フ トした ，そ の 代表 例 が ， 引当 金 制 度の 改革 で あ る。王998年 の 法人 税法 改正 以前 まで ，

引 当金 （provision　for　contingency ） の 種 類 は 6 種類 あ っ た （製品保 証 ， 賞与 ， 特別 修繕 ， 貸倒 ，

退 職給与 ，返 品 調 整 ）． 武 田 ［1998］に よ る と，製 品保証 引当金 は 特 定 の 業 種 に 利 用 が 限 られ た

引 当金 で あ り ， 引 当金 繰入 額が特定 業種 の み に 偏 っ て認 め られ て い る の は 閥題 で あ る と して 廃
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止 され た ． ま た 賞与 引 当金 に つ い て は，金 額 が 巨額 で あ る割 に は企業 ご との 利 用状 況 に も開 き

が あ る とし ，
これ が実質的 な税負担 の 格差 を生 む と して 製品 保証 引 当金 と同様 に廃 止 された

6
．

そ の 後 2002年 の 税制 改正 に お い て も ， 財源 確保 の 狙 い か ら，使用金額 が 巨額 に上 り，か つ 企 業

に よ っ て 利用 頻度に 幅が あ っ た 退 職 給与 引 当金 も廃止 され た ． も っ とも ， 製 品保証 費用 に つ い

て も ，賞与 費用 に つ い て も，退 職給 与費用 も，現 金 支出時 に は その 費用 は 損金 とし て 算入 され

る，結 果 と して こ うした引 当金 の 廃 止 は ， 税務会 計 の 現 金 主 義 的性 格 へ の シ フ トを裏付 ける も

の とな っ た ．税 務会計 の 現金 主義的 性格 へ の シ フ トは
， 課税所得 の 硬度 を高め た と言 い 換 え る

こ と もで き よ う．ま た ，これ らの 廃 止 され た 引当金の 設定 お よび取 り崩 しに 共通す る の は ，経

営者 の 裁量や 見積 も りに強 く依 存す る とい う点 で あ っ たが ， こ の こ とも引当金 廃止 の 論拠 と な

っ て い た ．

　 こ れ に加 え ， 周知 の 通 り，1998年 か ら は 「会 計 ビ ッ グ バ ン 」 と称 され る大 規模 な会計 基準改

革が漸 次行 われ て きた ．特 に ，税効果会 計導入 の 目的は ，
一一

っ に税 務に と らわ れ た 会計処 理か

ら財務 会計 に 則 した会計 処理 を促す こ とに あ っ た ，い ま一
っ は ，法人税等費用 の 処 理 を発生主

義 べ 一
ス で 行 え る よ うにす る こ と で あ っ た ．税 効果会 計導入 以前 は ，税 引後利 益 は 税 引前利 益

よ り現 金支 出 され た法 人税 額 をそ の ま ま控 除 し て い た ．こ れ に法 人 税等調 整額 を設 定する こ と

で ，法入税 費用 と税 引前利 益 とが期 間的 に対応す る よ うに な り ， 法人税 等費 用 は発 生主義 的 に

処理 す る よ うに 変更 した ．結果 と して ，こ れ らの 制度 改革 に よ り ， 会 計利益 と課税所得は 緩や

か に結び っ く関係 に な り， 課税 所 得独 自の 情報が提供 され る よ うに な っ た と考え られ る．

3。 仮説 の 展開

　本 研 究で は ， ま ず課 税 所得情報 の 有用 性 を検 証 し，次 に税 制 改正 に よ る そ の 有 用性 の 変化 を

検討 す る ．具体 的 に は ， 税 制改正 等 の 影響が 現れ る と考え られ る 1999年 度以 降
7

と1998 年 度以

前 に サ ン プ ル を分害ilし ，所 得情 報 の 有用性 の 変化 を検討す る． 1998年度
8

の 税制 改正 に よ っ て ，

課 税所得は よ り硬 度 の 高い 独 自の 情報 を 提供す る よ うに な っ た と考 え られ る．そ こ で 本研 究 で

は ， 税制 改正 以 降 に課 税所得 の 有用 性 は 高 くな っ て い る と予 測す る ，

　 Hl ： 1998年 の 税 制改正 以 降課税所 得 の 相対 的情報 内容 は 豊 富 に な っ た ．

　 H2 ： 1998年 の 税制 改正 以 降課税所 得 は 会計利 益 に よ り増 分的 な情報 を提供 す る よ うに な っ た．

　 ま た確 定決 算基準 の 影響で 日本 の 場合 ， 米 国 に比 べ 会計 利益 と課税 所得は 強 く関連 して お り，

両者 は 類似 の 情報 を有 し て い る 可能性 が あ る．そ こ で 会計 利 益 と課税 所得 の 関係 が 相 対的 に 弱

く ， 課税所 得が 独 自の 情報 を有す る と考え られ る状況 に つ い て の 検証 も行 う．本研 究 で は ， 会

計 利益 と課 税 所得 の 差 （BTD ） の 規模 が大 き い 企業 ・年度 に お い て 両 者 の 関 連 が 弱 くな っ て い

る と考 え， こ れ に基 づ きサ ン プ ル を分割 す る． よ り具体 的 に は ， 会 計利益 と課 税所得 の 差 を 平

均 総 資産 で 除 し，各年 度に おい て ， こ の 絶対 値が 上位 30％ に 属す るデータ をBTD の 規模 が大 き

い 企 業 ・年 度 と定義す る ，こ れ に基 づ き ， 仮 説 は 次 の よ うに設 定す る．

　 H3 ：BTD の 規模 が 大 き い 企業 は 1998年 の 税 制改正 以 降 課税所得 の 相 対的 情報内容は 豊富 に な

　 　 る，

　 HLS に よ る と ， 課税所 得 が提 供す る 情報 は ， 課 税所得 独 自 の 情 報 と と もに ，会計利 益 に 追加

の 情報 で あ る増分的 な情報 も含 まれ る よ うに な る と推測 され る． BTD の 規模が 大 きい 企 業 は 会

計利 益 と課税所 得 の 情 報内容 に差異 が 生 まれ ， 会 計利益 に 追加 す る情報 を課税所 得が多 く有す

る よ うに なる とわれ われは 予想 す る ，そ こ で次 の 仮説 も設 定で き る．
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　H4 ：BTD の 規 模が 大 き い 企 業 は 1998年 の 税制改正 以 降課税所 得 が 会計利 益 に 増分 的な情報 を

　 　提供す る ，

　課税所 得が 独 自の 情報 を有す る と考え られ る状 況 と し て ，利 益 の 質が 低 くな る場合 も想 定 さ

れ る．経 営者 の 機 会主義 的 な裁 量行 動 に よ っ て 利益 の 質が 低 下 した場合 ，経 営者裁 量 の 影 響 を

受 けに くい 課税 所得 の ほ うが ，情 報内容 を高 める と推測 され る ．または ， 利益 の 質の 低 下が
一

時的 な事 象，た と えば退 職給付債務の
一

括償却な どが 原 因 とな っ て 生 じる場合 もあ る．こ うし

た 事象 は 会 計利 益 に反 映 され て も ， 課 税所得 に 反映 され る の は か な り後 に な る場 合が 多 い （た

とえば，固 定 資産の 減 損 処理 ， 事業 再 構築に か か る コ ス ト， 金融 商品 の 時価 評価 差額 な ど ）．

こ の よ うな とき に は ，当 期の 市場 リ タ ーン に 対す る 会計利益 の 情報内容 は ， 相対 的に低 下す る

と見 込 まれ る。実際， AJL は ア メ リカ 企 業 を対象 と して こ の 点 に 関す る 検 証 を行 い ，利 益 の 質

が低 い 企業の 課税所得 の 情報 内容 が豊富で あ る こ とを明 らか に し て い る ．以 上の 点を考慮 し ，

次 の 仮説 が提 示 で きる ．

　 HS ： 利益 の 質 が 低い 企 業は 1998年 の 税制改 正 以 降課 税所得 の 相 対的情報 内容 は豊 富 とな る ，

　　これ は 次の 仮説 に よ っ て も補足 可 能で あ る．

　 H6 ； 利益 の 質 が低 い 企 業は 1998年 の 税制改正 以 降課 税 所得 が 会 計利 益 に増 分的 な情報 を提供

　 　す る ．

4． リサ ー チデザイ ン とサ ン プ ル

　検 証 モ デ ル は ，基本 的 に 先行研 究 に 従 うが ， HLS と AJL と は 主 に 次 の 2 点 が 異 な る．まず分

析対象期聞は 1992年度 か ら 2004年 度
9

とす るが ，全 上 場企 業 を対 象 と し， 3 月 決算 以外 の 企業

もサ ン プル に 含め る．ア メ リカ で は課 税所得 の 公 表 は ない の に対 し， 日本 で は 2006年 まで 公表

され て い た の で
， 課税所得 は 推定 値で は な く ， 公 表 され て い る実績 値 を用 い る．なお全 て の デ

ー
タ は ， 日経 メデ ィ ア ・マ

ー
ケテ ィ ン グ社 が提供 す る 目経 NEEDS 　Financial　Questか ら収 集 した ．

　本 研 究で は 次 の モ デ ル （1）お よび モ デ ル （2）に よ っ て 相対 的情報 内 容 に つ い て の 分析 を行 う．

R
，t

＝ a
。

÷ al △TI
．，t

＋ e
／t
… （1）

1〜
ノ厂

＝ bo ＋ bl△PTBI
／t

＋ θ
丿，

一・
（2）

　従 属変数 Rjtは企 業 j の バ イ ・ア ン ド ・ホ ール ド ・市場 調整 リ タ ー
ン で あ る ．　 Rjtの 期 間 に つ い

て は ， 投資家 は決 算 日以 降株 主総 会終 了 時 まで の 15ヶ 月 間 当該株式 を保 有 した と仮 定 して 算出

し て い る， △PTBIjt は企 業 j の 税 引前利 益 の 前 年度 か らの 変 化分 を ， △Tlj，は企 業 j の 課 税所得

の 前年度か ら の 変化分 を 示 し て お り， い ずれ も期首資本 の 時価総額 に よ っ て デ フ レ ー トして い

る ．こ れ とともに ，会 計利 益 に対 して 課税所得 は どの 程度 の 増分的情報 内容 を 有 し て い る か に

つ い て は ，次 の モ デル （3）に 従 っ て 分 析 を行 う．

1〜
丿、

＝ Co ＋ Cl△PTBI．i， ＋ c2 △TI
．i，

＋ e
ノ，

。・・（3）

本研 究 で 用 い る 変数 の 記述統計 量 は表 1 に示 され て い る ．た だ し外 れ値処 理 の た め す べ て の 変

数 に っ い て 上 下 1％ の デ ー
タ は分 析 か ら除外 して い る．ま た 表 2 に は ピ ア ソ ン 相 関係数が 示 さ

れ て い る ． △PTBI と R の 相関係 数 （0．270 ） よ りも △TI と R の 相 関係数 （0．320 ）が 大 き い こ

とは HLS と大 き く異 な っ て い る
10

．
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5． 分析結果

5．1 相 対 的情報分析 と増分的 情報分析

　最 初 に ，
モ デル （1）お よ び モ デ ル （2）に よ る相 対的情 報内容 の 分析 を行 っ た ．回帰分析 の 結

果 は 表 3 に 示 されて い る． これ をみ る と会 計利 益お よび 課税 所得 の 情 報 内容 は い ずれ も株式 リ

ター ン に対 し て 有用 で あ る こ とが わ か る．また サ ン プ ル 全 体 に つ い て の R2 をみ る と，課税所 得

（0．102 ） の 方 が 会 計利 益 （0．073 ） よ り も高 い こ とが 見 て とれ る ．こ の 傾 向 は ，い ずれ の 先

行研 究 とも大 き く異 な る点 で あ る ．

表 1 記述統計量

Variables
　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 loth
Mean 　 　 Std．dev．　 Minimum
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Percentile

　 　 　 　 　 goth
Median　 　 　 　 　 　 　 　 Maximum
　 　 　 　 Percentile

N

△TI

△PTBIR

O．004O

．002O

．043

0．0730

．090O

．554

一〇．732　　　　−0．058

一〇．933 一〇．〔｝58

一1．50 　　　　　一〇．344

0．0010

．OOlO

．112

0，0650

．059O

．565

0．9281

．13613

．391

194651946519465

表 2 ピア ソン 相関 係数

△PTBI △TI R

△PTB 正 1．000

△TI

R

O．508

O．270

LOOO0

．32G LOOO

　表 3 に よれ ば ， 2004年 に 近 づ く に っ れ て ，課 税所 得情報 の 有用 性 が 高ま っ て い る こ とが わ か

る．本研 究で は ，こ の こ とが税 制 改正 に よ っ て ，課 税所得 が よ り硬 度 の 高い 独 自の 情報 を提 供

す る よ うに な っ た た め で あ る と考 え る．そ こ で 税 制改正 の 影響 が 現れ る 前後 で サ ン プ ル を分割

し て ，回帰分 析 を行 っ た ．税 制 改正 以 前 は会計利益 情報 の 有用性 が高 く　（R2Ratioが O．737 ），

1998 年税 制改 正 以後 は 課税 所得情報 の 有用性 が 高 く な っ て い る こ とが わか る （R2Ratio が

1554 ）
11

．ま た Vuong 検 定 の 結 果 も有意 水準 1 ％ で こ の 傾 向 を支持 して い る．一
方 で ， 1999

年度以 降で は 会 計制度 の 変更 （退 職給 付会 計 の 導入 な どの い わ ゆ る会 計 ビ ッ グバ ン ）を通 じて ，

会計利 益 の 有 用性 が 向上 して い る傾 向 が み られ る が，そ れ 以 上 に課税 所 得情報の 有用 性 が 高 ま

っ て い る こ とが 読み とれ る．

　続 い て ， 課 税 所得 の 増 分的情 報 内容 の 変化 を検 討す る．表 4 に は モ デ ル （3）に つ い て の 回帰

分析 の 結果 が 示 され て い る
12

． こ れ をみ る と， △TI の 係 数 に つ い て 10％ 以上 の 有意水 準が確 認

され て い る （す なわ ち課 税所得 の 増 分的情 報 内容 が あ る） の は 1992年 度か ら2004年度 ま で の 13

年度 中 9 年 度で あ る ，こ れ を 1998年 度以 前 と1999年度以 降 に 分割 して 見 て み る と，1998年 度以

前で は 7 年 度中 3 年度で あ る の に 対 し， 1999年度 以降 に な る と，全て の 年度 で 有意 とな っ て い

る ．ま たデー
タ を1998 年度 まで と 1999年度以 降と に累積 させ て 分析 し た と こ ろ

，
1998 年度 ま で

の △TI の 係 数 お よび t 値 は それぞ れ 0．489 お よび 3．963 で あ っ た の に対 し ， 1999年度以降は

1．966 お よ び 25．147 とな っ て い る ． これ らの こ と は 1999年度 以降課税所 得が 会計利 益 に対 して
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増 分的情報 内容 を 有す る よ う に な っ た と い う考え 方 と
一致す る．以 上 の 結果は 仮説 Hl お よび

H2 と整 合的 で あ り，課 税所得 情報 の 有用性 は ， 1998年度 の 税 制改正 以降に 高 ま っ て き て い る

と考 え られ る
13

。

5．2　BTD 規模 に基づ く会計利益 と課税所得の 相対 的 ・増分的情報 分析

　続 い て ，BTD の 規模 に よ っ て 課税 所得 情報 の 有用性 に 変化 が 見 られ る か ど うか を検討 す る．

表 5 はBTD の 絶 対値が 上位 30％ と，
『
ド位 30％ に含 ま れ る サ ン プ ル に 限定 した 場合 の 回帰 分析結

果 を示 し て い る． BTD が 上 位30％ に属す る企業は ，会計利 益 と課 税所得 が異質な情報 を有す る

状態 に あ り、反 対 に，下位 30％ に 属す る企 業 は ， 会計利益 と課税 所得 が 同質な情報 を有 す る状

態 に あ る と推 定 され る ．

表3　 課税所得情報 と利益情報 の 相対的情報内容分析

Year N 一
矜 一 藷

一
R2 ・跏 P値

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

1992 −1998

1999−2004

Total　Sample

1264

1302

】498

1398

1555

1535

1433

1480

1672

1604

1605

1743

1376

9985

9480

19465

O．482 ＊ ＊ ＊
　 0．Ol6

（4．598）
2．968 ＊ ＊ ＊

　 0．06
（9．142）
L435 ＊ ＊ ＊　0．027
（6．475）
2．938＊＊＊　0．075
（10．720）
2．866 ＊ ＊ ＊

　 0．074
σ 1，209）
2．630＊＊＊　0，111
〔13．898）

2．839＊ ＊ ＊
　 0．057

‘9．328 ｝

L860 ＊＊＊　0．054
（9．266）
1．237＊＊＊　O．064

（10，753）
0．936＊ ＊ ＊ ・0，064
（10，522）
2．938 ＊ ＊ ＊　0．181

（玉8．852）
3．974＊＊＊　0．174
（19．179）
2．045＊＊＊　O．072
（10．400）

1．698 ＊ ＊ ＊
　 O．042

（21．036｝
2．458＊＊＊　0．ll5
（35．lI2）

2．448 ＊＊ ＊　0．102
（47．203）

0、698＊ ＊ ＊

（5．338〕
3．992＊ ＊ ネ

（10．086）
1．664＊ ＊ ＊

（6．526 ）

3．987＊＊ s

（11．923）

4．136＊ ＊ ＊

‘13．734）
2．992＊＊＊

σ3．140）
3，681 ＊ ＊ ＊

（11，525）
LO30 ＊＊＊

ぐ7．547）
0．364 ＊ ＊ ＊

（6．Ol3）
0，477 ＊ ＊ ＊

1＆583）
2．989 ＊ ホ ＊

（2L197 ）

3．528 ＊ ＄＊−

d6．506）
2．099 串＊＊

（10．878）

2．308 ＊ ＊ ＊

〔24，476、

1．473＊ ＊ ＊

（27 ．562）

1．666＊ ＊ ＊

（39，145）

O．021　　　 0．762　　　　0．257

0，072　　　　0．833　　　　0．173

0．027　　　 1．oeo　　　　O．922

O．092　　　　0．815　　　　 ， 91　ヰ

0．】08　　　　0．685　　　　0．  00　＊ ＊ ＊

O，101　　　　LO99　　　　0．318

0，084　　　 0．6ア9　　　 0，035　
＊ ＊

0．036　　　1，500　　　0．102

0．021　　　 3．048　　　  ．008　
＊ ＊ ＊

0．043　　　 1．488　　　  ，286

0．218 　　　　0．830　　　　0，377

0．135　　　　1．289　　　　0，254

0．079　　　  ．9H 　　　　O．688

0．057　　　0．737　　　　0．OQO ＊ ＊ ＊

0，074　　　　1．554　　　　 ．000 ＊＊＊

0．073　　　 1．397　　　　 ，000 ＊＊＊

＊＊＊、＊＊，＊ は そ れぞ れ 1％，5％，王O％水 準で 有 意で あることを意 味 する．RZ　Ra垣o は，　R2モ デル （1）R2　e デ ル （2）で あ

る．p 値は，モ デル   とモ デ 」V（2）の 間に お け るVuong 検 定の 有意 水 準を示 して い る．
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表4 利益情報 に 対する所 得情報の 増 分 的情報 内容分析

Year N
モ ア ル （3）

△TI △PTBI R2

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

1992 −1998

1999 −2004

TOtal　Sample

】264

1302

1498

1398

1555

1535

1433

1480

1672

1604

1605

1743

1376

9985

9480

19465

0201

（1．442 ）

1．007＊

（1．868）
0．695

（L316）
0．863＊

（正．820）
0．315

（0．757 ）

L831＊＊＊

（4，995）
0，065

（0．126）
L474 ＊＊＊

（6．652 ）

L126＊＊＊

（9．235）
0．741 ＊＊＊

（7578 ）

L506＊＊＊

（7．850）
2．928＊＊＊

（】L485 ）

L257＊＊‡

（5，438）

O．489＊＊＊

（3．963）
1．966＊ ＊＊

（25．147）

1．879＊＊＊

（31．543 ）

O．532 ＊＊＊

（3．053）
3．002 ＊＊＊

（4．539 ）

0．938

（1．543）
3．II6 ＊＊＊

（5．340）
3．834 ＊ ＊ ＊

（7．669）
1．115＊ ＊

（2544 ）
3．624＊＊＊

（6，571）
0．599＊＊＊

（4．Ol7 ）
0．618＊＊＊

（2．685）
0．281 ＊＊＊

（4．650）
2．114 ＊ ＊ ＊

（ll．891）
1．766 ＊＊＊

（6．870）
1．425＊＊＊

（6．261）

1．870 ＊ ＊ ＊

（12．877）
0．795＊＊＊

（13，63三）

0．891＊＊＊

（里8．523）

O．022

0．074

0．028

0．093

0．107

O．ll4

e．OS4

0．064

O．068

O．076

0．247

O．195

O．097

0．058

0．132

O．118

＊＊ ＊，＊＊，＊ はそれぞれ 1％，5％、10％水準で 有意 で あることを意味する．

　モ デル （1）と （2）の 分析 結果 に よ る と ，
BTD 上位 30％サ ン プ ル で は ，税制 改正 以前 は会計利

益情報の 有用性 が高 く　（R2Ratio が 0．915 ）， 1998年税 制 改正 以 後 は課税所得情報 の 有用性 が

高 くな っ て い る こ とが わか る （R2Ratio が 1．672 ）， た だ し Vuong 検定 の 結果 は 有意 とな っ て

い な い ．モ デル （3）の 分析結 果 に よる と ， BTD 上位 30％サ ン プル の 1998年 以 前 の △TI の 係数お

よび t 値が LO78 お よび 5．269 で ある の に 対 し， 1999年以 降は 1，921 お よび 13．250 とな っ て い

る， こ れ らの こ とは ，仮説 H3 お よび H4 と概ね 整 合 的 で あ る ．

　続 い て BTD の 絶対値 が 下位 30 ％ に含 まれ る サ ン プ ル に 限定 し て
， 同様 の 分析 を行 っ た ．モ デ

ル （1）と （2）の 分析 結 果 に よ る と，上 位 30％サ ン プ ル と 同様 ， 1998年 の 税 制改 正 前 後で 課税 所

得 の 相対 的情報 内容 は 増加 し て い る （R2Ratio が O．742 か ら 1A23 へ増加 ）．　 Vuong 検 定の 結

26
N 工工

一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

会 計 利 益 と課税 所得 の 情 報内容 の 変化

果 は ， 1998年以 前 で は会 計 利益 の 情報内 容 が 有意 に 高 か っ た の に 対 し， 1999年 以 降 は差 が な く

な っ た こ と を示唆 し て い る ．また モ デル （3）の 分 析結果 は ，
1998 年以前 の △TI の 係 数お よび t

値 が 一〇．327 お よび 一〇．974 で あ るの に 対 し ， 1999年 以降 は 1．851 お よび 10．315 で ある こ とを示 し

て い る ．こ の こ とは 1998年度以前で は 課税所得は 会計利益 に対 し て 増分 情報 内容 を有 し て い な

い が ， 1999年 以 降は増分情報内容 を有 して い る こ と を意味する ．こ れ ら の こ と を総 合的 に解 釈

す る と， BTD の 規 模が 小 さい 企 業 で あ っ て も税制 改正 に よ っ て 課 税所得 の 情報 内容 が 高 ま っ て

い る こ とが わ か る ．

5．3 低品質 の 利益を計上す る企業の 会計利益情報 と課税所得情報の 有用性

　 こ こ で は利 益 の 質 を ベ ン チ マ
ー

ク と し て 会計利 益 と課税 所得 の 情 報 内容 に相 違 が あ る か を ，

1998年 税制 改正 前後で サ ン プ ル 分割 し て 分析 を行 っ て い る．利 益 の 質 を図 る指標 と して ， よ り

一
般的な の は 裁量 的会計発 生 高 （DA ：discretionary　accruals ）で あろ う．近年 ，　 DA を通 じた経

営者 の 利 益調 整研 究 は活発 に進 め られ て い る （McNichols 　and 　Wi ］son ［1988｝，　Dechow ，　Sloan，　and

Sweeney 　［1995］，　Kothari，　Leone ，
　and 　Wasley ［2005 ］等 ）． 本稿 で は利益 の 質 の 代理 変数 と し て ， 修

正 ジ ョ
ー

ン ズ モ デ ル お よび CFO 修正 ジ ョ
ー

ン ズ モ デル を用 い て 算定 した 裁 量的会 計 発生高

（DA ） を用 い る ．

　 DA の 推 定 に つ い て は ，実際 の 会計発 生高 か ら修 正 ジ ョ
ー

ン ズ モ デ ル と CFO 修 正 ジ ョ
ー

ン ズ

モ デ ル で 推定 した 非裁 量 的会計発 生 高を控除 して 計算する （Dechow
，
　Sloan

，
　and 　Sweeney ［1995］，

DeFond 　and 　Subramanyam ［1998］，Kasznik［1999］等）
14

．修正 ジ ョ
ー ン ズ モ デル によ る非裁 量 的

会計発 生 高 の 推 定 に つ い て は ， 以下 の 式 （4）を ，
CFO 修正 ジ ョ

ー
ン ズ モ デ ル に よ る非裁 量的会

計発生 高 の 推 定 に つ い て は，以 下 の 式 （5）を用い た ．なお係数 の 推 定は ，年度別 ・産業別 に行

うが ，サ ン プ ル が 10社未満 の 年度 ・産 業 は除 外 し て い る．

TACC
ノ，　　　 1

TA、
，
，
，
．1

＝α
゜

鄲
＋ α

1

（△Sales厂 △RECj
，）

TAj
，＿1

　　PPE
．rt

　　　　　＋ 6
／t
…
　（4）十 α 2

　　TA
．ir−1

TACC
，r　　　 1

　 　 　
＝α o　 　 　 　 　 　 　 　 十 α

l

　　　　　　TA　
J，
　−1TA

／r−1

（△Sales
／t
− △RECj

，）

TAJ
，．1

　　PPE
ノ、　　 △CFO

＋ α
2

恥 。

＋ α
3

恥 一1
ε

、，

…（5）

　 TACC は 会 計発 生高 ，
　 TA は 総資産 ，△Salesは 売上 高 の 前年度 か ら の 変化分 ， △REC は売 上

債権 の 前年度 か ら の 変化 分 ，
PPE は償却 性 固 定資産 ，

△CFO は 営業キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

の 前年度

か ら の 変化 分 を あ らわ して い る 、ま た 会計発 生 高に つ い て は 次式 を利 用 し て 算 出 し，こ れ を税

引後経常利益
ls’

か ら控除 して営業キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

を 算出す る ．

会 計発 生 高 ＝［△流動資産
一
△現金 預金 ］

一［△流動 負債
一
△短 期借 入金 一ム コ マ

ーシ ャ ル ペ ーパ ー

　　　　　
一
△1年 以内返 済 の 長期借入 金 一△1年 以内 返 済 の 祉債 ・転換社 債コ

　　　　　ー［△貸倒 引当金 ＋ △ 賞与 引 当金 ・未 払賞与 ＋△そ の 他短 期 引当金

　　　　　 ＋△退 職給付 引 当金 ＋△そ の 他 の 長 期 引当 金 ＋ 減価償却 費］　　　　　　　 …
（6）

　本稿 で は ，利 益 の 質 の 低 い 企 業 を DA の 絶 対値 上位 30 ％ と設 定 し ，反 対 に DA の 絶対 値 下位

30％ を利 益の 質の 高い 企 業 と設 定 し て 同様 の 分析 を行 っ た ．期 間 に つ い て も，BTD で の 分析 と

同様 ， 1998年 の 税制改 正 前後 で の 会 計利益 と課税 所得 の 相 対的情報 内容 お よび 増 分的情報 内容
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の 変 化 を見 る ため に ，分析期 間 を 1998年度 以 前 と1999年度 以 降 に分 けて い る。分析 結果 は 表 6

（修正 ジ ョ
ー

ン ズ モ デ ル ） と表 7 （CFO 修 正 ジ ョ
ー ン ズ モ デ ル ） の 通 りで あ る ．

　 モ デル （1） と （2）の 分析 結果 に よ る と ， 絶 対値上位 30％ の サ ン プ ル で は ， 1998年の 税制改正

前後 で 課税所 得 の 相 対 的情 報 内容が 高ま っ て い る （R2Ratio が，表 6 で は 0．955 → 1．802 ， 表 7

で は 0．809→ 1．833 ）． ま た Vuong 検 定の 結 果 もこ の 傾 向 を支持 し て い る．またモ デル （3）の 分

析結果 に よ る と，表 6 （表 7 ） で 1998年以 前 の △TI の 係数お よび t 値 が 1．121 （O．737 ）お よ

び 4．698　（3295 ） で ある の に 対 し ， 】999年 以 降は 2．617　（2．543 ） お よ び 15．300 （16．784）

とな っ て い る ，これ ら の こ とは ， 仮説 H5 お よび H6 と整 合的 で あ る ．

　ま た 同様 に絶対値下 位30 ％ の サ ン プ ル で も ，
Vuong 検定 の 有意水 準 は 10％ とや や高め の 数値

で あ る もの の ， 1998 年 の 税 制改 正 前後 で 課税 所得 の 相 対的情報 内容 お よび増 分的情 報 内容が 高

ま っ て い る こ とが 分 か る，利 益 の 質 の 低 い サ ン プ ル で は ， 1998年 の 税 制改正 に よ っ て 課 税所得

の 硬度 が 高 ま っ た結 果 ，税 制改 正 の 前後 で 課 税所 得 の 情 報 内容 が 改 善 され る と考 え られ るが ，

驚 くべ き こ と に ， 利 益 の 質が 高 い 企 業で あ っ て も税制 改正 は課 税所 得 の 情報 内容 を 高め て い た

の で あ る，

6． 要 約 と将来 へ の 示 唆

　本稿 で は課 税所得 と会計利益 の 情 報内容 は ，時 間 の 経過 と税制 改正 に 伴 っ て そ の 有用 性 を 高

めて い るか を，パ ネル データを通 じ て 検討 して きた ．分析 の 結 果 ， 1998年 の 税制 改正 以 降 ， 会

計利 益の 情報 内容 と比 較 し て ，課税所 得 の 情報 内容 の 有用 性 が よ り高 ま る こ とが 明 らか に な っ

た ．ま た 課税所 得 が 増分 的に追加 す る情報 内容 が ， 1998年 の 税 制改 正 以 降増加 して い る こ とも

明 らか にな っ た ．さ らに 会計利 益 と課 税所得 の 関 連が相 対 的 に 弱 い と 考え られ る サ ン プ ル と し

て ， BTD の 絶 対値 が 大 きい 企業 に つ い て 同様 の 分 析 を行 っ た結果 ，税制改正 以降に 課 税所 得の

情報 内容が 高 ま っ て い るこ とが 示 された ．続 い て ，会計利 益 の 質 に 着 目 して サ ン プ ル を分割 し ，

会計利益の 質が 低 い と考え られ る企 業に つ い て ，税制 改正 の 前後 で 課税 所 得の 情報 内容 が 高 ま

る か ど うか に っ い て 検証 し た．分析 結果 は ， 課 税所得 の 情報 内容 が 高 ま っ て い る こ とを 示 し て

い る， さらに，会 計利 益の 質の 高い 企 業 で あ っ て も，課税所得 の 増 分 的情 報 内容 は 豊 富 に な る

とい う知見 も得 られ た ，た だ し，本 稿で は 相 対的情報 内容 の 分析 で R2の 比 較 を通 じた会 計利 益

と課 税所得 の 情 報 内容 の 検証 を行 っ て い るが ，こ の 部分に っ い て は Brown
，
　Lo

，
　and 　Lys［1999］や

Gu ［2007］な どが 指摘す る よ うに 解釈 に注 意が 必 要 で ある ．

　以 上 の 分 析 か ら示 され る よ うに、課税 所得 情報 は 資本市 場 に お い て 十分 に有用 で あ る こ とが ，

本稿 の 結果 か ら明 らか に な っ た ．そ の
一方 で ，わ が 国で は 2006年 に 申 告所 得 の 公 示 が廃 止 され ，

今 後 ， 課 税 所 得情報 を利用 す る場合 に は ， 米 国 と同 様 に何 らか の 方法 に よ っ て こ れ を推 定 しな

けれ ばな ら な くな っ た．こ の こ とは 市場 参加者 に と っ て大 き な情報 ロ ス を もた ら し得 る．何 ら

か の 形 で 課 税所 得情報 を入 手 で き る よ うなデ ィ ス ク n 一 ジ ャ
ー制 度 の 変 革が 求 め られ る．
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表 5BTD 別の 相対的 ・増分 的 情報 内容

Year
モ 丁 ル （1） モ デ ル （2）

R2　Ratio p値

　の
モ 丁 ル （3）

△TIR2 △PTBI 　　 R2 △TI △PTBIR2

BTD 絶 x・．直
】992−1998

1999−2004

立300。

1，830＊ ＊ ＊
　0，043

（ll．066）
2、314＊＊＊　0．102
（16．859）

2．108＊ ＊ ＊
　0．047

（lL541 ）
1．096＊＃ 　　0．061
（12．752）

0．915

1．672

O．699

0．127

1．078＊ ＊＊
　　　且．398＊ ‡ ＊

（5．269）　　　　（6．175）

1．921＊＊＊　　　0．681＊ ＊ ＊

（13．250）　　　　（7．664）

0．057

O．122

BTD 辛対 直 ・古30％
］992−1998

1999−2004

1．【30＊＊事　0．023
（7、967）
2，755 ＊ ＊ ＊

　0．128
（19．134）

L536 ＊＊＊　0．031
（9，267）
2．】］1＊＊＊　0．114

（17．995）

0．742

1．］23

0．028 ＊＊

0．436

・0．327

（
−0．974）
ls5 】

＊＊＊

（10．315）

1，884 ＊＊＊

（4．778）
1．196＊霊串

〔8．244）

O．031

O．150

’＊ ＊，＊ ＊，＊
はそれ ぞれ 】％ ，5％ ．！O％ 水 準 で有意 であることを意味 する．RZ　Ratloは，　R2モ子 ル〔♂R 箋テ ル C2〕で ある．　p値は，モデル U）とモ

デル （2）の 問に おけるVuongat 定の 有意水 準を示 してい る．

表 6 裁 量 的 会 計発 生高別 の 相対 的 ・増分 的 情報 内容（修正 ジョ
ー

ン ズモ デル に よる分 析）

Year
モ デル （D モ デル （2）

R2　Ratio P値
モ デル （3）

△TI 2R
△PTBI　　R2 △TI △PTBI 2R

DA 耒

1992 −1998
・直上 立30 °

。

1999−2004

1．920＊ ＊ ＊
　0．042

（10．639）
3．】31＊ s ＊

　0」46

（20．718 ）

DA ．　・蒔　　立3000

1992＿1998 〔｝．976 ＊ ＊ ＊　0．020

〔7，264）
2．349 ＊＊＊　0．099

（16597）

2．225＊ ＊ ＊
　0．044

（】0．823）
L678 ＊ ＊ ＊

　0．081
（14．841）

1999−2004

1．254 ＊ ＊ ＊

〔8、009）
1．2SO ＊ ＊ ＊

（12．872）

0．e24

0．062

0．955

1．802

0．833

1．597

O，877

0，000 　
＊ ＊ 半

0．339

O．080　＊

1．121＊ ＊＊
　　　　1．384

（4．698）　　　　（5，087）
2．617s ＊＊ 　　　0．771 ＊ ＊ ＊

（】5．300）　　　　（6，256）

0．298 　　　　　0．97 ＊ ＊ ＊

（1．283）　　　　（3．S78）
1，897＊ ＊ ＊

　　　0．700 ＊ ＊ ＊

（12．109）　　　　（6，481）

0．051

0，159

0．024

0、H4

楙 ．＊ t，＊
はそれ ぞれ1％ ．5％ ，IO％水準 で 有意で あることを意味する、　R2　Ratioは，　R2モ デ tV（oiR

！

モ デ ル c2｝で ある．　p値は．モデル （1）とモ

デル 〔2）の 間に おけるVuong 検定の 有意 水準を示 してい る，

表 7 裁 量 的 会 計 発 生高別 の 相対 的 ・増 分 的 情 報 内 容（CFO 修 正 ジョ
ー

ン ズ モ デル による分 析 ）

Year
モ T ル 〔1） モ ァ ル （2） つ

R−Ratio P値
モ デル （3）

△TIRZ △PTBI　　 R2 △TI △PTBI 2R

DA

豆992−1998k
直上 立30％

且999−2004

1．672＊＊ ＊
　0，038

（10．309）
3、034s＊ ＊

　0．165

（22．339 ）

2．130＊ 串 ＊
　0．047

（］1．512）
1．574＊ ＊ ＊

　0．090

（15．772 ）

O．8eg

1．833

0．243

0．OOI　 ＊ ＊ ＊

0．737＊ ＊ ＊
　　　1．543＊＊ ＊

（3．295）　　　　（6．015）
2543 ＊ ＊ ＊　　　0，751＊＊ ＊

（16．784 ）　　　 （7．043）

0．051

O．181

DA
“・　 下 ウ3000

1992＿1ggs

1999−2004

1．966＊＊ 串
　0．045

（11．220）
2．798＊＊ ＊

　0，130
（19，385）

2．256＊ ＊ ＊
　0．045

（1Ll87）

1．725＊ ＊ ＊
　O．087

｛15．527〕

L．oeo

1，494

0．211

0．081 ＊

1．140＊ ＊ ＊

（4．405）
2．199＊ ＊ ＊

（13．257）

1．288魎 ＊

（4．324）
0．886＊ ＊ ＊

（7．103）

0．Q51

0．147

＊＊ ＊，＊ ＊，＊ はそれぞれ1％．5％．lo％水準で有意 であることを意味する．　R2　Rati。は，　R2モ f ル〔Ll1R2モデル〔2」
で ある．　p値は，モデル （Dとモ

デル 〔2）の 間に お け るVuo ］コg検 定 の 有意 水 準 を示 して い る，
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注

1
ア メ リ カ で は 所得 情 報 は 開 示 さ れ て い な い た め ，

一
般 に 用 い る こ と が で き な い ． こ の た め ，

　 通 常 は 会 計 利 益 か ら 推 計 す る 形 で 課 税 所 得 を 計 算 す る ．詳 細 は Hanlon　［20e3］を 参 照 の こ と ．
2

会 計 利 益 と 課 税 所 得 の 情 報 内 容 と は ，会 計 利 益 と課 税 所 得 に 含 まれ る 株 価 形 成 に 貢 献 す る 情

　 報 と 理 解 さ れ る ． こ の 情 報 内 容 が 会 計 利 益 額 も し く課 税 所 得 額 と し て ，会 計 利 益 情 報 も し く

　 は 課 税 所 得 情 報 に 反 映 さ れ る と 本 稿 は 仮 定 し て 検 証 を 行 う ．
3

た だ し す べ て の 企 業 に っ い て 公 開 さ れ て い た わ け で は な く ，課 税 所 得 の 金 額 が 4，000 万 円 超 の

　 企 業 に っ い て 限 定 さ れ て い た ．ま た ， 2006 年 を 最 後 に 申 告 所 得 の 公 示 が 廃 止 さ れ た た め ，今

　 後 課 税 所 得 情 報 を 利 用 す る 場 合 に は ，米 国 と 同 様 に 何 ら か の 方 法 に よ っ て こ れ を 推 定 し な け

　 れ ば な ら な く な る ．
4

レ フ ェ リ
ー

の 指 摘 に よ り，会 計 利 益 で は な く営 業 キ ャ ッ シ ュ フ U 一
を 用 い て 相 対 的 ・増 分 的

　 情 報 内 容 の 分 析 を 繰 り 返 し た ．分 析 の 結 果 は ，本 文 に 示 さ れ て い る 分 析 結 果 と 同 様 に ，税 制

　 改 正 以 降 に 課 税 所 得 の 情 報 内 容 が 高 ま っ て い る こ と 示 唆 す る も の で あ っ た ．
5

こ の 税 務 上 の 調 整 に は ，例 え ば ，減 価 償 却 費 の 超 過 限 度 額 の 損 金 不 算 入 ，税 務 上 認 め ら れ て

　 い な い 各 種 引 当 金 あ る い は 交 際 費 の 損 金 不 算 入 ，お よ び 受 取 配 当 金 の 益 金 不 算 入 等 が あ る ．

　 詳 細 は 武 田 ［1998］参 照 ．
G

特 別 修 繕 引 当 金 に 関 して は ， こ れ も特 定 業 種 に し か 利 用 され て い な か っ た と い う経 緯 か ら，
　 課 税 の 公 平 性 を 保 っ 観 点 に よ り，引 当 金 で は な く 準 備 金 へ と 移 し 替 え ら れ た ．現 在 は 租 税 特

　 別 措 置 法 上 の 準 備 金 の 中 の 特 別 修 繕 準 備 金 と し て 残 っ て い る ．武 田 ［1998］参 照 ．
7

税 制 改 正 は 1998年 度 か ら 適 用 さ れ る の で ，本 来 な ら ば サ ン プ ル は 1998 年 度 以 降 と そ れ 以 外 で

　 分 割 す べ き か も 知 れ な い ， し か し 税 制 改 正 の 影 響 は 段 階 的 に 表 れ る の で ，本研 究 で は 1999 年

　 度 以 降 に そ の 影 響 が 現 れ は じ め た と 考 え て い る ，税 制 改 正 の 影 響 は 会 計 利 益 と 課 税 所 得 の 差

　 の 拡 大 と な っ て 現 れ る と考 え られ る が ，山 下 ・奥 田 ［2006 ］ に よ る と 1998 年 度 に 差 は む し ろ縮

　 小 し て い る ，
82002

年 度 に も 大 き な 法 人 税 制 改 正 は あ っ た が ，本 研 究 で は 1998年 の 法 人 税 法 改 正 が 課 税 所 得

　 の 情 報 内 容 に 与 え た 影 響 を 中 心 に 見 て い る の で ，意 図 的 に 考 慮 し て い な い ．
9

本 稿 で は ， t 年 4 月 1 日 か ら t÷ 1 年 3 月 31 日 ま で に 開 始 さ れ る 事 業 年 度 を t 年 度 と 呼 ん で い

　 る ．
le
　 HLS で は 前 者 が O．223 ，後 者 が 0．161 で あ る ．

11R ！

を 比 較 し て そ の 増 減 を 議 論 す る こ と に つ い て は ，　 Brown ，　Lo．　and 　Lys 匸1999］や Gu ［2007】か ら解 釈

　 に 注 意 が 必 要 と の 指 摘 が な さ れ て い る ，そ の …方 で ，現 段 階 で は こ れ 以 上 に 有 力 な 分 析 手 法

　 は 見 つ か らな い の で ，本 稿 も先 行 研 究 に 準 拠 し て R2 を 中 心 と し た 分 析 を行 う．
Iz

表 2 お よ び 表 4 の 結 果 か ら 各 年 度 の △TI と △PTBI と の 間 に 高 い 相 関 関 係 が 疑 わ れ る が ，全 検
　 証 期 間 に わ た り， VIF （variance　lnfiation　Factor） の 値 は 大 き く基 準 値 を 下 回 っ て お り ，多 重 共

　 線 性 は 深 刻 な 問 題 に な ら な い と 考 え ら れ る ．
13

レ フ ＝ リ ー
の 指 摘 に よ り ， 税 引 前 利 益 で は な く 経 常 利 益 を用 い て 相 対 的 ・増分 的 情報 内 容 の

　 分 析 を 行 っ た ，相 対 的
’
清 報 内 容 に つ い て は ，税 制 改 正 に 関 わ ら ず 経 常 利 益 の ほ う が 高 く な っ

　 て い る が ， こ れ ま で の 分 析 と 同 様 ，税 制 改 正 後 に 課 税 所 得 の 増 分 情 報 内容 が 高 ま っ て い る こ

　 と が 示 さ れ て い る ．
14

裁 量 的会 計 発 生 高 を計 算 す る そ の 他 の 方 法 と し て ，ROA に よ っ て 業 績 変 動 を コ ン ト ロ
ー

ル し

　 た Kothari，　Leone，　and 　Wasley ［2005ユに よ る ROA 修 正 ジ ョ
ー

ン ズ モ デ ル な ど が あ る ．
15

税 引後 経 常 利 益 は ，税 金 等 調 整 前 利 益 に 特 別 損 失 を 加 え 特 別 利 益 を 控 除 し て 計 算 し た ．会 計

　 発 生 高 と 税 引 後 経 常 利 益 の 定 義 に つ い て は 須 田
・首 藤 ［2001ユ を 参 照 ．税 引 後 経 常 利 益 を 通 じ

　 て 計 算 し た 裁 量 的 会 計発 生 高 を会 計 の 質 に つ い て の 代 理 変 数 と し て 利 用 し た こ と か ら， こ こ

　 で の 分 析 は 利 益 の 持 続性 よ り も 経 営 者 の 機 会 主 義 的 行 動 が 利 益 の 質 を 左 右 す る と の 前 提 に 立

　 っ て 進 め ら れ て い る ．
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論　文

内部資本市場 の 効率性 か ら見た M ＆A の パ フ ォ
ー

マ ン ス

山 田　方敏
※

蜂谷　豊彦
＋

〈論文要旨〉

　これまで ，M ＆A が企業パ フ ォ
ー

マ ン ス に与 える影響に っ い て は ， 株式 パ フ ォ
ー

マ ン ス を中

心 に検証 が行われ てお り， 財務業績 へ の 影響に つ い て は規模や業種な ど静 的な視点か らの 分析

しか行われ て い ない ．本稿は ， 主 に多角化企業の 評価に用い られて きた内部資本市揚の 効率性

に焦点 を当て ，これ まで ブ ラッ ク ボ ッ ク ス で あ っ た M ＆A が財務業績 に与える影響を動的な視

点か ら解明す る．

　M ＆A の 実施 による内部資本市場の 効率 腔と財務業績の 変化 を分析 した結果 ， M ＆A を行 う

こ とに よ り ， 内部資本市場 の 効率が低下するほ ど財務業績も低下する こ とが明 らか にな っ た．

また ， M ＆A に よ っ て多角化度合が増加す るほ ど内部資本市揚 の 効率が 低下す る こ と，　 M ＆A

を実施す る前の 内部資本市場の 効率が高い ほ ど実施後 に効率が低下す るこ とが わか っ た．さら

に ， M ＆A の 実施に よ り ， 事業の 多角化度合が 高ま り， 内部資本市場の 効 率は 低下 し
， 財務業

績が悪化す るこ ともわか っ た．

〈キ
ー

ワ
ー ド〉

多角化 ， M ＆A ， 内部資本市場 ， 事業セ グメ ン ト， 経営資源

M ＆A 　Performance　Analysis　from　lnternal　Capi七al 　Marke 七

Michitoshi　Yamadae

Toyohiko　Hachiya†

　　 　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　
厂
　　Abstract

M ＆A 　effect 　on 　performance 　has　been 　analyzed 　ma 血 1y　on 七he　str）ck 　return 　perspective　Qr

static 　financial　basis　of 　company 　sjze 　and 　industry．　This　paper　f（〕cuses 　on 　the　internaI

capital 　market 　eficiency
，
　employed 　to　evaluate 　divers丗 ed 　cQmpanies ，

　and 　clar 丗 es　M ＆A
effect 　on 　financial　performance　from 　the　dynamic 　basis．　 Th 買〕ugh 　the 　ana 】ysis　on 血 ternal

capital 　and 　financia｝　performance 　change 　aroused 　by　M ＆A 　we 　have　f（）und 　that 丘nancial

perfor皿 ance 　declines　as 　internal　capital 　rnarket 　eficiency 　deelines　on 　M ＆A 　 We 　have　also

fbund　 i皿 ternal　 capital 　 market 　 e 伍 ciency 　 declines　 as 　 diversi五cation 　 extent 　 increases．

Moreover 　we 　have 　found　M ＆A 　increases　divers遣 cation 　exten 七，　decreases　internal　capital

market 　ef五ciency ｝and 　deehnes 丘丑 ancial 　perfbrlnance ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1｛ey 、Vords

Divers丗 cation ，　M ＆A ，　Internal　Capital　market ，　Busiコ ess 　Segment
，
　Management 　Resource

2008 年 12 月 24 日　受 付

2009 年 8 月 26 日　受理

乎東京工業大 学 大学院社会理 工 学研 究科博士 後期課 程

†
一

橋 大 学 大 学 院商学研究科教授

33

Submitted 　24　December 　2008

Acceptcd 　26　August 　2009

Student，　Doctorate　Program．　DepartmeBt 　Qf　Social
Engineering，　Tokyo 工nstitute 　of　Technology
Professor，　Graduate　School　 of 　Comlnerce 　 and

Managcment ，　Hitotsubashi　University

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

管 理 会 計 学 第 18 巻 第 1号

1　 は じ め に

　 1990 年代後半か ら 2000年代にか けて ， 日本企業は M ＆A や リス トラな どの 事業構造改革を

行い 企業価値の 向上 を 目指 して きた が ， 必ず しも期待通 りの成果 が 出て い るわ けで は ない ．同

じ業界の 中で も ， 事業構造改革に よ り，業績を伸ば し て い る企 業 もあれば
， 業績の 回復 が遅れ

が ちな企 業もある．事業構造改革が なぜ成果が上 げ られない の だ ろうか，また成果が上が らな

い 企業 とそ うで ない 企業の 違い は何 なの だろ うか．

　M ＆A が企業 パ フ ォ
ー

マ ン ス に与える影響に つ い て の 研究 をみ る と ， 株式パ フ ォ
ー

マ ン ス に

っ い ては Jensen　and 　Ruback（1983）の サ
ーベ イ論文や Hea地 Palepu

，
　and 　Ruback（1992）を筆

頭に数多くの 研究が行われ
， 短期的および長期的なパ フ t 一マ ン ス だ けで なく， 取引形態 ， 支

払形態 ， 株 主構成 な どの要因が与 える影響に つ い て解明され て い る．

　こ れ に対 し ， M ＆A が財務業績に与 える影響 に つ い て は ， 買い 手 と売 り手の 相対規模 ， 同業

種 か異業種か とい うよ うな静的な視点か らの 分析 しか行われ て お らず ， M ＆A の 実施が どの よ

うな経路で財務業績 に影響 を与えるか につ い て は ，
い まだにブラ ッ クボ ッ ク ス 状態に ある．

　本稿は
， 主に 多角化企業の評価や分析 に 用い られて きた 内部資本市場の 効率性 に焦点 を当て

る こ とに よ り ， M ＆A が財務業績 に波及す る経路を解明 しよ うとす る もの で あ る．す なわ ち，

M ＆A の 実施 に よ っ て 内部資本市場の 効率性が どの よ うに変化 し ， それが 財務業績に どの よ う

な影響を与 え るか に つ い て 分析す る こ とに よ り，M ＆A に よ る事業構造改革の 進め方 に つ い て

有益な視点を提供す るこ とを 目的 とす る．

2　 先行研究 と仮説

2．1 先行研究

　本稿で は M ＆A に よる財務業績の変化 を説明 するた め に，企業内部の 経営資源配分の 仕組み

で ある 内部資本市場 に 焦点を あて る．内部資本市場の 効率性 に焦点 を当て た研 究は，これ まで

多角化企業の 評価 を中心 に行われて きた ．Rajan ，　Servaes，　and 　Zingales（2000 ）は ．事業間の 多

様 陸が 低い 場合 ， 資金 は投資効率 の 良 い 事業に移転する が ，逆 に高 い 場合 には投資効率の悪 い

事業に資金が移転す る ことを 明 らか に し て い る ．Berger　and 　Ofek（1995）1ま，多角化 によ っ て

企業価値が 損なわ れ る こ とを明 らか に する とと もに ，その 原 因 と して 多角化 企業で は償却費を

上回 る 資本的支出が 企業価値 を創 出 しな い 事業 に振 り向けられ て い る こ と，収益性が低 い 事業

部門がある こ と を挙 げて い る．逆 に Billett　and 　Mauer （2003）1ま．大 企 業で は収益 性が 高くて も

小 規模な事業 に は 注力 しな い が ， 敢え て 小規模な 事業に投資する こ とが企業価値の 向上につ な

が る こと を明 らか に した．

　M ＆A と内部資本 市場 との 関係 を扱 っ た もの と しては，Doukas　and 　Kan （2008 ）が挙 げられ る．

Doukas らは，コ ア事業が 非 コ ア事業よ りも成長性で劣る企業は非 コ ア事業の 買収 による多 角

化を行 い ，コ ア事業が成長性の高い業界に ある企業は多角化 に つ なが らな い 買収 を行 うとして

い る ．一
方で ，買収 によ る多角化 を行 う企業にお い て は，収益性の 低い コ ア事業か ら，収益性

の高い 非 コ ア事業 へ の資金 の 移転が 行われ て い るが ，買収に よる多角化 を行わない企業にお い

て も，収益性の 高い コ ア事業か ら収益性 の 低い 非 コ ア事業へ の 資金 の 移転が行 われ て い る こ と
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を明らか に して い る．

2．2　本研 究の 位置づ け

　以 上の ように先行研究におい て は ，多角化 し た静的状態 と内部資本市場の 効率性お よび財務

業績の 関係 に つ い て の研究が 行われ て い るが ， M ＆A な どの 事業構造改革が内部資本市場の 効

率性に どの よ うな影響を与 え ， そ の 結果 と して財務業績が どの よ うに変化するか とい う動的な

視点か らの 分析 は行われ て い ない ．前述の Doukas　a 皿d　Kan で は本稿 と同様に，　 M ＆A をサ ン

プ ル としなが らも ， M ＆A に よる多角化度合の 変化 に よる経営資源配分の 変化を把握 して お ら

ず，静的な分析 にと どま っ て い る．

　本稿で は M ＆A の 前後 で ， 企業内部の 経営資源配分の仕組み とし て の 内部資本市場 の 効率性

が どの よ うに変化 し
， 財務業績が ど の よ うな影響を受け る か を分析す る こ とによ っ て ， これ ま

で ブラ ッ クボ ッ クス で あっ た ， M ＆A と業績と の 関係の 解明を試み る．そ の 際に注意すべ き点

は こ っ ある．一
っ は ， 内部資本市場が M ＆A の 特性や多角化 の 度合に大きな影響 を受 ける と考

え られ るの で ，こ れ らの 要因を的確 に コ ン トロ ール する必要が ある．も う
一

つ は，内部資本市

場 と財務業績とは同時決定 され るた め ， この 点につ い て 留意す る必要 が あ る（図 1参照）．

［⇒

図 1　 M ＆A の実施 と内部資本市場，財務業績

2．3　仮説 の 提示

　先行研 究に よ る と ， 多角化 した企業で は ， 経営資源配分の効率が低く ， そ の た めに財務業績

が 低い こ とが示 され て い る．Berger　and 　Ofek（1995）1ま， 多角化 した 企業で は ， 収益 駐の 低い

事業に経営資源が配 分され ， 内部資本市場 の 効率が低下 し ， 企業価値の 毀損が生 じる可能性が

あ る こ とが示 されて い る、 Scha fstein（1998）は，多角化企業で は
， 収益性の 高い 事業部門 へ

の 経営資源配 分が十分に 行われ ない こ とを明 らか に して い る．Rajan （2000）らは ， 事業問の 多

様性が高い 場合は ， 投資効率 の 悪い 事業 に資金が移転する こ とを明 らか に して い る．

　
一

般に M ＆A を行 えば企業 の 規模が 拡大す る と ともに多角化が進展する と考え られ る．した

が っ て，事業統合が適切 に行 われ ない 限 り ， 上記 の先行研究に よ り，内部資本市場 の 効率性が

低下 し ， 財務業績の 低下を招 くこ とが予想 される．そこ で ， 以下の よ うな仮説を提示す る（図 2

参照）．

仮説 1 ：　 M ＆A の 実施 は
， 内部資本市場の 効率 と財務業績を低下 させ る．

仮説 2 ： M ＆A を通 して ， 内部資本市場の 効率性は ， 多角化の 度合が 高ま るほ ど低下する．

一
方で ， M ＆A 実施前に 内部資本市場の 効率の 高か っ た 企業は ， それ を可能にす る経営者 ， 経
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営 の 仕組みや ノ ウハ ウを所有す るため に ，
M ＆ A 実施後 も効率の 高い 経営資源配分 がで きる と

考 えられ る．

仮説 3M ＆A 実施以前に内部資本市場の 効率の 高い ほ ど，その 効率は低下 しない ．

　ま た，M ＆A の 規模が大 きい ，あ るい は こ れ ま で 経験の ない 新事業の 買収で あれ ば ， 実施す

る企業に と っ て
， 実施後の 経営上 の負担 が増 え，経営資源配分が十分に機能 しなくな り，内部

資本市場 の効率は低下す る可能性 が高い 。

仮説 4M ＆A の 規模 が大 きい ほ ど ，

資本市場の 効率は低下す る．

あるい は買収 した事業が新規の 事業で あれば，内部

　さ らに ， 内部資本市場 と財務業績 の 関係に つ い て は ， 上記 の 先行研究か ら， 内部資本市場の

効率が 低下 する ほ ど， 非効率的な資源配分が行われ るた めに ， 財務業績が低下する と考える．

仮説 5M ＆A 実施前後で 内部資本市揚の 効率が低下する ほ ど
， 財務業績 は 低下す る．

堕 堕 蠍

多 角 化度 合（前 ）事 業 1
　 　 　 　 　 　 事 業 2
　 　 　 　 　 　 事 業 3

↓↑

十 　 　 　 　買 収事 業 M ＆A 特 性

内 部 資本 市場 （前 ） 　 　 観 3
一 内 部資 本 市場 変 化

＿
→ 　

　 　　　 　　 　

　
　

　　↓　 ↑
　 　　　 　　 　 内 部 資 本 市 場（後）

↓ ↑
財務業績 （前）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 耀 5
− 一一一一

十 財務業績 化

　

i　　　 ↓ ↑
キ ー一一一一一

÷ 財 務業績 （後 ）

図 2　多角化度合 ， 内部資本市場 ， 財務業績と仮説

3　 リサ ー チ ・ デザイ ン

3．1 サ ン プル お よびデ
ー

タ

　M ＆A に よる内部資本市場 ， 財務業績の 変化を捉 えるた め に ， M ＆A を行 っ た企業の うち ，

セ グメ ン ト情報 ， 財務指標等の デ
ー

タ の 欠損の ない 企 業 を対象 とす る．本研 究で は 以下 の 条件

を満たす もの をサ ン プル と し
，
73 件 を抽出 し た ．

●　 レ コ フ 社の M ＆A デー
タベ ー

ス ユ
， 1999 年か ら 2006 年 に掲載 されて い るわ が国事業会

　　社 買収 ・合併 ・営業譲渡案件（資本参加 ・出資拡大 ・グ ル
ー

プ 内再 編は 除 く）．

●　 事業別セ グメ ン ト情報が ある．

●　 M ＆A 公 表金額 が実施 した企 業の 期首総資産の 10％を超 える．

●　 M ＆A 実施年度 の 少 なく とも前後 1年間に，公 表金額が不明な M ＆A を実施 して い ない 2、
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内 部 資 本 市場 の 効 率性 か ら 見 た M ＆A の パ フ i 一マ ン ス

　 レ コ フ の データベ ー
ス で 1999 年か ら 2006 年にか け て M ＆A を実施 し て お らず，事業別 セ グ

メ ン ト情報が ある企業を コ ン トロ
ー

ル サ ン プ ル として ， 業種調整 に使用す る．財務業績お よび

事 業別 セ グメ ン ト情報 に つ い て は 日経財務デ ータ 3 か ら
， 株価 に つ い て は 東洋経済株価

CD −ROM4 か らデー
タを入手 して い る．なお，デ

ー
タ は全 て 連結べ 一

ス で ある．

3．2　分析期間 と変数

　対象 となる M ＆A を行 っ た企業の 多角化度合 ， 内部資本市場の 効率 ， 財 務業績に つ い て ， 主

として M ＆A 実施 1 年前（− 1期）と実施後 1 年（＋ 1期）お よび 実施後 2 年（＋ 2 期）の 変化を分析

する．こ れ らの 指標 に つ い て は，当該 M ＆A 案件を実施 した企業の 実数値 か ら，同業種の 企業

（コ ン トロ ール サ ン プ ル）の 中央値を差 し引い て ， 業種調整 を行 っ た上で比較す る．

　財務業績 には ， 会計 べ 一
ス の 指標と市場価値ベ ー

ス の 指標を使用する．会計べ 一
ス で は ， 売

上高営業利益率（ROS ）と総資産営業利益率 （ROA ）， 自己 資本純利益率（ROE ）， 市場価値 べ 一
ス

で は，EVIEBITDA （（有利子負債一現預金＋ 株式 時価総額）1金利前・税前・償却費前利益），
　［［bbin’s

q（本稿で は（有利子負債 一現預金 ＋株式時価総額）1（有利子 負債一現預金 ＋ 自己資本）と定義 し，

企業の 実数値か ら， 各セ グメ ン トの 業種の 中央値を売上 で加重平均した 値 を差 し引い た もの ）

を用い る．なお ， 資産等の ス トッ クデー
タは期末の 値を用 い て い る．

　なお ， 財務業績 に つ い て は ， ROS を主体に分析す る．これは買収対象企業 を時価評価す るこ

とに よ っ て 生 じ る総資産の 増加が
，
ROA な どに 影響を与え る可能性が あるた めで ある．回帰分

析におい て は，M ＆A の 公表額（公表額総 資産〉を変数 に使用す る こ とに よ っ て コ ン トm 一
ル し

て い る．

　内部資本市場 の 効率陸を表す指標 と して は ， Rajan（2000）お よび Bnlet（2001）の 先行研 究を参

考に ， ROA がそ の 企業の全社の 値よ りも高い （ある い は低い ）事業部門に割 り振 られて い るか

を表す指標と ， 小規模で か つ 全社よ りも ROA が高い 事業セ グメ ン トへ の 資本的支出を表す 2

っ の指標 を用い る．前者の 指標を 「配分効率指標」，後者を 「困難事業指標」 と呼ぶ こ とに する．

　前者 は，よ り良い 投資機会に経営資源 が配分 されて い る こ とを表す指標 で ある．Rajan（2000）

は 事業間の 多様性 が高 い 場合 は ，収益性 の 低 い 事業に資金が移転する こ とを明 らか に して お り，

こ れ を参考に して い る．配 分効率指標 は ， ROA が比較的高い 事業へ の 資本的支出の 割合が高い

時に ， 高 い 値 となる ．

　後者 は，大企 業で は注力 しない ような収益性 が高 くて も小規模 な事業 へ の 経営資源の 配分が

行 われて い る こ とを表す指標で ある．これ は独 立 した企業で あれ ば資金調達が困難な小規模な

事業部門の 投資機会 に資金を振 り向ける こ とが企業価値 の 向上に寄与する と い う，
Billet（2001）

の 先行研究を参考に して い る．困難事業指標 は資産規模が比較的小 さい が，ROA が比較的高い

事業 へ の 資本的支出 の 割合が 高い 時に ， 高い 値 とな る ，

　 これ らの 内部資本市場の 指標 は次の よ うに計算する．

配鋤 率驃 　 Σ｛（ROAi − ROA ）
＊

（CAPEXi ／CAPEX ）｝

　　　　　　　n 　
i＝1

騰 轢 指標 Σ｛漁 （1・（Asset！n ）
− 1・（Asseti），0）

＊ Max （ROAi − ROA ，O）
＊

（（］APEXi ！（rAPEX ）｝
　 　 　 　 　 　 1＝1

ROA ： 総資産営業利益率

37

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管 理 会計学 第 18巻 第 1 号

CAPEX ：

Asset：

1 ；

n ：

事業別セ グ メ ン ト情 報に記載 されて い る ，
セ グメ ン トご との 資本的支出

総資産

事業セ グメ ン ト

各社の 事業セ グ メ ン ト数

　多角化度合に つ い ては ， 事業 の 数や規模の 多角化指標 として ， 事業セ グ メ ン ト数 5
，

ハ
ー

フ

ィ ン ダー
ル 指数 6

， 事業の 集中度合を用い る．事業 の 集 中度合は，各セ グメ ン トに っ い て ，同

じ業種分類 ご とに売上 を合計 し，最 も売上 高の 多い 分類が全社売上 に占め る比率を求 めたもの

で あ る 7．ま た ， 構成する事業の 質の 多様性を表す多角化指標 と して ， 投資機会の 多様性を使

用する．投資機会の 多様性 には ， 各事業セ グメ ン トの ROA の 標準偏差 ， お よび各事業セ グメ

ン トの ［［bbin’

s　q 標準偏差 の 二 つ を用い る．こ の Tobin’s　q に は事業セ グ メ ン トと同業種 の 企業

の ［fbbin’

s　q の 中央値 を使用 して い る．多角化 に関する先行研 究で は，投資機会 の 多様性 とし

て Tobin
’
s　q の 標準偏差を用い るが ， 日本企業 の 意思決定が会計べ 一

ス の 情報に基づ い て行わ

れ て い る可能性を考慮 して ， ROA の 標準偏差を併用す る． なお ，
レ コ フ の デー

タベ ース
， 日

経財務デー
タ の 事業別 セ グメ ン トお よび財務情報 は，それぞれ異な る産業分類 を使用 して い る．

そ の た め ，
レ コ フ の デー

タ ベ ー
ス とセ グメ ン ト情報に つ い て は ， 日経財務データの 財務情報の

産業分類に統
一

して い る．

　また M ＆A の 特性 とし て ，M ＆A の 相対規模 を表す指標（公表金額1期首総資産）， 買収 した事

業 と同種の 事業が買収前 より事業セ グメ ン トに存在 したか どうか示 すダ ミ
ー
変数を用 い る （買

収前か ら存在する　 1　 存在 しない 新規 の 事業 0）．

3．3　基本統計量

　基本統計量は，表 1 の 通 りで ある．サ ン プル 件数は
一 1期 と＋ 1期を比 較する場合は 73，

−

1 期 と ＋ 2期 を比較する揚合は 46 ， ＋ 3 期 と比較する場合には 31 で ある．− 1 期 と＋ 1 期が

比較可能で あ っ て も 2 期以降 に公 表金額 が不明な M ＆A が実施され て い る場合は，サ ン プ ル か

ら除外 し て い るた めに，＋ 2 期お よび ＋ 3期 の サ ン プ ル 数 が＋ 1 期 よ りも少 ない ．なお ， 財務業

績 が平均値に対 して 5 σ を超える案件 に っ い て は除外 して い る．

　財務業績（パ ネル A）につ い て は ， ROA ，
　 ROS ，

　 ROE ，
　 EVfEBITDA ，　Tobin

’

s　q の ＋ 1期お よ

び ＋ 2 期の 中央値が
，

い ずれ も
一 1 期 よ り減少 して お り， M ＆A 実施に よ り， 財務業績が悪化

して い るこ とが わか る．

　内部資本市場 の 効率性（パ ネル B ）に つ い て は
， 配分効率指標 と困難事業指標 に つ い て ， そ の

中央値 は M ＆A 実施 に よ っ て 低下 して い る．

　多角化度合（パ ネル C）に っ い て は ，
セ グメ ン ト数は 中央値が変化 してい な い が，平均値は増

加 して い る．ハ
ー

フ ィ ン ダー
ル

， 投資機会多様 陸（ROA べ 一ス
， q べ 一ス ともに）に っ い て は，十

1 期の 中央値が
一

ユ期 よ りも増加 して い る．以上 か ら，M ＆A 実施 に よ り，多角化度合が増加

す るこ とがわか る。

　M ＆A 特腔（パ ネ ル C）の 中で ， 公 表額 総資産 に つ い て は ， 中央値が平均 値よ りも大き い こ と

な どか ら．総資産 を上回 る大規模な案件が ある もの の
， 案件数では公 表金額糊 首総資産が 10％

を超え る程度の 小 規模な もの が多い こ とを示 し て い る．既存セ グメ ン トに つ い て は ， 新規の 事

業を買収す るケ
ー

ス は比較的少 ない こ とが わか る．
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ー

マ ン ス

表 1 基 本統 計量
パ ネ ル A 財 務 業績

平 均　 標準偏 差　最 大値　 中 央値 　　最 小 値 サ ン プル 数
ROA 　　 司 期

（0．01 ％）　 　 州 期

　 　　 　 　 ＋2期

28847

−68

949877884 2777234423951258858 一3417
−3394
−321 フ

33

ハ
0

774

ROS 　　 −1期
（0．01％〉　 　 ＋1期
　　　　　 ÷ 2期

240
−84
−97

13061450129230852785308514146

−54

一6140
−7339
−3686

336774

．
ROE 　　 −1期

（0，01 ％）　 　 ＋ 1期
　 　 　　 　 ＋ 2期

160
−548
−798

133427023065284525812696 300 　　　　
−4850

65 　　　
−13731

11D　　　−13090

33

ハ
0

7
フ

4
EV ／EBITDA 倍率 一1期
　　　　　　　 ＋ 1期
　 　　 　 　 　 　 ＋ 2期
丁obin

’
s　q

3．652 　　　 22，107　　　 77．557
2．216　　　22．596　　　89．451
3．451　　　 16，068 　　　71．397

1．384　　　
−82．207

t130 　　
−103 ，291

0．246　　　−28．930

336774

．
一1
＋ 1期
＋ 2期

OAO3038858310 6．815 　　　34，886
3，274　　　15．229
1．884 　　　　9．086

0．843 　　　
−1．002

0．382 　　　　
−1．804

0，391　　　
−1．804

33nO774

パ ネ ル B 内 部資本 市 場

平 均　 標準 　 差 　最 大値 　 中 央値 　 最 小 値 サ ン プル 数

配 分効率 期

期

期

112一
　
十
　
十

一〇．0630DO6

一
α 009

0．9570
．0910
．213

て．167 　　　　0．005 　　　
−7．963

0396 　　　
−0，001　　　 −0．313

0．678 　　　
−0、001　　　

−1．216

309

（
0

774

．
困難 事業 期

期

期

112一
　
十

十

0．0730
．0200
．052

0．2640
．0600
．233

1β 05　　　0．001 　　　−0，014
0．320 　　　

−0．001　　　
−0．Ol5

1．552 　　　　0．000 　　　 −0、016

33nO774

パネ ル C 多 角化 お よ び M＆A特性

平 均　 　 ai 準偏 差 　 最 大 値 　　中 央 値　 　最 小 値 　サ ン プ ル 数

セ グ メン ト数 　 　一1期
　 　 　 　 　　 　 ＋ 1期
　 　 　 　 　　 　 ＋ 2期

0．4110
．7530
．620

1、5191
．6081
．403

6．0006
．OOO3
，000

0．000 　　　　
−3．000

0．000　　 − 1．000
0，DDO　　 − 1．000

33RV77

」
4

ハ
ー

フィン ダ
ー

ル
ー1期

　 　 　 　 　　 　 ＋ 1期
　 　 　 　 　　 　 ＋ 2期

一
〇．0010
．030

−0、025

0．2010
．2140
．209

O．372　　　　0，023　　　
−O．488

0，607 　　　　0．026 　　　
−0．417

0．448 　　　
−0．042　　　　−0．417

33

直
0

774

．
事業集中度　　 一1期
　 　 　 　 　　 　 ＋ 1期
　 　 　 　 　　 　 ＋ 2期

一
〇．056
−D．094
−D．035

0．1850
．2040
．186

0，300 　　　
−0．024　　　　

−O．435
0279 　　　

−0．049 　　　
−0．649

0．237 　　　　0．003 　　　　−0．507

336774

投資 機会 多様性 一1期
（ROA ）　 　 　　 ＋ 1期
　 　 　　 　 　 　 ＋ 2期

0．2650
．1870
．513

t259　　　1α574
0．609　　　　3．816
2．602 　　　 17．513

0．028 　　　　
−0，140

0．023 　　　
−0．171

0．028　　　　
−O．158

3nj

｛
0

774

投 資機 会 多様 性 一1期
（TDbln

’
s　q）　　　　　＋ 1其月

　　　　　　　 ＋ 2期
公 表 額／総 資産

O．Ot20
．000

−O．014

0．1970
．2170
．201

0．804 　　　−0．Ol8 　　　　−0．350
0，606 　　　−0．005 　　　 −0．350
0．554 　　　

−0．008 　　　
−0350

33

ハ
0

7
フ

4
一1期 ・＋ 1期
一1期 叶 2期

0．5690
．442

1．386 　　　 11 ．259
0．656 　　　　3．5480

．2050
．200

O．0970
，097

3674

既 存 セゲメント　 　
ー1期 ・＋ 1期

あ り1 なし0 　　−1期・＋2期
0．7260
．7170

．4490
，455

1．0001
，000

1．0001
．000

O．OOOO
．000

3674

4 　 実証分析

4．1M ＆A による内部資本市場 と業績の 変化

M ＆A の 実施 が 内部資本市場の 効率 性を低下 させ ， 財務業績 を低下 させ るか ど うか につ い て ，

まず単変量 分析 を行 う．これ らの 変化が ，多角化 の 度合 の 変化 に よっ て もた らされ る可能 陸も

39

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

管理 会 計 学 第 18 巻 第 1 号

あるため ， 同時に多角化 の 度合 の 変化に つ い て も併せ て分析す る．単変量分析に あた っ て は ，

サ ン プル 数が少 ない ため ， 多角化 ， 内部資本市場 ， 鷺 務業績の 指標 の M ＆A の 前後の 差に っ い

て ウィ ル コ ク ソ ン 検定 （中央値 の 差 の 検定）を用 い て い る（表 2 参照）． なお ， 以下 で は
一 1 期

と対比 し て 分析を行 う．

表 2 　M ＆A 実施前後にお ける変化

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 両側 　 定 　　 ＊ ＊ ＊ 儡 ＊ 串 腸 ＊ tOSC

サ ン　ル 数

財 務 業績 　　 ROS
　 　 　 　 ROA
　 　 　 　 ROEEV

／EBITDA

丁ob ヒn
「
sq

内部 資本市場 配 分効率

　 　 　 　 困 難事 業

多角化 セグメン ト数
ハ
ー

フィ ンダ
ー

ル

集 中度 合

投資機会 多様性（ROA 》

投 資機 会 多様 性（q ）

一1・0期比 較

（0期）
一←1期）

差 　　　 z 値
　 　 　 　 84

一99、50　　　　0．939S
−59．50 　　　　1．0503
−179．50　　　 」．1372

一1・＋ 1期比 較 　　
一1 ・十 2期比 較　　

一1 ・十 3期比 較

（＋1期）一（−t期｝　 　 （＋ 2期｝
一

（
−1期｝　 　 　 （＋3期）

一
←1期）

　 差 z 値 　 差 z 殖 　 差 z

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 46　　　 　　　　　　　 31　 　 　 　 73

一95、00　　1．7510 ＊　　　
−146．25

−37．00 　 2．0478 ＊承　　　
一6．00

−235．00　 2．1028 林 　　
一179 、750

．6501　　　　　　38．50　 2．2522 ＊ ＊

1、0215 　　　　 73．00　 1．371B
1．6661　＊　　　

−41．50 　 0．4507

1．65　　　 1．7304 ＊　　　　　−0、25 　 0．3491 　　　　　 −1，74　　　 0．6938　　　　　　−3．18　　1．3718
0 ．29 　　　2，7294 ＊＃ 　　　　

−G46 　2．1908 ＊ ＊　　　
−0ρ6　　　2．9225 ＊ ＊ ＊　　　

−0，19　2，2536 ＊ ＊

一〇，0091　　　　1．6992 ＊ 　　　　−0．0055　　2．1193　　　　−0．0030 　　　　0．0055　　　　
−0．0271　　2、35躍6 ＊ホ

ー0、OOI7　　　 1．4574　　　　　−0、0025　　1．7789 ＊ 　　　0．000t 　　　 O．4862　　　　　0．0001 　 0．3了23

00000 　　 32530 辮 　　@0、OOOO 　2．0345 ＊

0、0112 　　　2．6402 ＊Pt　　　O．0031 　t30
−D．0457 　　　2．2076 ＊＊　

　
　−0、0254 　t ．01

0，0000 　 　　1．5371　　　　　0，0000 　2．4453
＊− 0．0329 　　　0．1693 　　　　　0．0495 　2．8611
牟＊0．0484　　　　1．1417 　　　　− Oコ365　　2． 35

＊＊ 一〇．0154　　　　1．4405 　 　　　　− O．0048　　0．8879 　　　　−0、OOO6　　　　0．6391 　 　　　　0．0119　　0．
640 ．Ol70 　　　D．4950 　 　　　　0，0126 　0．5085 　　　　0．0162 　　　0、2786 　　　　0．D694　1．

89 （1）

務業績 　

ROS は， − 1 ・O期 〜− 1 ・＋ 2 期の 比較 で 減少して いる
．

そ の中で ，− 1 ・＋ 1

の 比 較で そ の差が有意 である ．
他 の 会計べ一スの 指

標 （ROA ，　 ROE ）につ いても同様である

市
場 価 値ベ ースの指標（EVIEBITDA ，

　Tobin ’s 　q）では
，

　T。 bin ’s 　 q が
一 1 ・ 0 期〜 − 1 ・ ＋

  ﾌ 比 較 で減 少し て おり，い ずれの差も 有意である． EWEBITDA につ いては，
− 1 ・ ＋1

〜 − 1 ・
＋ 3期 の比 較 で ，

有 意で はな い ものの， 減少している．企業は中 長期 的 に 業 績を

めるため に M＆A を実 施 する と 考
え ら れるが，会 計 ベースの指標 だ

け で なく市 場 価 値ベー

の指標で も， M ＆ A

後に悪 化している． （

j 内部資本市場 の効率 　 配 分効 率 指 標（ROA の 高い事業 へ

の 資本的支 出 の程 度） は， − 1 ・

  ` − 1 ・＋ 3 期の 比 較 の すべてで減少
し
て
い

る．その中で （0期
）
一
（

− 1 期） と（十3 期） 一 （

1 期）の差が有意となって いる ． 困難事業指標（ 収 益性は高いが小規 模 な 事業

へ
の資本的 支

出

にっい ても ，

− 1 ・0 期， − 1 ・＋ 1 期 ， − 1
・

＋ 3期 の比較 で 減 少してお り， − 1 ・ ＋ 1 期

その差 が有意 となっ てい る ．い ず れ の指標から見ても， M ＆A の実 施 に よ り 内 部 資本 市場

効率性が 低 下
し て い るこ とがわ か る．これは， M ＆A 後の統 合プ ロ セ ス が平 均 的にみ て あ

り う まく

ってい ないことを

唆 し てい る ． （3 ）多角化度合 　 ま ず事 業 の数 と
規

模
に 関 る 多角化

度 合としてセ

メ ン ト数 ， ハーフ ィンダー ル，事業 集中度 合 ， 次いで構成する 事業の 質 に 関 わる多角 化度

とし

投資機
会
の多 様 性 に つ い て 分析 する． 40N 工 工 一
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　前者の 指標 では ， セ グメ ン ト数が
一 1 ・O 期 ，

− 1 ・＋ 1 期 ，

− 1 ・＋ 3 期の 比較で差が有意で

あ る．セ グメ ン ト数の 中央値 の 差は 0 だが
， 実施前後で の セ グ メ ン ト数の 差は正 の 値 とな っ て

お り，セ グメ ン ト数は増加 し て い る．ハ
ーフ ィ ン ダール 指数にっ い ては ，

− 1 ・0 期 と
一 1 ・＋

3 期 の 比 較で
， そ の 差が 正 で 有意であ り， 多角化度合が増加 して い る．事業 の 集 中度合に つ い

ては ，

− 1 ・0期お よび一 1 ・3期の 比 較で，そ の 差が有意で あ り，減少（多角化度 合が増加）し

て い る．以上 か ら事業の 数 と規模か ら求 められる多角化度合にっ い て ， M ＆A 後に増加 して い

るこ とがわか る．

　後者の 指標 では ， 投資機会の 多様性 （［lbbin’s　q べ 一
ス ）が ，

− 1 ・0期か ら
一 1 ・＋ 3 期ま で の

比 較で 増加 して い る．企業を構成 して い る事業の 異質性が高ま る点で も ， M ＆A 後に多角化度

合が高ま っ て い る こ とが わか る．以上 か ら，M ＆A 後に財務業績 と内部資本市揚 の 効率性 は低

下 し， 多角化度合 は 高ま っ て い るの で
， 仮説 1 は支持 され る．

4．2　M ＆A に よる内部 資本 市揚 の 変化

　M ＆ A 実施前後の 内部資本市場の 効率性 の 変化 に つ い て 回帰分析 を行 い
， 仮説 2 ， 3 ， 4 を

検証 す る（表 3参照）．目的変数はM ＆ A 前後の 内部資本 市場の 効率性の 変化（配分効率∠肛 ，困

難事業∠CB ）で ある．説明変数に は ， モ デル 1 で は事業の 数 と規模 の 多角化度合の 指標 とし て ，

M ＆A 実施前後 の 集中度合の 変化 （∠］F）を用い る 8 ．モ デル 2 お よび 3 で は ， 事業 の 質の 多角

化度合の 指標 と して ， そ れぞれ ROA べ 一
ス

， ［Ebbin’s　q べ 一
ス の 投資機会の 多様性 の 変化 を用

い る （zfDroa ， ∠Dq）．さらに共通 の 説明変数と して 実施前の 内部資本市場 の 水準（配分効率指

標 お よび困難事業指標の
一 1期の 水準 ， AL1 ，

　CB1 ）とM ＆ A 特性 （公表金襴 期首総資産 UA ・1

既存セ グメン ト有無 S・1） を用い る，なお ， 以下で は
一 1 期 と対比 して分析を行 う．

　回 帰式は以 下 の 通 り．

　モ デル 1 ：　　 ∠IAI，（∠ICB）＝a ÷ 6i埜 Li−i＋ 62★ZIFi＋ 63±　lilAi−1＋B♂ S 、
・1＋e

　モ デル 2 ：　　 ∠虹 五（ACBb ＝ a ＋BlkAI．i・1＋ 6ノ∠ Droa 、
＋B♂ 1凸 ．1＋B4皆 Si，1＋ε

　モ デル 3 ：　　 ∠拙 （ZICBD ＝ a＋61埜ALi・1＋6ノ∠ D 　q　i＋B3＊ 　li／IM−1＋S4”　S 、
・1＋e

（1）多角化度合 と内部資本市場

　まず ， M ＆A 実施 によ り多角化 の 度合が高まるほ ど ， 内部資本市場の効 率が低下するか ど う

か （仮説 2）を検証 する．

　 目的変数が配分効率指標 の 変化∠朏 （ROA の 高い セ グメ ン トへ の 資本的支出の 程度）の 揚合，

多角化度合の 変数の 偏回帰係数は ， モ デル 1 〜 3 の
一 1 ・＋ 1 期お よび

一1・＋ 2期の 比較の す べ

て で 負の 値で あ り，
モ デル 2 （ROA べ 一

ス の 投資機会多様性）の
一 1 ・＋ 1 期お よ び

一 1 ・2 期の

比較，さらにモ デル 3　（［［bbin
’

s　q ベ ース の 投資機会多様性）の 一 1 ・＋ 2 期の 比 較で ， 偏回帰係数

が有意で ある．目的変数が 困難事業指標∠CB 、（ROA は高い が小規模なセ グメ ン トへ の 資本的支

出）の 変化の 場合，多角化度合の 変数の 偏回帰係数は
一 1 ・

十 1期の 比 較で は モ デル 2 で正 だ が，

それ以外は負となっ て い る．− 1 ・＋ 2 期の 比較で はす べ て 負で ある．− 1 ・＋ 1期の 比較で は

モ デル 3 ，

− 1 ・＋ 2 期の 比較で は モ デル 1 が有意 で あ る．

　事業集中度合に つ い て は符号が仮説 とは逆の 結果に なっ たが ， 投資機会 の 多様性 （ROA お よ

び Tobin
’
s　q べ 一

ス ）に つ い ては ，
8 件中 7件 の 符号が仮説 と整合的な結果 とな り， か っ そ の

中で 4 件が有意 とな っ て い る．構成す る事業の 数と規模か ら見た多角化度合 （事業集 中度合）

の 点か らは ， 仮説は支持 され ない が ， 投資機会の 多様性の 点か らは ， 仮説 を支持す る こ とがで
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きると考え られ る．

（2 ）　 M ＆A 実施以前の 内部資本市場

　M ＆A 実施以前に 内部資本市場の 効率性が高い ほ ど， M ＆A 実施後も適切 な資源配分が行 わ

れ ， 効率の 高い 内部資本市場を維持で きる可能性が 高い と考え られ る（仮説 3）．そ こ で ， 内部

資本市場の 効率性の 高い 企 業 ほ ど，外部の 経営資源の 導入 で あ る M ＆A を有効 に 活用で きる か

どうか を検証する．

　 目的変数が配 分効率指標 と困難事業指標 の 変化の い ずれ の場合 で も ，

− 1 ・＋ 1期 と
一 1 ・＋

2 期の 比較の モ デル 1
，

2
，

3 の すべ て にお い て
， 実施前（

− 1期水準）の 配 分効率指標お よび 困

難事業指標 の 偏回帰係数 は ，す べ て負 とな っ て い る．さらに ， こ れ らの 実施 前（− 1期水準）の

配分効率指標お よび 困難事業指標の偏回 帰係数はすべ て 有意で あ る．よ っ て
， 仮説 3 とは逆に

実施 前の 効率性水準が低い ほ ど， M ＆A 実施に よ っ て効率性を改善させ て い る．また ， これ ら

の 実施前（
− 1 期）の 内部資本市場の 効率性は ， す べ て 1 ％水準で 有意で あ る こ とか ら ， M ＆ A 実

施後の 内部資本市場の 効率性の 変化 に 大 きな影響を与えて い る こ とが わか る。

　以上 の 分析結果に つ い ては ， M ＆A を実施す る と ， 買収 した事業の 統合の ため に重点的に経

営資源 の 配分が行われ るた めに ， 効率 の 低い 企 業ほ ど従来 の あま り合理 的で は ない 経営資源配

分 の 仕組みを見直さ ざるを得 なくなるもの と考え られ る．

（3 ） M ＆A 特性 と内部資本市場

　M ＆A の 規模が大 き い ほ ど ， ま たは こ れ まで経験 の な い 新事業で あるほ ど， 内部資本市場の

効率が低 下するか ど うか（仮説 4 ＞を検証する．M ＆A の 規模 の 変数は 「公表額総 資産」， 新事業

の 変数は 「既存の 事業セ グメ ン トの 有無」 で あ る（ダ ミ
ー
変数， 1 が既存の 事業セ グメ ン トにあ

る事業 ， 0 が既存の 事業セ グ メ ン トにない新規事業 の場合）．

　M ＆A の 規模（公表額聡 資産）に つ い て は ， 目的変数が 困難事業指標の 変化 の 場合 に
， 偏回帰

係数は
一 1 ・＋ 1期 と一 1 ・＋ 2 期の 比較 で ， 全て負の 値 とな っ てお り ，

− 1 ・＋ 2 期 の 比較で は ，

モ デル 1 ，
2

， 3 の すべ て で 有意となっ て い る，

　規模（資産）が小 さく収益性（ROA ）が 高い事業 へ の 投資が減少すれば，困難事業指標は減少す

る．したが っ て ，上記 の 分析結果 か らは，M ＆A の 規模 が大きい ほ ど，収益性 が高 く小規模な

事業 へ の 経営資源配 分が減少 する こ とに なる． こ れ は ， M ＆A の 規模が大 き くなる こ とで ， 経

営資源 の 制約が 高まる ことに よ り ， 重点的な配分が 行われ る結果 と して ， 収益 性が 高くて も小

規模事業へ の 投資が減少す ると考え るこ とが で きる．

　なお ， M ＆A の 規模は
一 1 ・＋ 1 期で は有意で はない が ，

− 1 ・
＋ 2 期 で 有意 にな っ て い る．−

1 ・＋ 1 期 には一 1期 の 内部資本市場の 効率性 水準がきわめ て高い 説明力 を持 っ てお り，

− 1 ・

＋ 2 期 になる とそ の説 明力が低下 し
， M ＆A の 規模が説明力 を高めて い る の で ある．こ れ は ，

＋

2 期に なる と M ＆A 実施に よ る各セ グメ ン トの 位置づ け の 変化が生 じ ，
こ の 変化 を反映 した投

資行動が と られ る よ うに な り ，

− 1 期の 内部資本市場の 効率性水準 とは異 なる影響が現れ るよ

うにな っ た こ とを示 して い る．

　
一

方で ， これまで に経験の ない 事業の影響（既存の 事業セ グメ ン トの 有無）に っ い て は
一 1 ・＋

1 期の 比較で は偏回 帰係数が 正 の 値で あ るが ，

一ユ・＋ 2 期の 比較で は配分効率 指標 の モ デル 3

以 外は負の 値で ある。偏回帰係数 の 符号が異なるだけで な く ， 有意で はない ．
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4．3　内部資本市場の 変化 と財務業績の 変化 との 関係

　M ＆ A の 実施 によ っ て 内部資本市場の 効率が低下す るほ ど，財務業績が 低下す るとい う仮説

5 を検証す る（表 4 参照）．M ＆A の 実施 に よ っ て ， 戦略的 に重要な事業 を強化で きるが ， 他方で

多角化が進展 し ， 重点的な経営資源 の 配分が行 われず ， 内部資本市場の 効率が低下する可能性

が大 きい ．こ の 分析 によ り， M ＆A な ど の 事業構造改革を実施 して も ， 必 ず しも十分な成果 が

得られ ない 要因 を解明で きるもの と考 えられ る．

　 目的変数を M ＆A 前後で の ROS （売上高営業利益率）の 変化 ，
　ROA （総資産営業利益率）の 変化 ，

Tobin’

s　q の 変化 と し ， 説 明変数 に内部資本市場の 効率駐を表す配分効率指標 ， 困難事業指標 の

M ＆A 前後で の 変化を用い る，また コ ン トロ ール 変数 と し て は
， 多角化度合（事業の 集中度合お

よび多様性）の 変化 と M ＆A 特性（公表額総 資産 ， 既存事業セ グメ ン ト有無）を用い る．

　　回帰式 は以下 の 通 り．

モ デル 1 ：　　　 ∠IROS、（∠］ROAi，　ZITqD＝ a ＋ Blt∠拙 ＋ 62  」R ＋ 63tlVAi＋Si＋e

　　　　　　　　∠］ROSi （∠］ROAi ，∠ITqD＝α＋Blsc∠」CBi＋B2“ ∠］Fi＋B3deli∠Ai＋S三＋ε

モ デル 2 ：　　　 ∠IROS，（∠ROAi ，∠ITq）＝ α＋ 61掬

∠固 ≧＋62＊

∠Dqi ＋ 68瓶 ／Ai＋Si＋e

　　　　　　　　Z ［IROS、（∠］ROAi，∠Tqb　・＝　a ＋61de∠］CBi＋62de∠1Dqi＋63“lilAi＋S、＋ £

　なお ， 内部資本市場の 効率と財務業績に つ い て は 同時決定で ある こ とを考慮して ， 2 段階最

小二 乗法を使用す る．内部資本市場 の効 率性の 変化 （∠1AL，　z（ICB）に つ い て は実数値で はな く，

表 3 の 回帰分析の 結果か ら計算 され る理 論値 を用い る．モ デル 1 で は表 3 で 多角化度合に事業

集中度合を内部資本市揚効率の 説明変数に 用い た場合（表 3 の モ デル 1）の 理論値 ，
モ デル 2 で

は表 3で Tobin’s　q べ 一
ス の投資機会の 多様 性を内部資本 市場効率 の 説 明変数 に用い た揚合（表

3 の モ デル 3 ）の 理 論値 を使用す る9 ．なお，以下で は
一 1期 と対比 して 分析を行 う．

　理論値 の 算出式は以下の 通 りで ある．

　モ デル 1 ：　　 ∠朏 （∠］CBJ ＝a ＋BltALi・1＋B♂∠F、
＋ B3＊　li／Ai−1＋ B4de　Si・1＋e

　モ デル 2 ：　　 ∠1AL （∠ICB）＝α＋ B“ALi・1＋ B2★zd 　D 　q　i＋B3k　Ii！Ai・エ＋ 6♂ Si・1＋ε

分析結果

　表 4 が
一 1 ・＋ 1 期の 分析結果 で あ る 10 ．ROS の 変化 に つ い て は，説明変数が配分効率指標

の 変化の 場合の 偏回帰係数 は ，

− 1 ・＋ 1 期の 比 較で は正 で
， 有意 とな っ て い る．説明変数が 困

難事業指標 の 変化の 場合の 偏回帰係数は ，

− 1 ・＋ 1期 との 比 較で は負で有意で は ない ．

　ROA の 変化 につ い て は ， 説明変数が配分効率指標 の 変化 の 揚合の 偏回帰係数は，

− 1 ・＋ 1

期の モ デル 1 で 正 で 有意 とな っ て い る．説明変数が 困難事業指標 の 変化 の 場合 の 偏回帰係数は ，

− 1 ・＋ 1 期の 比較 で負で あ り，
モ デル 1 で は有意 となっ て い る．なお ， こ れ らの 分析結果に っ

い て は ， それぞれの 決定係数が 0．04， 0．005 であ り ，
モ デル の 説明力は高くない 。

　以上か ら ， M ＆A 実施前後 ， 収益性の 高い 事業 へ の 投資（配分効率指標）が増加すれ ば
，
　 ROS

が向上 し ， 仮説 5 を支持す る結果 となっ た．つ ま り， 収益性の 高い 事業 へ の 投資（配分効率指標）

が減少 すれ ば，ROS が低下す る．た だ し，収益性が 高 くて も小規模な事業 へ の 投資（困難事業

指標）に つ い て は有意 な結果 が得 られなか っ た．

　配分効率指標と ROS の 関係 に つ い ては ，
　M ＆A 前後で収益性 の 高 い 事業 へ の 投資割合が増 え

る企業 は ， 収益性 の 高い 事業 の 構成割合が増える の で ，企業全 体の 財務業績（ROS ）も向上す る

もの と考え られ る．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内 部資本市場 の 効率性か ら見た M ＆ A の パ フ t 一
マ ン ス

　　　　　　　　　　表4M ＆A 実施 前 後で の 内 部資 本市 場 の 変 化と財 務 業績 の 変 化に関す る回帰分 析

実施前1年（
−1期〉 実 施後1年 （＋ 1期） 比 　　　 　　　　 　　　　 　　　 　　　　 　　　両 側検定　 ＊＃ 1％＊＊ 5X ＊ 10％

目的変 数 ROS 実施前後変化 　 ROSi
説 明変 数 予 測 配 分 効車　　　　　　　配 分効率　　　　　　　 困難事莱

符 号 モ デ ル 1 （事 粟集 中 度合〉　 モ デル 2 （投 資機 会多様 性）モ デ ル 1（事 業集 中度合 ）

困難事菓

モデ ル 2 〔投 資機会 多様 性〉

偏回帰 係数 　　t値 偏回帰係 数　 t値 偏 回帰係 数 t値 偏回帰 係 数 t値

サン プル件 数

く 内部資 本市 場効 率変 化〉

配分 効率 1理 鑰値）　　　　ZiAL，　＋

困 難事菓 （理 譌値）　　　　　 ∠ CB を　 ＋

〈 多角化 度合 変化 〉

事業集中度合 　　　　　　AFi　 ＋

投資 機会 多檬 性 （Tobin
．
s　q） ∠Dqi　−

〈 M ＆A 特性〉

公 表額 〆総責産　 　　　　 1豆低 　　
一

既存事粟砲ゲメント有無　　　 S1　　 ＋

定数 項

修正 済決定係数

F値

73

658．94フ　　4．706　＊串＊

524．065　0．7］2

73

752．417　　4．857　＊＊＊

一1．011．194　
−1．344

一529．084　
−5．526　＊綿　　　　

一528．48了　
一5．579　 ＊＊s

一3S7．357 　
−1』353

232．357　　0．935

　 0、362
　 11、224

一
毒18、031　

−1．4了1

216．DT5 　 0．B83

　 0．3丁6

　 11．B34

73

一768，1ア4　　
−1、194

3t1．054 　　　0．400

431 ．2D1　　　
｝4．056　ng

−390，536　　　
−1．189

175．432　　　　0．620

　 0，172
　 4，736

73

一810．627　　　
−1．274

605、1190 ．785

一441．8fig　　　
−4．146　楙

一379．「04　　　
斷
τ．157

166、421　　　　 0．594

　 0．亅79
　 4．918

目的 変数 ROA 実 施 前 化　 ROAi
説明 変数 予 測 配分 効筆　　　　　　　 配分効睾　　　　　　　困 難事業

符号 モデ ル 1く串 案集 中度 合）楽 モ デル 2 （投費檀 会 多様性）モ デ ル 1 （事業 集中 度合）

困 難事業

モ デル 2 ｛投資機 会 多様性）

偏回 帰係 数　 　t値 偏 回帰 係 敬　 t瓸

　 　 　 　 73

偏 回帰 係 数 雌 偏 回帰係 数 t値

サ ン プル 件数

〈 内部資 本市場 効 率変化 〉

配分効串 （理 崘値）　　　　 ∠鵡 　 ÷

困難 事薬 （理 論僮）　　　　 ACBi ÷

〈 多角 化度 合変 化 〉

事茱集 中度合　　　　　　 ∠Fi　 ＋

投資機 会 多棟性 （丁obin
’
s　q ） ∠D恥　

一

く M ＆A 特性〉

公 表額 〆総 資産 　 　 　 　 IiiAi　
一

既存事業セウ
’
ル ト有無　　　 Si　 　 ＋

定数項

修正 済決 定係数

F値

73

292．369　　2．486 　＃

291．920　　0．512

　 10．475　　D．130
−62．13「　−0．258

階211．108 −1．011

　 D．04D
　 ↑．742

一732．164　
−0．685

252，囓82　　D、162

　
一5．670　

−O．955
　 669．063　　1．072

嘗1．歪56．」62　−2．144　　＊

　　 0．137 （決 定 係 数）

　 　 o．554

73

一919、350　　　
−1．905 　　1

123．11ア O．2tl

　 43．493 　　　 0．545
−98『610　　　

−0、40e

−238．595　　　
−1．124

　 0．DO5
　 1．098

73

一366，418 　　 刈 、46

一4．101　　　
−0．003

　
一16．074　　　

−0『15フ
　 732．795 　　　 1，183

−1．IS3．552　　　
−2．璽24　　＊

　　 O．120 （決 定係数）

　 　 0．47S

目的 変数

説明 慶数

　　 Tobin
．
S　　　　　　li　　　｛匕　　 T 　i

予 測 配分 効皐 　　　　　 　　配 分効率　　　 　　　　困難 事業

符号 モデ ル 1 （事業集 中 度合｝　モ デル 2 （投 資機 金多様 性〕モ デ ル 1 〔事業 集 中度合）

困難事 菜

モ デ ル 2 〔投資 機会 多様性 ）

偏回 帰係 数　 　t恒

　 　 　 　 73

偏 回帰 係 数　 t煌

　 　 　 　 73

偏 回 帰係 数

　 　 　 　 73t

値 偏 回帰 係 数

　 　 　 　 13t

催

サ ン プ ル 件数

く内部資本 市場 効串変化 〉

配分効率 （理論値）　　　　 ∠A島　 ＋

困難串 菓 （理論 値）　　　　 ∠CB
，
＋

〈 多角化 度合 変化〉

事業繁 中度合 　　　　　　 AF ，　 ＋

投資機 会 多樽牲 （Tobin
’
s　q） 凶D ⊆』　一

〈 M ＆A特性 〉

公表額 〆絆 資産 　　　　　　　1、iAi　 一
既存事 業セゲル ト有無　　　　Si　　 ＋

定数 項

修正 済 決 定係 数

F但

℃ ．269　−0．319

一3．043 −G，744

0．D74　 0．129
−1．635　4 ．948

−1．216　
−O．812

0ρ 22 （決定 係数 ）

o．3臼a

O．172　 0．182

一4．413　綿 』966

0072 　 0．125
−t．765 　

−1．023

−1．088　
−0．733

0．028 （決 定係 数）

O．4B3

宦．480 　　　　0．435

一2βG6　　　
−D．6已3

0．OSs　　　 D．098
−1、563　　　

−D、901

−1．188　　　
−0、795

0、D24 （決定 係数 ｝

0．411

1．s14o ．540

一3．987　　　→．9フB

O．τ27　　　　0．225
−1．634　　　

−0．9鱈

一1、TD1　　　弔 ．743

0．031　c決 定係数 ）

O．549
※ モデル 1は 内部資本市場 の 効摩 に ．表 3の モデル 1の 理譌値 （峯渠集中度台を内部資本市場効率 の 説明変数に 用い た場含｝を使用

　 モ デ ル 2 は 内部 資 本市 場 の効 皐 に ．表 3 の モ デ ル 3 の 理論 値 （Tebln
’
eq ペ ーλ 投 資 機 会の 多 様 性を 内部 資 本 市場 効率 の 説 明変 数に 用 い た堀 創 を使 用
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5　結論

　本稿 は M ＆A の 前後で 内部資本市場の 効率性が ど の よ うに変化するか に注 目 して ， M ＆A の

実施に よ る財務業績の 動的な変化を解明す る こ とを目的 とし て い る．分析 の 結果，
M ＆A 実施

に よる変化に つ い て ， 主 として以 下 の よ うな分析結果が得 られた．

  　M ＆A 実施前後の 内部資本市揚 の 効率 と財務業績（売上高営業利益 率）の 変化 を分析 した 結

　　果 （仮説 5に対応）， 収益性の 高い 事業 へ の 経営資源 配分が減少す る ほ ど， 財務業績（売上

　　高営業利益率）が低下す る こ とがわか っ た（有意）．

  M ＆A 実施前後の 多角化度合 と内部資本市揚 の 効率 の 変化 を分析 した結果（仮説 2 に対応），

　　多角化度合（事業の 多様性）が高まるほ ど ， 収益性の 高い 事業 へ の 経営資源配分が減少す る

　　 こ とがわか っ た （部分的に有意）．

  内部資本市場 の 効率 の M ＆A 実施前 の 水準 と実施前後の 変化を分析 した結果 （仮説 3 に対

　　応）， M ＆A 実施前に効率が 低い ほ ど実施後に改善する こ とが わか っ た （有意），

  M ＆A 実施前後の 多角化度合，内部資本市場の 効率 ， 財務業績の 変化 に つ い て分析を行っ

　　 た結果（仮説 1 に対応），実施後に事業の 多様性 などの 多角化度合が 高ま り， 内部資本市場

　　 の 効率は低下 し ， 売上高営業利益率な どの 財務業績は低下する こ とが わか っ た （部分的に

　　有意）．

　企 業は M ＆A を実施するこ とで，積極的に構造改革を進 め，財務業績を向上 させ よ うとする．

しか しなが ら，こ うした企業の 意図 とは逆に，分析結果か らは M ＆A を実施す る こ とに よ り，

多角化度合が 高ま り， 経営資源 を配分す る効率 と財務業績が と もに低下す る負の 効果が ある こ

とを見 出す ことがで きた ．

　しか しなが ら， M ＆ A 実施前に 内部資本市揚が効率 的で なか っ た企 業が M ＆ A をき っ か けに

効率性が高ま るこ とか ら（  ），M ＆ A を積極的に活用す る可能性 も有 り得 る．多角化 が進 み 内

部資本市場の 効率の 低い 企業がM ＆ A を活用すれ ば， 経営資源配分の 効率 が高ま り， 財務業績

が改善す る と考える こ とが で きる．そ の 際に事業の 選択 と集中に つ なが る よ うな ， 多角化度合

が 高ま らない よ うなM ＆ A を実施すれ ば ， M ＆ A は よ り効果的に業績の 改善 に寄与 す ると考え

るこ とが で きる。

　
一

方で ， 冒頭に掲げた 聞題意識 との 関連 で は ，M ＆A が 必ず しも成功 しない の は ，多角化度

合の 増加 に よ り， 内部資本 市場の 効率性が低下す るこ とが 背景に あると考え られる。した が っ

て ，M ＆A を通 し て 事業構造改革 を成功 させ るた め に は ，内部資本市場の 効率性を犠牲にす る

こ とな く統合 プ ロ セ ス を円滑に進 める こ とが重要で ある とい える．その ためには ， M ＆A 実施

後に ， 戦略的に重要 な事業 の 集中と選 択を加速させ ， 経営資源 の 配 分を峻別 する仕組み を整 え

る こ とが必要 であろ う．

欝

　貴重な コ メ ン トをい ただ い た 二 人の レ フ ェ リ
ー

の 方に感謝します．お 手数をか け て い た だい

た編集委員長 に感謝 します ．
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内 部 資 本 市 場 の 効 率 性 か ら見 た M ＆ A の パ フ ォ ーマ ン ス

注

・ M ＆A の サン プル に つ い て は ， レ コ フ 社の 『M ＆A データベ ー
ス 』か ら入手 した．

2 前後 に金額が不 明な M ＆A が ある場 合に は，どの M ＆A 案件が影響を与 えて い る の かが不

明 となるために ， サン プ ル か ら除外す る．公 表金額1期首総資産が 10 ％超 の M ＆A 案件 と， そ

の 中で セ グメ ン ト情報が存在 し前後に金額不明 な M ＆A が ない 案件に 関 し
， 売上 高 ・

総資産 ・

ROS ・ROA を比較 し U 検定 を行 っ た とこ ろ， 総資産の
一

部に有意な差が見られたが ， それ 以

外 の 比較 におい て は有意な差 を見 出す こ とはで きなか っ た．した が っ て大きなサ ン プ ル バ イ ア

ス はな い も の と考える

3 財務業績お よび セ グメ ン ト情報 に っ い ては　日本経済新聞社 の 『日経財務データ』か ら入手

した．
4 株価 の データは東洋経済新報社の 『株価 CD ・ROM 』か ら入 手 した．
5 セ グメ ン ト数にっ い て は ， 事業別 セ グメ ン ト情報の セ グメ ン ト数 を用い て い る．
6 ハ

ーフ ィ ン ダール に つ い て ， 本研 究で は多角化度合が高ま る ほ ど値の 大 きくな る指標が望 ま

し い と考えたた め ， 通常計算 され る指数の 値を 1 か ら引い たもの として定義す る（1
『閥
（セ グメ ン

ト1売封 全 社売上）2
・一
（セ グメ ン ト2 売上 1全社売上）2

−…”
）．

7 事業の 集中度合 ， Max （同業種 11全社売上，同業種 21全社売上 ，同業種 31全 社売上 ，………），

同業種 は 日経財務データの産業分類 が同 じ事業セ グメ ン トを合計した もの で あ る．
8 説明変数 として セ グメ ン ト数 ハ

ーフ ィ ン ダール 指数を使用 した分析 も行 い
， 同様の 結果

を得て い る．
gROA べ 一

ス の 投 資機会 の 多機 陛を内部 資本市場の 説 明変数に用 い た場合（表 3 の モ デ ル 2 ）
の 理論値 も使用 して 分析 し

， 同様 の 結果を得 て い る．
・ o ＋ 2 期の 比較で は係数が有意 な結果にはな らなか っ た．表 2 にお い て ，

＋ 1 か ら＋ 3 期にか

け て
， ROS お よび ROA の 回復の 傾向がみ られ ， また統計的有意性も低下 して い る．よ っ て ，

M ＆A 実施後 に 内部資本市場 の 効率の 低下 に伴 う財務業績（ROS ，
　 ROA ）の 低下 が緩和 され て お

り，そ の た め に有意な結果 には な らなか っ た と考えられる．また ，サン プ ル 数が少ない （46 件）

こ とも原 因 の
一

っ と考えられ る．
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製 晶原価計算 の 設計原理 　探 索的研 究

新井 康平
÷

， 加登 豊
†

， 坂 ロ 順 也
†

， 田 中 政旭
X

〈論 文要 旨〉

本論 文の 目的 は ，工 場や 事業 所 の 製 品原 価計 算 に つ い て
， そ の 実態 を 明 らか に す る こ とで あ る ．

管理 会計教育に お ける 製品原価計 算の 割合 は依然 と して 大 きい に もか か わ らず ，近年 ，こ の 領

域が 研 究者に よ っ て 研 究 され る こ とは 少 な くな っ て しま っ た ．そ こ で 本 論 文 は ，規範 的な議論

で は な く，実証 的 か っ 経験 的 な方 法に よっ て 製 晶原価計 算 の 利 用 目的 と設 計原理 を探 求す る ．

探索的 因子 分析 の 結果 ，製 品原 価 計算の 5 つ の 利用 目的 が 明 らか とな っ た ，ま た ， これ らの 利

用 目的 と技術 変数 な どが
， 製 品原価 の 範囲 ， 総 合／個別 原 価計算 の 選 択 、原 価情報 の 報告相 手，

と い っ た設計 要 素 に影 響を 与 え る こ と が 明 らか とな っ た ．

〈 キー
ワ

ー ド〉

製 品原価 計算 ，探 索的研究 ，製 品 原 価 の 範 囲，総 合原価 計算 ，個別 原価計算

The 　Design 　of 　Product　Costing：An 　Exploratory　Study

Kohei　Arai雪YUtaka　Kato〜Junya　Sakaguchi〜Masaaki　Tanaka ※

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Abstract

The　purpose　of 　this　paper　is　to　invest正gate　functions　and 　the　design　of 　product　costing 　in　factories　by

empirical　method ．　Although　product　costing　still　occupies 　the　large　proportion　of 　the　education ，

management 　accounting 　researchers 　have　not 　analyzed 　this　area 　so 　much ．　Then
，
　this　paper　explores

various 　elements 　of 　product　oosting
，　using 　not 　normative 　methodology 　but　positive　and 　empirical

rnethodology ．　Analyzed　by　exploratory 　factor　analysis ，　we 　fbund　five　functions　ofproduct 　costing ，　And

these　functions　and 　some 　contingencies 　effect 　significantly 　on 　the　scope 　of 　product　cost ，　the　selection 　of

process　orjob 　costing
，
　and 　the　selection 　ofwho 　to　be　reported ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Key 　Words

product 　costing ，　exploratory 　study ，　scope 　ofproduct 　cost ，　process　costing ，　job　costing
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1． は じ め に

　本論文の 目的 は ，
工 場や 事 業所 の 製品 原価 計算 に つ い て ， そ の 実態 を 明 らか に する こ とで あ

る．管理 会計教 育に お け る 製 品原 価計 算 の 範 囲 は 依然 と し て 大 きい に もか か わ らず
1
，近年，こ

の 領域 が研 究者 に よ っ て 研 究 され る こ とは 少 な くな っ て しま っ た
2
．もち ろん ，活 動基 準原価 計

算（以下，ABC と略す）に お け る 間 接 費の 製品 へ の 割 り付 け の 問題 は ，そ の 登 揚 以 来
一

貫 して 研

究者の 関心 の 中 心に は あ っ た．だ が
， 間接 費配賦以外 の 製 品 原価計算が研 究 対象 となる こ とは

非常に 少な くな っ て し ま っ た と い え る．研 究 に お い て は 「原価計算は 管理 会 計分 野 にお い て 独

り取 り残 され た 領域 」 （廣 本 ，
2008，p．1）と い う状態 に陥 っ て し ま っ た の で あ る．

　 こ の よ うな事 態 は ， 製品 原価計算の 研 究 成果 が 十分 に蓄積 した と い うよ りは ，原価 計算 か ら，

研 究者 の 関心 が 離れ て い っ た こ と に 起因する と考 え られ る ．近年 の 研 究対 象 は ，原 価企 画 の よ

うに研 究 ・開発 部 門 の よ うな製 造以外 の 他 の 職 能 へ ，バ ラ ン ス ・ス コ ア カー ドの よ うに業務 的

とい うよ りは 戦 略的 な管理 へ ，組織 間管 理会 計 の よ うに 組織 内 で はな く組 織 間 で の 管理会計 実

務 へ ， と い っ た よ うに様 々 に 拡 大 し て い る（Luft　and 　Shields
，
2003；加 登 ほ か ，2008）， し か し，

本 当に原価計 算 は研 究対 象 と して の 魅力 や ， 研 究成果 を 公 表 す る意義を消 失 し て し ま っ た の だ

ろ うか ．

　そ こ で本論文 は ， 規範的 な議論 で は な く ， 実証 的か つ 経験 的 な方 法 に よ っ て 製品原 価計算の

機能 と設 計原 理 を探 求す る ．こ こ で ， 規範 的 な議 論 を採用 しな い とい うこ と は ， 『原 価計算基準』

や教科 書で 書か れ て い る 製品原 価 計算の 機 能 や設 計原理 な どは経験 的 な検証 を経て い な い 限 り

有効で は ない ， とい う立 場を とる とい うこ とに 他な らな い （加登 ほか ，2007）．こ の よ うなア プ

ロ
ー

チ を，本 論 文で は 「探索 的研 究」 と呼 ぶ こ と に す る ，

　探索 的な研 究 を進 め る に あた っ て ，本論 文 で は まず ，工 場や 事業所 と い っ た 単位 で 郵送質問

票調 査 を実施 した． こ うして 収 集 され た デ ー
タ を も とに ，製品原 価計 算の 利 用 目的 を明 らか に

するた め の 探索的因子 分析 を実施 した ． これ に よ っ て ，製品原価計算 の 統 計的 に妥 当性 を担保

され た利用 目的 が明 らか とな っ た．また ， これ ら の 利用 目的 と技術変数 な ど コ ン テ ィ ン ジ ェ ン

シ ー要 因が ，製 品原価 の 範 囲 ， 総合／ 個別原 価計算の 選択 ， 原 価情報 の 報 告相手， と い っ た製

品原価 計算の 設 計要 素 に影 響 を与 え る こ とが ，
一

連 の 回 帰分析 に よ っ て 明 らか と な っ た の で あ

る，本論文 の 分析 結果 は ，部分的 に は こ れ ま で の 製品 原価 計算の 定型 化 された 知識 に 疑義 を投

げか けるもの で あ り，そ れ は ま た、製品原価計 算が い まだ研 究領城 と し て 重要 で あ るこ とを主

張 して い る もの で も あ り，研 究上 も実践 上 も意 義深 い も の とな っ た と い え る．

　こ の よ うな主 張 を行 うた め ，本論 文で は 次 の よ うな順 序 で 議 論 を進 め る ．まず次節 で は ，製

品原 価計算 の 設 計要 素 に つ い て ， 既 存の 文 献 が どの よ うに 主 張 し て い る の か を整 理 す る． こ こ

で は
，

テ キ ス トな ど で 定 型化 され た事 実を 要約す る こ と と，研 究で 検 証 され て きた知 見 を区別

して 記述 す る こ とに よ り，先 行研 究 の 残 され た課 題 を明示 す る ．第 3 節で は ，本論 文 が採用す

る研 究 方法 に つ い て 述 べ る ，第 4 節 で は 分析 結 果 を明示 し，そ れ に つ い て の 議論 を実施す る ．

第 5節 で は本 論 文 の 結 論 と して ， 発 見事実の 要約 と，本論 文 の 貢 献及 び 限界 ， そ して今後の 研

究の 方 向性 を示 す．
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2 ． 文献 レ ビ ュ
ー

　 こ の 節 で は ， 製 品原 価 計算 の 設 計 に つ い て ， 現在 まで に どの よ うな知識 が テ キ ス トな ど で 定

型 化 され て お り，また ， どの よ うな新 し い 知 見が 蓄積 し て い るの か を明 らか に す る ，ま ず ，定

型化 され た 知識 は，『原価 計 算基 準』と直近時 点で 出版 され て い る テ キ ス トの 記述 を整理 する こ

と に よ っ て 明 らか にす る ．続 い て ， 先行研 究 に お ける新 し い 知 見 の 蓄積 に つ い て は ，い まだテ

キ ス トな どで 定型化 され て い ない もの の
， 論 文な どで 新 し く明 らか に され た 製 品原価 計算の 知

識 に っ い て 整理 す る．そ の 上 で ，文献 レ ビ ュ
ーの 結果 と し て ，経験 的な 調査 が 必 要 な原 価計算

の 設計要 素 と し て ，「製品 原価 の 範 囲 」，「総 合／個別原 価計 算 の 選 択 」，
「製 品原価 情報 の 報 告相

手の 選 択 」 と い う 3 つ を取 り上げ る こ との 意義 を明 らか に す る ．

2．1．製 品原 価計算に お け る 「定 型化 され た知 識 」

　わ が 国で は ， こ れ まで 数多 くの 原価 計算 の テ キ ス トが 出版 され て きた
3．表 1 は ，2006 年 か

ら 2008 年の 直近 3 年 間 に わが 国 で 出版 され た原価 計算 の 代 表的 なテ キ ス トで あ る ．こ れ らを概

観す る と ， と りわ け 1962年 に設 定 され た 『原 価計算基 準』の 影響 が 依然 とし て 強 く残 され て い

る とい え る ，す な わ ち ，原 価計 算の 目的 と し て ，（1）外 部報 告 の た め の 財 務諸表 を作成す る際 に

基礎 とな る資料 を提 供す る 「財務諸 表作成 目的」，（2）外部 に 販 売 す る製 品 の 価格 決定 に 対 して

必 要 な情報 を提 供す る 「価格 計算 目的」，（3）原価低減 の た め に原 価 の 標 準 を設定 し，原 価 の 実

際発 生 額 を 計算記録 し ， 原 価 差異 を分 析 し報告す る こ とを通 じて ，原価 能率 の 増進 に 貢献 す る

「原 価管 理 目的 1，（4）経 営活 動 の 様 々 な 業務分 野の 活動 を 貨幣的 に 計画 し，調整 し，統制 し て

い くた め に 必 要 な情報 を 提供す る 「予 算管理 目的」，（5）製 品 ，経営 立地 ，生 産設 備 な ど経 営の

基本 的事項 の 意思 決定 に 際 して基 礎 とな る情報 を提 供す る 「基本 計 画 目的」 とい っ た 5 っ が 挙

げ られ る こ と（佐藤 ・福 田，2006 ； 清水，2006 ； 小 菅 ，
2007 ；東 海 ，2007 ； 西 澤 ，

2007； 上 埜 ほ か
，

20e8 ； 加 登 ，
2008 ）や ，原 価計 算の タイ プ と して ，（1）複式 簿 記 な ど の 機 構 と有機 的 に結び っ き毎

期継 続的 に製 品 単位 あ た り の 原価 を計 算す る と い っ た 「原 価 計算制度」 と，（2）原価 計算制 度の

枠外 で 必 要 に 応 じて 随時実施 す る と い っ た 「特殊原 価調査 」 の 2 つ に 大別 す る こ と（清水 ，2006 ；

東海 ，　2007 ； 西 澤，2007 ； 加 登 ，
2008 ； 廣本 ，

2008 ）な ど で あ る ．加 え て
，

こ れ ら の テ キ ス トで の 記

述 の 多 くは ，製品 単位 あ た り の 原価 を 計算す る 「原価 計算制度」，す な わ ち ，本論 文 で 検 討の 対

象 とす る製晶 原価計算 に集 中 した もの とな っ て い る，

表 1 直近 3 年闘 の 原価計算 の 代表 的 テキ ス ト

著者名 （＊ は 編 者 名 ） 年 代 著書名 出 版 社

佐藤 康 男 ・福 田淳 児 2006　 原価 計 算 テ キス ト 中央 経 済社

清 水孝 2006 　 上 級 原 価計 算　第 2 版 中央 経 済 仕

小 菅正 伸 2007　 原 価 会 計 の 基 礎 中央 経 済 仕

志村 正 2007 　 基 礎 か ら学ぷ 原価 計算 東 京 経 済 情報 出版

東海 幹 夫 2007 　 会 計 プ ロ フ ェ ッ シ ョ ン の た め の 原 価計 算 ・管理 会 計 　 清 文 社

西 澤脩 2007　 原 価 ・管理 会 計論 中央 経 済社

上埜 進 ・長 坂 悦 敬 ・杉 山善 浩 　 　 　2008

力口登 豊 ＊ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2008

原 価 計 算 の 基 礎 ： 理 論 と計 算 第 2 版 税 務 経 理 協会

イ ン サ イ ト原 価 計 算 中央 経 済社

廣 本敏 郎 2009 　 原 価 計 算 論 第 2 版 中 央 経 済 社
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　製品 原価 計算 に つ い て み て み る と ， 特 に ， （1）唄オ務諸 表作成 目的」，（3）「原 価 管理 目的」，（4）

「予算 管理 目的 」 が テ キ ス ト内 で 詳細 に記 述 され て い る（清水 ，
2006 ； 西 澤 ，

2007）．こ の こ とは，

わ が 国の 『原価計算基 準』が 「原価 計算制度」 で あ る製品 原価計 算を 中心 に 規定 して お り ， か

っ ，そ うし た 「原 価計 算制度 の 内容が
，

「財務諸表 の 作成 ， 原価管理 ， 予 算管理 等 の 異 な る 目

的 が ，重点 の 相違 はあ る が 相 と とも に 達成 され る べ き
一

定 の 計 算秩 序 」 （『原価 計 算基 準』 2）

とな っ て い る こ とを反 映 した もの で ある ．こ れ に加 え て ，わ が 国 の 『原 価 計算 基 準』 で は （2）
「

価格 計算 目的」 に つ い て 明記 し て い ない が ，「政府納 入物 件 の よ うに ，製 造 原価 な どを示 し て

価格 を決定 す る よ うな場 合は ，ま さ し く経 常的か つ 複式簿記 の 機 構 と直接 結び つ い た も の で あ

る か ら， 制度原 価計 算に 含ま れ る と判断 で きる 」 （清水，2006，p．5）とい うよ うに ， 特 に 製品原 価

を基礎 とし て価 格 を決 定す る場合 を想 定 し，（2）「価 格計 算 目的 」 が 含 まれ る とい う記述 も ，
い

くっ か の テ キス トで 見受 け られ る（清水 ，
2006 ；上 埜 ほ か

，
2008）．

　次に ，製品に 集計 され る原 価の 範囲 に つ い て は ，す べ て の テ キ ス トで 製造原価 に集 中 した も

の とな っ て い る ．す なわ ち，す べ て の 製造原 価が 形 態別 分類 に よ り材料 費（素材 費，買入 部品 費，

燃料 費 ，工 場消耗 品 費 ， 消耗 工 具器 具備 晶 費な ど）， 労務 費（賃金 ，給 料 ， 雑 給 ，従業員賞与手

当 ， 退 職給 付費用 ， 福 利 費な ど）， 経費（減 価償却費 ， 棚 卸減 耗費 ， 福 利 施 設 負担 額 ， 賃借料，

修繕料 ，電 力料 ， 旅 費交通 費な ど）に 分類で き る こ とや ， 製品 との 関連性 に よ り製造直接費（直

接材料 費，直接 労務 費，直接 経 費）と製 造 問接 費（間接材 料 費 ， 間接 労務費 ， 間接 経費）に 分類 で

きる こ と，お よび ，こ れ らの 分 類 を基礎 と して ，す べ て の 製 造原価 が 製 品単位 あた りに集 計 さ

れ る こ とな どが ，計算例 な ど を含め て 記 述 され て い る，こ の こ と は，わが 国 の 『原価 計算基 準』

で の 製 造原価要 素 の 分類基 準（『原 価計 算基 準』8）や ， そ の 後 の 規 定 の 内容 を反 映 した もの で あ

る と い え る．なお，い わ ゆ る 総原価 に含 まれ る製造原 価 以 外 の 項 目で あ る 販 売費や 一般 管理 費

に つ い て は ， 製品原価計算 に 含ま な い の が
一

般 的 な記述 とな っ て い る ．

　最後 に，製 品 原価 計算 の 具 体的 な計算 方法 に つ い て は ，す べ て の テ キ ス トで ，個 別原価 計算

と総合 原価計算 が 紹介 され て い る ． こ こ で ， 個 別 原価 計算 と総 合原 価計算の 区別 に つ い て ，前

者 は個 別受 注生産で 適 用 され ， 製 造原価 を個 々 の 注 文 ご とに集 計す る 方法 で ある の に対 し，後

者は 大量見込 生 産 で 適 用 され ，
一

定期 間 の 製 造原価 を集 計す る方 法 で あ る と説 明 され る揚 合が

多い ，ただ し，「例 えば ，受注 生産 企業で あ っ て も，個 々 の 受注 生 産 の 規模 が 小 さ く ，
1 口 の 受

注量 が 比 較的 多量で あ る よ うな ケ
ー

ス で は ， 総 合原価 計 算 を採 用 す る こ と も あ る．ま た ，見込

生産企 業で あ っ て も， 自家用 建設 や 試験 研 究用 製品 の 製造 の 揚合 に は ，個 別原 価計 算の 手続 を

採用す る こ とに な る」 （東海 ，
2007

， p．99．）とい うよ うに ，個 別原 価 計算 が 個別 受注 生 産 形 態 と対

応 し総 合原価計 算が 大量 見込 生 産形 態 と対応 す る と い っ た 関係 が ，必 ず し も絶 対 的な もの で は

ない こ とを指摘 す る テ キ ス トも 見受け られ る ．

　以 上 ，2008 年 の 直近 3 年 間 に わが 国 で 出版 され た 原価計算 の 代 表 的 なテ キ ス トを基礎 に ， 製

品 原価計算 に 関す る記 述 に つ い て 概 観 し て きた．結果 ， 製品 原 価計算は ，原 価計算の テ キ ス ト

で の 多 く の 部分 を 占め て お り，（Dそ の 目的 と し て ，財 務諸 表 の 作成 ，原 価 管理 ，予 算管理 が あ

げ られ る こ と，（2）その 集計 す る原 価 の 範囲 と して ，すべ て の 製造原 価（直接 材 料 費 ，直接 労務

費 ，直接経 費，製造 間接 費）が含 まれ る こ と ， （3）そ の 具 体的な 計 算方 法 と し て ，個 別原 価計 算

と総合 原価計算 に大別 され ，前者は 個別 受注 生産形 態 の 企 業に 適合 し後 者 は大 量 見込生 産形 態

の 企業 に適合す る傾 向が あ る こ と，な どが 記 述 され て い た ．こ れ ら知識 は ，細 部 に お け る記 述

の 差異 はあ る とはい え ， 大部 分は 定型化 され 共 通 の 知識 と し て の 性 格 を有 し て い る とい え るだ

ろ う．また ，こ う した 内 容 は
，

と もに
，

わ が 国 の 『原価計算基 準』 を基礎 と して 記 述 され て い
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る こ と も明 らか とな っ た ．

　 し か し ，わ が 国の 製 品原価 計 算 に つ い て は ，
こ れ ら一連 の テ キ ス トの 内 容を踏 ま えつ つ も次

の 点 に つ い て の 検討 が 必 要 で あ る と考 え られ る ，それ は ，利用 目的 と製 品原 価 計算 の シ ス テ ム

の 関係 に つ い て の 記述 が欠 落 して い る 点で あ る ，「異な る 目的 に は 異 な る原 価 を 」 と い う古典的

な示唆 に あ るとお り，原価 計算 は その 利用 目的 に 対 し て 目的 適合 性 を有 して い る と推測 で きる ．

だが，既 存 の テ キ ス トに お い て 定型 化 され た 知識 で は ，利 用 目的 と，製 品 原価 の 範 囲や 計算方

法 とい っ た設計 要素 の そ れ ぞれ に つ い て は 定型 化 され た記 述が あ る に も か か わ らず ，利 用 目的

と設計 要 素 間の 関係 に つ い て は触 れ られ て は い な い の で あ る．

　ま た，企業を 取 り巻 く環 境 が 『原価計算基 準』を設 定 した 時代 と大 きく異 な る こ と（高橋 ，
2005；

新井，2008），因 果 関係 の マ ネ ジ メ ン トが製造現場 に お い て重 要 で あ る こ と（片岡，2008），お よび ，

欧米 の テ キ ス トにお い て 製品 原 価計算が コ ス トマ ネジ メ ン トの 基礎概念 と し て 位 置 づ け られ て

い る こ と（Hansen ・ and ・Mowen
，
2006 ；Hilton　et　al．2007）を踏ま えれ ば ， 現代 の 環 境下で 利用 目的 に

応 じた製 品原 価 計算の 設 計原理 を明 らか に す る こ とは ， 実 践上 も意 義が あ る と い え る ．そ れ ゆ

え，次節で は こ の 原価計算の 利用 目的 と製品原 価 計算に 関す る直近 の 先 行研 究 を レ ビ ュ
ー

し，

も っ て ，本論 文 で 取 り組む べ き よ り具体的 な課 題 に つ い て 明示 したい ．

2．2．製 品原 価 計算の 先行研 究

　製 品原価計 算 は，そ の 利 用 目的 に応 じて どの よ うに設計 され る の だろ うか ，本節で は ，こ の

点に関連 し た 先行研 究 の レ ビ ュ
ーを実施 し，本 論文 で 検討す べ き具体的 な課 題 を導出 する ．

　 実態調査 で は ， 製品 原価計 算が ど の よ うな 目的で 実施 され て い る の か とい う問題 に つ い てす

で に検 討が 行 わ れ て い る．高橋 （2004 ）の 実態調 査
4
に よれ ば，製 造業 で は ，主 力 製 品（主 力 製品 グ

ル
ー

プ）に 関 して ， 個別 原価計算 ， 総合原価 計算の そ れ ぞ れ が 図表 2 に 示 す よ うな 目的（財務諸

表作成 目的 ， 原 価管理 目的 ， 利益管理 目的，意思決 定 目的）で 利用 され て い る こ とが わか っ て い

る．また，原価 計算技 法 に よ っ て ， そ の 利 用 目的が 異な る こ と も記 述統計 レ ベ ル で 明 らか に さ

れて い る ，

　こ の 高橋 （2004）の 調 査 は ， 原 価 計算技法 とそ の 目的 を経 験 的 に確認 した とい う点で 先駆 的な

貢 献が あ っ た と い え る ．そ し て ，こ の 調査 の 貢 献 を もとに次 の 2 点 の さ らな る 分析 の必 要性 が

示 唆 され て もい る ．1 点 目は ，利用 目的 の 概念 と し て の 妥 当性に つ い て の 検討 で ある ．果 た し

て ，こ れ ら原 価計 算基 準 に 従 っ た利 用 員的 とは ，実践 に お い て も妥 当な利 用 目的 で ある とい え

る の だ ろ うか ．つ ま り，ア プ リオ リに利 用 目的 を設 定す る の で は な く，実践 と の 整 合性 を注意

深 く検討 した 上 で 探索的に 明 らか に す る手 続き は ， よ り実践上 の 妥 当性 が 高 い 利 用 目的 を抽 出

で き る と い え るだ ろ う．ま た ，2 点 目と し て ，原価 計算技 法 とそ の 利 用 目的 の 関係 に つ い て ，

記述 統計で の 発 見事 実 は 限 定的 で ある の で ，統 計的 に よ り厳密 に 検証 す る こ との 意義 もあ るだ

ろ う．よ っ て ， こ れ らの 点 は ，本論 文 が 取 り扱 う研 究課 題 となる ．

表 2　原価 計算 の 実施 目的

1 位 2 位 3位 4 位

個 別 原 価 計算 　 原 価 管 理 　 （28．4％ ） 利 益 管 理 ／ 意 思 決 定 　｛265％ ） 貝オ務 言者表 イ乍成　　　（23、5％）

総 含原 価 計 算　財 務 諸 表 作成 　（66、7％）　原 価 管理 　〔63、7％ ）　　　　利 益 管 理 　 〔57、8％ ）　　　 意 思決 定　（52．0％）

出典 ：高 橋（2eo4 ）を も と に 吉 田 ほ か （2008 ）が 作 成 し た表 か ら 抜粋 ．
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　 し か し先行研 究 で は ，利 用 目的 以外 に も，製 品原 価計 算 の 設計 原理 に体 系 的 に影 響 を 与 え る

要 因 と し て ，生 産環 境 の よ うな技術 的 コ ン テ ィ ン ジ ェ ン シ
ー

の 存 在 を指摘 して も い る ．生産環

境の 変化 が 伝統 的原価 計算 の 役 割 に 与 える影 響に つ い て は ， 櫻 井 （1987）や 李（1998）が 検討 を行 っ

て い る
5
．櫻井 （1987）で は ，実 態調 査 を通 じて ，FA 化 が原 価分類 や製 造間接 費 の 配賦 方法 ，標 準

原 価計 算 ， そ し て 直接 原価 計算 に 与 え る 影 響 に つ い て 検 討 し た ．ま た ，李 （1998＞は ，生 産 環境

の 変化 に よ る標 準原価 の 役割 の 低下 に 関 して検討 し た。結果 と して FA 化 に伴 っ て標準原 価に

よ る能率管理 の 実施割合が 低 下す る こ と が 明 らか に な っ た ．

　生産 環境 と製品 原価計算 シ ス テ ム の 複雑性 ・精緻性 との 関係 性 に っ い て の 検討 も実施 されて

い る（Abernethy　 et 　 al ．
，
2001 ； Drury 　 and 　Tayles

，
2005；Al−Omiri　 and 　Drury

，
2007）．　 Abemethy 　 et

al．（2001），　 Drury　and 　Tales（2005），そ し て A1−Omiri　and 　Drury（2007）で ｝ま，製品原価 計算 シ ス テ ム

を複数 の 次 元 で 捉 え て 分析 を実 施 し て い る．例 え ば Abemethy 　et　aL （200 工）1ま，製 品原 価計算 シ

ス テ ム を（1）コ ス ト ・プ ール の 性 質 ， （2）コ ス ト ・プール の 数 ， （3）コ ス ト ・プ ール の タイ プ

と い う 3 次元 で 捉 え ， 製 品の 多様 性 ， 製 造 原価 構 造 ， 生 産 工 程 の 特徴 が 製品 原価 シ ス テ ム

に 与 え る影 響 に つ い て の 調 査 を実施 し た。また ，Al−omiri 　and 　Drury（2007 ）は ，製 品原価 計算シ

ス テ ム の 精 緻度 を，（1）製造 閻接 費 の 第 1 段階 の 配賦 の 際 に利 用 す る ドラ イ バ ーの 数 ，（2）第 2 段

階 の 配賦 の 際 に利 用す る コ ス ト ・ドライ バ ー
の 数，（3）ABC ／伝統 的原 価 計算の 選択 ，（4）直接 ／

全部原価計 算 の 選 択 の 4 つ の 次 元 に よ っ て 捉 えて い た， こ れ ら研 究 に よ っ て 製品 の 多様性 ， 競

争 環境の 厳 し さ ， JIT生 産 とい っ た要 素 が ， 原価 計算 シ ス テ ム と関係 が あ る こ とが示 され た ．

　 こ の よ うに ，製品原価 計算 に 関す る い くつ か の 先行研 究 で は ， 生産環 境 が製 品原価 計算に 体

系的 に影響 を与 える こ とを 明 らか に し て い る．こ れ ら事実 を踏ま え れ ば ，製 品 原価 計算シ ス テ

ム の 設計原 理 を探求 する際 に は ，利用 目的 だけ で は な く，生産 環境 に つ い て の 変数を 考慮 す る

必 要 が ある とい える だ ろ う．

　最後 に ，既存 の 研 究で は検 討 され て い ない もの の ，本 論 文 で 新 し く検討 す る製 品原価計算の

側 面 を 示 す ．既 存研 究で 検討 され て い な い 製品原 価計 算の 要素 は い くつ か あ る が
， 特 に 優先的

に 検討すべ き事 項 と して ，提 供 され る原価情報 が ど の よ うな職位 ・職 務の 従 業員 や管 理者 に提

供 され る の か ， とい う点 を挙 げ る こ とが 出 来 る だ ろ う。 これ ま で に ， 原価計 算に 関 して い くっ

か の 実態調 査 が 実施 され て きた ． し か し なが ら ，
こ れ ら実 態調 査 に お い て は

一
貫 し て 製 品原価

計算に よ っ て 算出 され た 原価 情報が 誰 に 報告 され て い る の か に つ い て は ，明 らか に され る こ と

は なか っ た，

　で は ，なぜ ， 原価 情報 の 報 告相 手 が検討す べ き 事項 と い え る の だろ うか ．そ の 最 た る理 由 と

し て は ，原価 計算が 組織 の どの よ うな階層 で 利用 され て い る の か を明 らか に 出来 る，と い う点

を指摘で き る．利用 階層 を 明 らか に すれ ば ，原価 情報 が マ ネ ジ メ ン トコ ン トロ
ー

ル の
一

環 と し

て ど の よ うに利用 され て い る の か に つ い て の 理 解 も深 ま る だ ろ う． さらに は，原 価計算 研 究だ

けで は なく ， 原価 計算教 育 の 側 面 に と っ て も教育 ・研修 相手 の 特定 な どに と っ て 有用 な知 見 と

な り うるだ ろ う，以上 よ り，こ の 原価 情報 の 報告 相手 に つ い て も，本 論 文 が 取 り扱 う研 究課 題

とな る ，

　 こ こ まで の 議論 で 取 り上 げ られた 研究 課 題 をま とめ る と次の よ うに な る ．そ れ は，原 価計算

の 利用 H 的 と原 価 計算 の シ ス テ ム 設 計の 関係 に つ い て の 探索 で あ る ．こ れ に は 原価計算 の 利用

目的そ の も の の 概 念 の 妥当性 の 検討 も含 まれ る ．こ れ ま で ，実 態調 査 に よ り原価 計算 技法 に よ

っ て そ の 利 用 目的が 異なる こ とが確認 され て きた ． しか し ， その 関係 に つ い て は ， 統 計的手 法

を 用 い た厳 密な 検討 が あ ま り実 施 され て こ なか っ た ．そ こ で
， 原 価計算 シ ス テ ム の 設 計 とそ の
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利用 目的の 関係 に つ い て よ り詳 細 な 知 見 を提供 す る た め に も， こ の 課 題 を 本論 文 で 検討す る必

要 があ る ，また ， 原価 計算の シ ス テ ム 設計の 要 素 として は ， 明 らか に シ ス テ ム 設 計上有用 で あ

り ，か つ ，す で に 定型 化 され た 知 識で あ りなが ら ， 経験 的 な裏づ けが そ れ ほ どな され て い ない

要 素 を取 り上 げ る
6
．具体 的 に は ，製品 原価 に含め る費 目 の 範 囲 と，総合原 価 計算 と個別 原 価計

算 の 選 択 問題 の 2 つ の 要 素 ご とに ，利 用 目的 と の 関係 を分析す る ．ま た ，原 価計 算シ ス テ ム が

提供す る原価 情報 の 報 告相 手 に っ い て も検討の 余 地が あ る こ とが 明 らか とな っ た ，よ っ て ， こ

の 「原価 情報 の 報 告相 手 の 選 択 」 に 関 し て も ， 原価 計算 シ ス テ ム の 設計 要 素 の
一

っ と し て 検証

を実施す る，

　 つ ま り ， 本論 文 で は ，

「製品 原価 の 範囲」，
「総合／個別 原 価計算の 選 択」，「原 価 情報 の 報告相

手 の 選 択」 と い っ た 3 つ の 設 計要 素 に つ い て
， 利用 目的や 生 産 環境 と の 関 連 を探 索的 に 分析す

る こ とに なる．ま た ， これ らの 関連 の 分 析 に先 だ っ て ，原価 計算 の 利 用 目的 に つ い て の 概念 の

妥 当性 の 確認 を実施す る ．

3． 研 究方法 とサ ン プ ル の 概要

　前節 の 文献 レ ビ ュ
ー

に よ っ て 製 品原価 計算の 利 用 目的や ，製 品原価 の 範囲 ， 総合 ／個別原価

計算の 選 択 ， 原 価情報 の 報 告相 手 の 選択 ， と い っ た 製品原 価計 算 の 設 計要 素 に っ い て ， 探索的

研 究が 必 要で あ る こ とが 示 され た ．そ こ で 本節で は ，探索的研 究 を実施 す るた め の 方法 論 につ

い て詳 細 を示 し，ま た 収集 され た サ ン プル に つ い て の 基本統計 量 を示 す．

3．1．研 究方法 ： 郵送質 問票調査 の 設計

　本論文で は，（1）原価計算実践 に つ い て の 多様なデ ー
タ を 収集す る，（2）財 務諸 表作 成 目的で は

な く工 場や 事業所 レ ベ ル で 実施 され て い る原 価計 算実践 を 明 らか に す る ，（3）特 定 の 産業 に 偏 ら

ず に 広 く製 造業一般 で の 原価 計算実践 を明 らか に す る ，
と い っ た 条件 か ら ，

工 場や 事業所 を対

象 と した郵 送 質 問票 調査 に よ る ラ ン ダ ム サ ン プ リ ン グ を実施 す る ，

　 質問票 開発 プ ロ セ ス は ，次の よ うな方法を と り研 究上 の 妥 当性 の 確保 に努 め た．まず ，公 認

会 計士 と して の 実務 で の 経験 を持 つ 大 学教員 1 名を含む 3 名の 大学教員 が ，構 成概 念が 尺度 化

され て い る の か を検 討 し た ．そ の 上 で ，こ れ ら尺 度 が 実践 にお い て 理 解可 能か ど うか を ， 実際

の 工場 経理 で 勤務中の 実務家や 工 場 で マ ネジャ
ーを経 験 した こ とが あ る 2 名 の 匿名 の 実務家 に

よ りチ ェ ッ ク した ．なお ，
こ れ らチ ェ ッ ク担 当者 に は ， 我 々 著者

一
同 は含 まれ て い ない ．こ の

よ うに し て 開発 され た 質 問票 の 変数 は 次 の 通 りで ある ．

　まず ，原価 計算 の 顕 在機 能 に つ い て ，次の 22 項 目を 設 定 し た．つ ま り， 1）税 金 の 計算 ，
2）

財 務 諸表の 作成 ，
3）製 品 ミ ッ ク ス の 意思決 定 ，4）棚卸資産 価 格 の 算定 ，5）製 品 開発 へ の 活用（原

価 企画），6）自製 か 外注 の 意 思決 定 ， 7）経 営意 思決定 ， 8）設 備 投資 の 意思決 定 ，9）予 算統制（予算

と実績 の 比 較），10）予 算編成（予算 の 作 成），
11）差 異分析 ，

12）原 価管理 ，13）本社 ・事 業本部な ど

へ の 報 告，14）作業 管理 者 の 管理 ， 15）作業員 の 管理 ，16）納 期管 理，17）在 庫 管理 ，18）品質 管理 ，

19）内 部振 替価 格 の 決 定，20）内部 振替価 格 の 交渉 ， 21）販 売価格の 決 定，22）販 売価格 の 交 渉，の

22 項 目で あ る ．こ れ ら項 囲は ，1 （全 く重 要 な利用 目的 で は ない ）
− 7 （非 常に 重 要 な利 用 目的

で ある），お よび 0 （わ か らない
， 欠 損値 扱い ）と い う 7 段 階 リカ

ー
トス ケ

ー
ル で 測定 した ．こ こ

で は ，既存 の 教 科書や 論 文で 指 摘 され て い る原価 計算 の 利 用 目的だ けで は な く，
一

見原 価計算
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の 利 用 目的 とは 思われ な い よ うな，な る べ く多様 な要因 を列挙 して い る ．

　続 い て ，製 品原価 の 範 囲に つ い て は次 の 12 項 目を設 定 し た，っ ま り， 1）材料 費，2）労務 費，

3）償却費，4）外 注加 工 費 ，5）保険料 ，6）備 品 ・消耗 品 費，7）水道 光熱 費 ，8）工 場 事務 ・管理費 ，9）

本社 管理費 ， 10）販 売費 ， Il）物流 費 ， 12）金利 ，で ある ．こ れ ら は ，製品 原 価 に参 入 す るか 否 か

の 2 択 で 回答 を求 め て い る ．こ れ ら項 目に つ い て も，本 論 文 が探 索的 な も の で あ る と い う性格

を反映 して ，
一

般 に は製 品原 価 に参入 され る こ とが ない 項 目 を含ん で い る ． さらに ，回 答者 の

利便性 を重視 し た結果 ，こ れ ら項 目は 教科 書的 な語句 の 正 確 性 で は な く ， 実務 に お け る通称 を

用 い て 表現す る よ うに して い る ．

　そ して ， 総合原価計算か 個別原価計 算か とい う項 目に つ い て は ，実務 に お い て これ ら の 言葉

が正 確 に普及 し て い る こ と を担保 出来 な い た め ， 次 の よ うな質問 項 目を設 定 した ．つ ま り ， 総

合原価計算 に つ い て は 「一定期 間 ご とに 製 品原価を 計算する（総 合原 価計算）ll　） 個別 原価計算に

っ い て は 「製品 を
一

定単位 生 産 する た び に 原価 を計 算す る（個別原 価 計算 ）」，とい う形式 で 選 択

肢を提示 して い る．なお ，「両者 を併用 し て い る」 お よび 「わ か らな い （欠 損 値扱 い ）」 とい う項

目も設 定 し た ．

　こ れ ら原価 計算情報 の 報 告相 手 に つ い て は ， 次 の 4 者に つ い て 報 告 し て い る か否 か の 回答 を

求め て い る ．つ ま り， 1）親会社，2）本社 ，3）工 場長 ，4）職 長 な ど 工 程 管理 者 ，で あ る．

　こ れ ら主要 な変数以 外に も ， 統制変数 と し て い くっ か の 質 問項 目を設 定 し て い る．それ らは ，

工 場や事業所の 技 術的 な環境 を 明 らか にす るた め に ，生 産管理 会計 の 先 行研 究 で 多用 され て き

た とい う（Hansen 　and 　Mouritsen ，2007），
　 Banker　et　aL （1993）の 現代製造 実務 尺 度や ，　 Brownell　and

Merchant（1990）の FA 化 尺度 ，
工 程 レ ベ ル で の 相互 依存性 を測 定す るた め の 尺 度 ， 規模 を統制 す

るた め の 製造 に 関わ る従 業員数 ，工 場建 物 の べ 床 面積 ，上場企 業 か 否 か ，と い っ た 項 目で あ る ．

3．2．サ ン プ リン グ と サ ン プ ル の 概 要
7

　サ ン プ リ ン グ は ， 次 の よ うに 実施 した ，まず ， デ ー
タ フ ォ

ー
ラ ム 社製 『工 場 ガ イ ド西 日本 1

改訂 第 2 版（CD −ROM 版 ）』 に 掲載 され て い た ，従 業員数 IOO 人 以 上 で ， 明 石 市 ， 神 戸市 ， 芦屋

市，西宮市 ，尼 崎 市 ， とい うい わ ゆ る阪 神 工 業地 区に 所在す る ，倉庫や 卸拠点 を 除 く製造活 動

を 実施 して い る と推 定 され る 399 の 工 場 ・事業所 を選 定 した ．こ れ ら工 場 ・事 業所 に 対 し て ，

2008 年 2 月 19 日に 郵送 質問票 を送 付 した，当初の 締 め切 りは 2008 年 2 月 29 日 を設 定 し た ．

　回収率 を改善す るため だけ で は な く ， 非 回 答バ イ ア ス を低減す る た め に も， こ の 調査 で は 次

　　 　　 　　 　　 　　 　 表 3
（3，1）工 場

・
事業 所 の 選 択

　 　 送付 先 工 場 ・事業 所 数

　　 回 答 工 場 ・事 業所 数 （回 答 率 ： 26．8％ ）

　 　 　 うち ，質 問 の 過 半 数 に 未 回 答 の 工 場 ・事業所

　　 最 終 的 な 分析対象 サ ン プ ル （有効回答数 ）

（3．2）回 答者 の 職位

　 　 社 長 ，取締役 な ど

　　 事業所 長級（事業部長 ，工 場長な ど）

　　 部長級（社 長 室長 ，
マ ネ ジ ャ

ー
な ど）

　　 課 長 級 （部 長代 理 ，次 長 な ど ）

　　 係 長 級 ｛課 長代 理 ，主 任，主 査 な ど ）

　 　
一般 社 員 な ど

　　 　 （欠損値）

サ ン プ リ ン グの概要

　 　 　 　 399

　 　 　 　 107

−

　 　 　 　 97

　

　

715

881319 （8．2％ ）

（8、2％ ）

（175％）

（32、0％）

（15．5％ ）

（9，3％ ）

一 一g… 93

合 計 　 　 　 97　 　 　 　 　 　 　 （100％ ）
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表 4　サ ン プル の 基 本統計量

平 均 標準偏差
第 1

四 分位
中央 値

第 3

四 分位

総従業 員数 416．8 766．35 90．5 175 335

製造従事者数 278 ，3 571，46 4e 120 200

建 物 の 鴦床 面 積（平 米 ）

竣 工 年

．、．　　　39015 　＿＿、、．、＿．．．．＿ユ2g．IS．1．、．＿．．．
　 　 1968．5　　　　　 38．13

3134．5 11250 29250

1955．25 1977 1ggo．5

株式上場企業 30 ％

東証
一

部 上 場企 業 21 ％

　　　　　　　　　　　　　　　　表 5

（5．1）産業別回答数と非回答 バ イ ア ス の 検定

非 回答バ イア ス の 検定

産 業分類 送 付 数 （％ ） 有効数 （％ ）

食 品 ・タ バ コ

繊維 ・衣服

88　　　　（22 ．1】．＿＿．．．．、．．．．＿＿．＿．＿，、＿＿≡…5　　　　（25．8）
12 　 　 　 4 （4．1）

金属製品 35　　 （8，8）

（3・0）．．
　　

… …… ……
等

… …1
互至1

“

一
般機械

パ ル プ ・
紙

＿．一．．』』，．＿一．59＿＿＿＿．，．五13：5）＿．＿．．．一一＿．＿、、　16　．．＿．．．玉．1⊆iLliユー．，．．．
　　　 14　　 （35 ）　　　　　　 0　　 （0）

．．．化裳＿．＿＿＿．＿ ＿＿＿＿tt−tt−−ttt．一．tt−t＿一．一総＿＿琵qr魚 ＿＿＿＿＿＿8−．．．．　 億 2）
医 薬 品 　　　　　　　　　　　　　　11　　 （2，8）　　　　　　 0 　　 （0）

ゴ ム 製 品 一．．＿、．＿．．．．．．＿．．一．．．．．「』．．量．．＿．．、．．…∈…二P｝．』 3　　 （3．1）
鉄 鋼 12　　 （3．0） 6 （62 ）

ガ ラ ス ・土 石 製品 16　　　、「（4・0） 3　　 （3．1）
非 鉄 金 属 ＿一．＿＿．．．、＿』『＿．＿、．＿．．．．，．12 ．．．＿．、．．F＿（龕、二q》、．．． 4　　 （4．1）
電気機 器 36　　 （9．0） 8 〔8．2）
輸送 用 機器 5 （5．2）
精密機 器 ．1．2．．　 、』（310） 2 （2．1）
そ の 他 20　　 （5．0） 6　　 （6．2）
合計 399　　　（100％ ） 97　　　（100％ ）

適 合 度検定 は，X2　
＝19．911，自由 度 ＝14，　Pr ＞X2　

・・
　O．133、

（5．2）締 め 切 り前後 の 有効回答企業 の プ ロ フ ィ
ー

ル と 非回答 バ イ ア ス の 検定

締 め 切 り　 締 め 切 り

前平均値　 後 平均値
平 均 の 差

t検定

（Pr ＞ t）

ウ ィ ル コ ク ス ン 検定

　 　 （Pr＞ Z）
総従業員数 47055 333．89 i36．66 O．336 0．934
製造従事者数 324．54　　　　　210．89 113．65　　　　　　 0．297

建 物 の べ 床 面 積 　 　 34141 45765 一11624 0，7420

．995

0．9200
．209

竣 工 年 1968 ．5 1968．5 一〇．04 0．358

な お ，非 回 答 工 場 ・事 業 所 の プ ロ フ ィ
ー

ル に つ い て 信頼 で き る 情報 が 入 手 で き な か っ た た め ，次 善

策 と して 第
一回 の 締 め 切 り後 の 回答サ ン プ ル を 非回答 工 場 ・事業所 の 代 理 変数 と して 用 い て い る 、

の 3 点 の 措 置 を行 っ て い る ． 1 点 目は ， 送付 時 点で 調 査御礼 と し て 500 円分 の 図書 カ
ー

ドを同

封 した こ と で あ る
8
， 2 点 目は ， 回 答 者 の 利 便 性 を 向 上 す る た め に ，質 問票 は 質 問紙 と

CD −R（Micros岨 社 製 Offiee　Excel フ ァ イ ル ）の 2 種類 を 同 封 し ，
い ず れ か の 方 法 で の 回答 を 要 請

し た こ と で あ る ．3 点 目 は ，2 月 29 日 当 目 ま で に 返 送 い た だ けな か っ た 工 場 ・事業所 を対象 に
，

3 月 15 日ま で 締 め 切 り を延長 した 旨を 記載 した督促 状の 葉書を 送付 した こ と で あ る．
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　 こ の よ うに して サ ン プ リン グ され た サ ン プ ル は ，最終的 に 97 とな っ た ．サ ン プル 選択や 回答

者の 情報 は表 3 の よ うに な っ た ，ま た ， サ ン プ ル の 基本 統計 量 は 表 4 の 通 り で あ る ．データ ベ

ース 上 は 100 人程度 と記載 され た工 場 ・事業 所 の 多 くは，実 際 に は 100 名 を下 回 る 程度 の 従 業

員数 とな っ た ，

　阪神 工 業地 区 とい う地 域的 限定 と，デー
タ ベ ー

ス 上 の 100 人以 上 とい う規模 的 制約 が 送 付 先

に あ る とは い え ， サ ン プ ル が 送 付先対象 を偏 りな く代表 し て い る の か ど うか に つ い て の 非 回答

バ イ ア ス に つ い て も検 討す る 必要 が あ る だろ う．産 業別 の バ イ ア ス や規模な どの 基本 統計量 に

よ る バ イ ア ス の 存 在 に つ い て 検 定 を行 っ たが，表 5 に あ る よ うに バ イ ア ス は 検出され なか っ た．

なお ， 質問紙か エ ク セ ル フ ァ イル か とい っ た回答方法 に よ っ て バ イ ア ス が存在する か どうか に

っ い て も産業別 バ イ ア ス ，基 本統計 量 に よ る バ イ ア ス の 存在 に つ い て 同様 の 分析 を実施 した が ，

やは りバ イア ス は検 出 され な か っ た ．以上 よ り ， これ らサ ン プル は 研 究対 象 を よ く代 表 し て い

る とい え るだ ろ う．

　ま た ， これ らサ ン プ ル の 製 品原価 計算 の 実施 状況 は 次 の 表 6 の 通 り で あ る ．表 6 に あ る よ う

に 7 サ ン プ ル は 原 価計算を 全 く実施 し て い なか っ た．よ っ て ， 以後 の 分 析 で は，こ れ らサ ン プ

ル を 除 い た 分析 とな る ．また ， 原価 計算 の 実施 の 有 無 に つ い て は規 模 変数 が 影 響 を 与 え て い る

こ とも示 された ．

表 6　製品原価 計算の 実施 状況

（6．1）産業 別 の 実施状況

産 業分類 実施 せ ず 不 定期 に 実施

　 　 1

定期的 に 実施

食品 ・タ バ コ 1 21

繊 維 ・衣服 0 0 3

金 属製品 1 5
一

般機械 0 2 14

パ ル プ ・紙 0 0 o

化 学 2 1 5

医 薬 品 0 0 0
ゴ ム 製 品 0 0 3

鉄鋼 0 1 4

ガ ラ ス ・土 石 製 品 1 0 1

非 鉄 金 属 0 0 4

電気機器 1 0 6

輸送 用 機 器 1 3
精密機器 0 0 2

そ の 他 0 0 6

合 計 7 （7，7 ％ ） 7 （7．7 ％ ） 77 （84，6 ％ ）

統 計 量 は X2
＝20，279， 自由 度 ＝24 ，　 Pr ＞ X2

＝e．681．欠 損値 は n ・‘6．

（6．2）定期 的 な 実施グ ル
ープ と，実 施 せ ず／ 不 定期 に 実施グ ループ と の 比 較

定期実施

グ ル ープ

平 均値

463 ．07

そ の 他

グル ープ

平 均 値

317 、29

平 均 の 差
t検定

（Pr ＞ t）

総従業員数 145．78 0 ．473

ウ ィ ル コ ク ス ン

　 　 検 定

　 （Pr ＞ Z）

　 　 0．792

＿製填従夏者麩 31L8946604 126．00 18S．89   ．034 ＊＊ 0，599

建麹の べ 厚薀 覆
竣 工 年

6141 40463 0．037 ＊ ＊ 0，099＊

1967、4 1962．4 4．9 0，658 O．393
＊，p〈 0．1；

＊ ＊

， p くO．05；
＊ ＊ ＊ ，p＜ O．Ol
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4． 分析結果

　本節 で は ，研 究課 題 を解決 す る ため ，2 段 階 にわ け て 分析 を行 う，ま ず ，1 段階 目で は 探 索的

因子 分析 を実施 す る こ とで ，工 場や 事業所 レ ベ ル で 期待 され て い る製品 原価 計算の 利 用 目的 を

明 らか に す る ．こ れ は ，先 行 研 究 が採 用 して い た利 用 目的 の 妥 当性 に っ い て の 検証 で あ る．そ

して ， 2 段階 目 の 分析で は ， これ ら利用 R的や技術変数 とい っ た コ ン テ ィ ン ジ ェ ン シ ー要 因が ，

製 品原価 計算 の 設 計要 素 に どの よ うに 影響す る の か に つ い て ，

一
連の 回帰 分析 に よ っ て 検 証す

る ．なお ， 分析対象 とな る製品原価 計算の 設 計要素 は ，（1）製 品原 価 の 範囲 ， （2）総合／ 個別 原価

計算の 選 択，（3）原価情報の 報告相手 ，の 3 点で あ る，分析 に お い て は ，

一
貫 して 5％ の 有意水

準 に よ っ て ，影響の 有無 を判 断 して い る．

4．1．製 品原価計算 の 利 用 目的 ：探索的因子 分析

　工 場や事業所 と い っ た レ ベ ル で は ，製品 原価計算に
一

体 どの よ うな利 用 目的 を想定 して い る

表 7　製 品 原 価計算の 利 用 目 的に つ い て の 探索的因子 分析

情報提供 　 会計管理　 課 業管 理 　 振替価格　 販 売 価 格

　機能　　　 機能　　　 機能 　　　設定機能　　設定機能

平 均 　 標 準

値　　偏差

税金 の 計算 0．787 4．70　　 2．20
財 務 諸 表 の 作成 0．737 5、96　　　1，67
製 品 ミ ッ ク ス の 意思決定 O．639 4．82　　 L97

棚卸資産価格 の 算定 0．618 6．15　　 L51

製 品 開発 へ の 活用
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0．581
（原価企画）

5．22　　　L78

自製 か 外 注 の 音 恐決 定 O．534 5，28　　　L86

経 営意 思 決定 0．490

設備投資 の 意思決定 0．443
5．99　　　L36

5，56　　　1，73
予 算統 制

σ 算 と 実績2）比 較）
予 算 編 成（予算の 作 成 ）

O．984 6，01　　 1．41

0．884 6．10　　　1．31
差異分析 0．815 5，89　　　1．47
原 価管 理 0．462 6．39　　 廴05

本社 ・事業本部な どへの 報告 0．439 6、12　　 1．43

作業管理者 の 管理 O．965 4、11　　 2、10

作業員 の 管 理 0．885
納 期 管理 0、784

4．34　　　2．03

4．14　　2、II
在庫首理 0，6720

．蝨5

5．28　　　】、9］

品 質管理 4．47　　　2．01
内部振替価格 の 決定 0．968

内部振替価格 の 交渉 0．921
4．31　　　2．02
4．23　　　2，02

販 売 価格 の 決 定 0．994 5．66　　　1．50
販 売価 格 の 交渉 O．880 5．54　　 1．60

回 転 後 の 負 荷 量 平 方 和 5．164 4．815 5．033 2．832 2467

因 子 門の 相 関 　会計管理 0477 1000

課業管理 0．445 0．422 1．000
振 替価 格 設定 O．181 0．111 0．370
販 売価格 設 定 0．236 一

〇．023 0．217
玉．0000
．187 L   00

主 因 子 ，プ ロ マ ッ ク ス 法 因子負荷 量 は 0，4 以 上 を記載，なお ，各顕在項 目 は 正（全 く 重 要 な利 用 E 的 で は な い ）
− 7（非常 に 重要な利 用 目的 で あ る ），お よび 0（わ か らない ，欠 損値扱い ）と い う 7 段 階 リ カー トス ケ

ー
ル で 測定，
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の だ ろ うか ．こ こ で は ，前 節 で あげ た 22 の 顕 在項 目 に つ い て ，探 索的 な 因 子 分析 を実施す る こ

とに よ っ て ，工 場や事 業所 レ ベ ル で 期 待 され て い る製 品原価 計算 の 利 用 目的 に っ い て の 潜 在的

な 因子 を 抽出す る こ と を試 み る ． こ れ ら因子 分析 の 結果 は ， 表 7 の よ うに な っ た ．

　 表 7 か ら，製 品原 価 計算の 利 用 目的 に つ い て ，5 つ の 潜在因子 が 存 在す る こ とが 明 らか とな

っ た
9
．第 1 因子 で は，工 場 や事 業所 に 所 属す る会計担 当者 が ，他 の 部 門（本社経 理部 門 ，企画

部 門，研 究開発部 門）へ 原価 情報 を提供す る た め に製 品原 価 を計算す る と い う共 通点 を持 っ 顕在

項 目が 集約 した ．よ っ て ， こ れ を製品原 価計 算の 「情報提供 機能 （変数 名 ：JNFOSUP ）」 と呼ぶ ．

第 2 因 子 で は ，予 算関連 項 目や 原価 管理 関連 項 目 の よ うな工 場や 事業所 内で 実践 され る
一

般的

な管理 会 計実務に 関す る顕 在項 目が集約 した．第 3 因子 の 命名 と の 兼ね合 い もか ね て ， これ を

製品原価 計算の 「会計 管理機能 （変数名 ； ACCCTRL ）」 と呼ぶ ．第 3 因子 で は ，

一
般に 管理 会計

の 枠外 で 実施 され て い る と考 え られ る タ ス ク コ ン トロ ール に 関連 す る項 目が 集約 した ． こ こ で

は ，こ れ を製品 原価計算 の 「課 業管理 機能（変数名 ： TASKCTRL ）」 と呼ぶ こ とに す る．第 4 因子

及 び 第 5 因子 は ，振 替価 格 と販 売価格 の そ れ ぞ れ に つ い て の 決 定や 交渉 へ の 利用 が集約 した た

め ， それ ぞれ 「振 替価 格 設定機 能 （変数 名 ：JNPRJCfNG ）」，
「販 売価格設 定機能 （変数名 ：PRICilVG ）」

と名付 けた ，

　 こ れ ら，5 つ の 製品原 価 計算の 期待機 能は 既存 の 文献 で 定型化 され た知識 とどの よ うに 関連

付 け るこ とが 出来 るだ ろ うか ．「情報 提供機 能」 とい う利 用 目的 は ，工 場 ・事 業所 レ ベ ル を対象

と した 調査 だ っ た が 故 に 明 らか に な っ た 項 目で あ る．こ の 項 目は，既 存 の テ キ ス トな どが 想定

し て い た 利用 目的 の うち，「基本 計 画 目的」 との 関連 が 強 い の だ が ， 完全 に
一致 し て い な い 理 由

とし て は ，工 場 ・事 業所 とい う調 査 レ ベ ル による とこ ろ が大 きい の だ ろ う．また ，
「会計管理 」

は，『原価計 算基 準』が 想 定す る 「予算管 理 目的」 と 「原価 管理 目的」 が集約 され た も の と な っ

た ．そ し て ，
「課 業管理 機能 」 と い う利用 目的 が ，こ れ ら 「会 計管 理機 能 1 とは異 な る次元 の 利

用 目的 で あ っ た点 か ら ， オ ペ レ
ー

シ ョ ン
・

マ ネジメ ン トにお け る 原価 情報 の 利用 は ， 会計 管理

機能 とは比較 的独 立 した概念 で あ る こ とが示 唆 され た，価格 決定 に つ い て は 「販 売価格決 定機

能」 と 「振 替価格 決 定機 能」 が 異 な る次元 と して示 され た ．これ は ， 『原 価計算基 準』が指摘す

る 「価格 決定 目的」 と 噬 本計画 目的」 に そ れ ぞれ 対応 し て
， そ れぞ れ の 価格 決 定機能が 抽出

され た か らとも考 え られ る．

　結局 ，こ れ ら探索 的因 子 分 析 に よ っ て 抽 出 され た 5 つ の 利用 目的 は ，『原価計 算基 準』が想 定

して い る利用 目的 と異 な っ て い る とい うよ りは ， そ れ ら利用 目的 を仕切 りな お した と い う側 面

が あ る の か も しれ な い ， とは い え ， こ れ ま で 規範 的 な議 論 に お い て 想 定 され て きた利用 目的に

つ い て ，そ の 概 念 の 妥当性 を探索的 因子 分析 に よ っ て検証 した こ とで ， よ り頑健 か つ 実証 的な

根 拠 を示 す こ とが 出来 た と い えよ う．

　そ れ で は ，工 場や事業所 に お け る 5 つ の 利用 目的 は ， 実際 の 製品 原 価計算の 設 計要素 に どの

よ うに影響 を与 える の だ ろ うか ，次項 で は
，

これ ら利 用 目的 や複数 の 統 制変数が ，原 価計算の

設 計要 素 に与 え る影 響 を回 帰分析 に よ っ て 検 証す る．

4．2．製 品 原 価計 算 の 設 計 要 素 ： 回 帰分析

　製 品 原価 計算 の 設 計 要 素で あ る ，製 品 原価 の 範 囲，総合／個 別原 価 計算 の 選択 ， 原 価情報 の

報 告者 の 選 択，の 3 点 に つ い て ，
こ こ で は そ の 規定要 因 を 探索す るた め の 回帰分析 を実施 す る ．

規 定要 因 と して は ， 先 の 探索的 因子 分析で 明 らか に な っ た 5 っ の 期待機能 の 項 目平均値
lo
と，

複 数 の 統制変数 を採 用す る ，統制 変数は ，規模 の 代 理 変 数で あ る製 造 に 関与す る従業員数 の 対
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数変換値（変数名 ：SIZE ）， 労働 集約度の 変数 と し て （製造 に従 事 す る 従業 員数 ）／（建 物 の べ 床総

面積）の 値（変数名 ：LABORJN7 ），何 らか の 証 券取 引所 に 上場 して い れ ば 1 を とる ダ ミ
ー

変数（変

数名 ：LISTED ），現代 製造 実務 尺 度（変 数名 ：Mau 恥 ，工 程 レ ベ ル の 相 互 依 存性 の 測 定尺 度（変

数名 ：Ij＞1）EP ），
　 FA 化尺度 （変数 名 ：FA ）

11
で あ る ．現代製造実務 尺 度 と工 程 レ ベ ル の 相互 依 存

性尺 度 の 基本統 計 量は 表 8 お よび 表 9 の 通 りで あ る，そ し て ，分析 に 使 用 す る説 明 変数の 記 述

統計は ， 表 10 に お い て 基本統 計量 及 び 相関分析表 に よ っ て 示 して い る．

4．2．1 製品原価の 範 囲

　まず は，製品 原 価 の 範 囲 に っ い て の 回帰分析 を行 う，被説 明 変数 は ， 1）材 料費，2）労務 費 ，

3）償却費，4）外 注加 工 費 ，5）保 険料 ，6）備 品 ・消耗品 費 ， 7）水道 光熱 費 ， 8）工 場事務 ・管理 費 ， 9）

本 社管理費 ， 10）販 売費 ，11）物流 費 ， 12）金 利 ，
の 12 項 目 の うち何項 目 を製 品原 価に 含め る の か

と い う計数 デー
タ で あ る． こ の 計数 値 の 平均 は 7．06，標 準偏差 は 2．04， 中央値 は 7，第 1 四分

位は 6，第 3 四 分位 は 8 とな っ た．それ ぞれ の 項 目に つ い て ，製 品原価 に採用 して い る もの の

内訳は ， 図 1の よ うに な っ て い る ．

　計数値 を被 説 明変数 とし て ，5 っ の 機 能 お よ び 5 つ の 統 制変数 を説 明変数 と して 回帰分析を

行 う
12
．分析 は通 常の OLS に よ る 推定 の 他 に ，ポ ワ ソ ン 回 帰 に よ る推 定 も実施 し て い る ．こ れ

は ，被説 明 変数が 計数デー
タ で あ る とき ， OLS で は

一致性 や 不偏 性 が 担保 され ない た め で ある．

だが，被説 明 変数 は同
一

事象 の 発 生回 数 で は な く複数 の 項 目に つ い て の 採 用個 数 の 計数 デー
タ

で あ るた め ポ ワ ソ ン 回帰 が 想 定 し て い る 状況 とは 厳密 に異 な る ．結 局，OLS とポ ワ ソ ン 回 帰 を

併 用 して 分析結 果 の 解釈 を行 うの が 妥 当で あ る と判 断 し，こ こ で は 両者 を 用 い て 推 定 を 行 うこ

と とす る。 こ れ ら推 定結 果 は表 11 の よ うに な っ た．

　分析結果 よ り，製品原 価の 範囲 に影響 を与 える 要 因 として ，製品 原価 の 範囲 に対 して ，企 業

規模が 正 の ，課業 管理 機 能 が負 の 関係 に あ っ た と い うこ とが明 らか とな っ た，企業 規模 に つ い

て は ， 規模の 拡大 に つ れ て 企 業行動 が複 雑化 し，製 品原価 を構 成す る費 目が 多様化 す る もの と

解釈 で き る ．課 業 管理 が負 の 関係 に あ っ た の は ，従 業員 の 努 力 の 成 果 を測 定す る上 で ，製 品原

価 の 範 囲 を拡 大す る と努力 以外 の 要因 が 製品原 価を 変動 させ て しま い ，結果 と して 課 業管理 に

原価情報が 不適当 に な っ て しま うた め だ ろ う．

表 8　現代 製造実務尺度

質 問 項 目
質 問項 目 の 記述統計

平均値　　 標準偏差

生 産 に 関 す る 改 善 活 動 の 際 に ，チ ーム の メ ン バ ー全 員 か ら意 見 を 集 め る よ う に 努
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 5，11
め る

作 業員 は ほ と ん ど の 作業 を 管 理 者 の 指 示 を 仰 ぐ こ と な くこ な す　 　　 　　 　　　 　　 4．55

作業員 は 多様 な 作 業 ・工 程 に 対 応 出 来 る よ う に 訓 練 され て い る　　　　　　　　　　 4．75
工 場 は 問 題 を 解決す る た め に チ

ー
ム ・小 集 団を組織す る　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 5．10

1．501

．321

．16L72

作業員 は 新 しい 技能
・
資格 を 身 に つ け る と報 酬 が 増 え る

過 去 の 数 年 問 ， 多 く の 生 産 に 関 す る 問 題 は 小 集 団 に よ っ て 解決 され て き た

3．94　　　　　　　1．69
4，35 　　　　 　 1．58

生 産 計画 は 作業員 に 毎 日 伝達 され る 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 5．55　　　　 1，39

こ の 工 場 は 作 業員 自身 が 意思 決定 す る の に 適 して い る　　　　　　　　　　　　　　 3，92　　　 1．30

管理 者 の 決定が な い と作業員 は ほ と ん ど作 業 が 出 来な い 〔R ）　　　　　　　　　　　 5．33 　　　 1．30

ク ロ ン バ ッ ク の a は 0，640．各 項 目 は，「全 く 異 な る （D 」 か ら 「全 くそ の 通 り（7）」 の 7 点 リカ ートス ケ ール に

て 測定．（R ）は 逆転項 目で あ り，統 計量 は 逆転済み．
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表 9　工 程 レ ベ ル の 相互 依存 性尺 度

質問項 目
質問 項 目の 記 述統計

平均 値 　　 標準偏差

あ る 工 程 の 生 産 に 関す る 問 題 に よ っ て ，前後 の 工 程 の 生 産 活 動 は 停 止 す る 4．63 1．66

あ る 工 k で 問 題 が 発 生 し た と き，前 後 の 工 程 の 作 業 員 が す ぐに 補助 に 入 る 519 123

あ る 工 程 の 作業改善 に よ っ て ，前後 の 工 程 の 生産能率 も向上 す る 4，69

製 品 需要の 変動は，全 て の 工 程 の 作業 計画 に 毎 日反映 され て い る 4．30

Qノ
ー
083

ク ロ ン バ ッ ク の α は 0，668．

て 測定，
各項 目は ，「全 く異 な る （1）」 か ら 「全 くそ の 通 り（7）」 の 7 点 リカ ートス ケ ー

ル に

表 10　変数の 記述統 計

（IO．D変数 の 基本統計量

平 均 値　　標 準 偏 差 　　第 1 四 分 位 　　中 央 値 　　第 3 四 分位

I」VFOSUP 一〇．023 O．691 ，0505 O．247
ACCCTRL 0．062 0．747 一〇．439 0．381

0．4610369

TdSKCTRL 　　 　一 ．010 0．809 一〇．525 一〇．025 0，631

L〜厂Pi〜ICIVG 　　　　−0、006 0．994 一〇．629 一〇．133 0．858
1）R∬CIVG 0．006 O．986 一〇，701 0．257 　　　　　　0．902

MMVF 0．006 O．428 一〇．277 ・O．034 0．267

  ）EP 0．015 0．715 一〇．467 一〇．095 0．454

SIZE 4．821 1．197 4 ．042 4．868 5．298

LJSTED 0．302 0，462 0 0 1
LABORIIVT 　　 　O．016 O．016 0．007 0．011 0．Ol8

FA 0．361 0，483 0 0 1

｛le．2）変 数 間 の 相 闘 分 析 表

（1） （2） 3〔 （4） （5） （6） （7） （8）　　 （9）　 （10）

1NFO ∫UP 　　（1） 1

ACCCTRL 　　　（2）　　　0．54 1

T4SKCTRL 　 　（3）　 　 O．45　 　 0．40　 　 　 1

LNV｝測 C1／VG　　　（4）　　　0．33　　　　0．22　　　　0．32 1
P1〜ICING 　　　（5）　　 0」9

MMNF 　　　　　（6）　　　0．28
Lへの EP

0．03　　　　0．07　　　　0．07　　　　　王

0．39　　　 0．15　　　 0．24　　　−O．01 1

（7）　　　0．28　　　　0．22　　　　028 　　　　0．08 　　　−0，08　　　055 1

SIZE （8）　　　0．27　　　　0．07　　　−0」2　　　0．02　　　
−0．07　　　−0．02　　　−0，11 1

LISTED （9）　　　0，25　　　0．14　　　−0．ll　　　−O．00　　　−0，24　　　0．Ol　　　　O．06　　　　0．321
LABOI 〜IA「T 　　　（畫0）　　−0．04　　　0．02　　　　0．10　　　　0．02　　　　0．08　　　−0．董2　　　−0．11　　　0．27　　　−0，02　　　三

Fd （11）　　
−0．18　　　0．09　　　

−0，05　　　
−0．12　　　

−0．01　　　0．33　　　0．18　　　
−0．20　　

−0．01　 −0．16

INFOSUP は 原価計算の 情報 提 供 機 能 ，
　 A　CCCTRL は 原価計算の 会計管理機能 ，　 TgSKCTRL は 原価計算 の 課 業管

理 機 能 ，Z1四 R1α NG は 原 価 言十算 の 振 替 価 格 設 定 機能，　 PRI （YN σ は 原価計算 の 販 売価格 設 定機能，　 MA4NF は 現

代製造 実 務，SIZE は 工 場 ・
事業所 の 製造 に携 わ る従業員数 を （自然対数 に よ る 変換済 ），　 LISTED は 証券取 引所

へ 上場 し て い る 企業 ならば 1 を とる ダ ミ
ー

変数，LABORINT は 労働集約 度 で あ り工 場
・事 業所 の 建 物 延 べ 床 面

積（平 米）当た り の 製造 に 関わ る 従 業員数に よ っ て算出 され た値，FA は FA 化 して い るの な ら 1 を と るダ ミー
変

数 で あ る．なお ， SIZE お よ び LABORINT の 欠 損値 に は そ れ ぞ れ 中 央値 を 代 入 し て 処 理 し て い る ．た だ し，分

析 に お い て は ， 主 要 な変数 が 欠 損値 の 揚 合 は ，リス トご と 除 外 され て い る．

4．2．2　総 合原価 計算 ・個別 原 価計 算 の 選択

　続 い て ，総合 原価計算 と個別 原価 計算 の 選択 問題 に っ い て分析 を行 う，こ こ で は ， 総 合原 価

計 算，個 別原価 計算の 2 択 で は な く ， 両者 の 併 用 も含む 3 択 に つ い て の 回 帰分析 とな る ．そ の

ため，推 定方 法は多項 ロ ジ ッ ト回 帰 とな る ．被 説 明変数 の 原 価 計算形態 で は ，総合原価計算 を

採 用す る 工 場 ・事業所 が 35，個別 原 価 計算 を採 用 す る工 場 ・事業所 が 28，両者を 併用 し て い る

工 場 ・事業所 が 19， 欠損値 が 15 だ っ た ，先ほ ど と 同様 の 説 明変 数群 で 回帰 分析 を実施 した結
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図 1　項 目別 の 製品原価 へ の参入 割合
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表 ll 製品原価 範囲の 決定要 因

製 品原価 に含 め る 項 目数

OLS ボ ア ソ ン 回 帰

係 数 t値 係 数 z 値

iNFOSUP 0．177 0．36 0．030　　　　0．33
ACCCTRL 0．662　　　　　1．56 0，093　　　　1．27

TASKCTRL 一〇，945 　　　−2．60 ＊＊　　　　　 −0ほ 34　　−2．32 ＊＊

ハ
「p1〜∬Cハ 厂G O．5932 ．08 ＊＊ 0．086　　　1．69 ＊

PR ∬CJIVG 0．386　　　 L38 0，051　　 1．11
MMNF 一〇537 一〇．63 　 　 　 −0，081 　 −0 、68

1／VDEP 一〇．201 一〇．46 一〇．027　　　−0．42
SIZE O．5842 ．27 ＊ ＊ O．083　　 2．09＊ ＊

LJSTED 一〇．747 一L20 　　　　　　　−0．109　　　−1．13
LABORINT 一23，630 一1．331

．36

一3．464　　　−1．02’
m

一
0．761 O．1171 ．24

（定数項） 4．4043 ．59 ＊＊ 1．563 　　7 ．93＊ ＊＊

R2 0，363
a （輯 R2 ／pseudo 　R2 0．179 0．039

INFOS 　UI） は 原価 計算 の 情報提供 機 能 ，
　 ACCCTRL は 原 価計算 の 会計管理 機 能 ，　 TASKCTRL は 原 価 計 算 の 課 業管

理 機 能 ，1？V「PR ／CI］V’G は原 価 計 算 の 振 替 価 格 設 定 機 能 ，　 PR ∬CLVG は 原価 計 算 の 販 売 価 格 設 定 機 能 J ，V，lf．N
’
F は 現

代製造実務，SIZE は 工 場
・
事業所 の 製造 に 携 わ る 従業員数 を （自然対数 に よ る 変換済），　 LJSTED は 証券取引所

へ上場 して い る 企業な らば 1 をとるダ ミ
ー

変数，LABORJ7V’T は労働集約度 で あ り工 場 ・事業所 の 建物延 べ 床面

積（平 米 ）当 た り の 製造 に 関 わ る 従業員数 に よ っ て 算 出 され た 値，Fa は FA 化 し て い る の な ら 1 を と る ダ ミ
ー

変

数 で あ る．な お ， SIZE お よ び LABORI ？VT の 欠損値 に は そ れ ぞ れ 中央 値 を 代 入 し て 処 理 し て い る．た だ し ，分

析 に お い て は，主要な変数 が 欠損 値 の 揚合 は ，リス トご と除外 され て い る，推 定方 法 は OLS とボ ア ソ ン 回 帰．
ボ ア ソ ン 回 帰 は 10000 回 の ブー

トス ト ラ ソ プ に よ り 推 定 を 実 施 し て い る ．n＝50．＊＊＊、pく O．Ol ；
＊＊

， p〈 0．5；
＊

， pく0．1．

R2 は 決 定 係 数 ，　 adj＿R2 は 自 由度 調 整 済 み 決 定係 数 ．
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果 は，表 12 の よ うに な っ た．

　これ ら分析結 果 よ り，特 に総合原 価 計算 と個別 原価 計算を 単独 で 用 い る と き ， そ の 選 択 を決

定す る 要因 に つ い て ，次 の 2 つ を 特 定 で き た
13
，ま ず，製品原 価計 算 の 会 計管 理機 能 と個別 原

価 計算 の 採 用 は 正 の 関係に ある ，ま た ， 現 代製 造実務 と総合 原価 計算 の 採 用 は正 の 関係 に あ る．

なお，最尤法 に よ る推定 の た め ， 決 定係 数 は擬 似 的な もの し か 算 出 され ない が ，その 説 明力は

た か だ か 25％程 度で あ り ，
モ デ ル 全 体の 説 明力 は 低 い 点 に 注意 が 必 要 で あ る，

　会計管理 機能 と総合 原価 計算 の 採用 が 負 の 関係 に ，っ ま り同様 の こ とだが ， 会計 管理機 能 と

個別 原価 計算 の 採用 が 正 の 関係 に あ っ た の は ，個別 指図 書 に ま とめ られ る ロ ッ ト単位で の原 価

情報 が ，管理 の た め の 採 算計算 に よ り適 合的 で あ っ た か らだ と考 え られ る ．また ， 現代製 造実

務 と総合原価 計算の 採用 が 正 の 関係 に あ っ た の は ， 現代製造実 務が 大量生 産 の 延長 と し て 誕 生

し た こ とに 関連 して い る とい え る ，つ ま り，従来 の 教科書 な どが 主張 す る よ うに総 合原価 計算

が受注 生産 で はな く見込 み生 産 で よ り実 施 され て い る た め ，現 代製造 実務 が先端 的な 見込 み生

産で 実施 され て い る こ とに よ り総 合原 価計算 と は 正 の 関係 を持 つ と解釈 で き る の で ある ．

4．2．3　原価情報 の 　告相 手

　最後に ，計算 され た製 品原価 情報 が誰 に報 告 され る の か に つ い て 分 析 を行 う．親会 社，本社，

工揚 長 ， 職長 の 4 者 の 報告 相手 に つ い て ， 報 告 して い る ときは 1， さ もな くば 0 とい う 2 値 変

数 を割 り当て
， 被説 明変数 とす る ，そ の た め ，回 帰分析に お け る推 定 方法 は ロ ジ ッ ト回帰 とな

る．なお ，そ れ ぞ れ の 報 告率 は ，親会 社 12．9％，本社 67．1％，工 場 長 63．5％，職長 32．9％ だ っ た 。

表 12　原価 計算 シス テ ム 選択 の 分 析結 果

Choice （Process ／Job

係数　　　 z 値

Choice 　J−PIJob ）

係数　　　 z 値

Choice（J−PIProcess ）
係 数 　　　 z 値

Jrv「FOSUP 2．385　　　1．87＊ 2．326　　　1．82＊ 一〇．059　　　−0．07
A （：CCTRL 一2．181　　 −2．14＊＊ 一2．151　　　−1．94＊ 0．030　　　　0．04
TASKCTRL 一〇．312　　　 −0．48 一〇．593　　　−0．80 一〇．280 　　　 −0．44
INPRICI ／VG 一1．286 　　　−1，93＊ 一〇．738　　　 −1，04 O．548　　　 0．99
P1召 α 1VG 0 ．1410 ．28 0，137 　　　　0．24 一〇．004 　　　 −O．Ol

MMNF 3552 　　　2．03＊ ＊ 2，195 1．08 一1．357　　　−0．77
IIVDEP 一〇．229　　　 −0．31 一！．157　　　 −1．30 一〇．928　　　 −1．09
SJZE 一〇．574　　　 −1．05 一〇．744　　　 −1．13 一〇．170　　　−0．31

LISTED 1．215　　　　0．96 一〇．458　　　 −O．32 一1．673　　　 −1．51

LABORZ ノ〉τ　　　　　2．100　　　 0．08
　 　五4　　　　　　　　−0，931　　　 −0．90

一92．934　　　 −L36−
　
…
6＿iゴ4　　　　　　6

’
Jio

一95．034　　　 −1．38
1．055　　　　1．06

（定数項） 3．7121 ．34 5．227 156 1，515 　　　 055
対数尤 度
seud 　R2

一38．730

。249

被説明変数 の Choice（Process！Job）は 個別原価 計算 か ら総合原価計算 が ，　Choice（J−PXJob）は 個別原価計 算か ら両 者

の 併用 が ，Choice（J−PIProcess）は 総合原 価計 算 か ら 両 者 の 併 用 が 選 択 され る こ と を そ れ ぞ れ 示 し て い る ．∬

餌 FO5 し5P は 原価 計算 の 情報提供機 能，　 ACCCTRL は 原 価 計 算 の 会計管 理 機 能，　 TASKCTRL は 原 価 計 算 の 課 業 管

理 機能，IA，PRICJ ］＞G は 原価 計算 の 振替価格 設 定機能，　 PIUCLVG は 原 価計算 の 販 売価格設 定 機 能 ，，VMA ・’F は 現

代製造 実 務，SIZE は 工 場 ・事業所 の 製造 に 携 わ る 従業員数 を （自然対数 に よ る 変換済），　LJSTED は 証券取引所
へ 上 場 し て い る 企 業 な ら ば 1 を と る ダ ミ

ー変 数 ，LABORINT は 労 働集 約 度 で あ り 工 場 ・事 業 所 の 建 物延 べ 床 面

積（平 米 ）当 た りの 製造 に 関 わ る 従 業員数 に よ っ て 算出 さ れ た 値 ，F9 は FA 化 し て い る の な ら 1 を と る ダ ミ
ー

変

数 で ある．な お ， 3／ZE お よ び LABORI ・VT の 欠損値 に は それ ぞれ 中央値 を代 入 して 処 理 し て い る．ただ し，分
析 に お い て は ，主 要 な 変数 が 欠損 値 の 場合 は ，リ ス トご と 除外 され て い る ．推 定方法 は 多項 ロ ジ ッ ト回帰 調 褐 9，
＊＊ ＊，pく 0．Ol；

＊＊，　p＜ 0．5；
＊，　pくO．1．　 pseud　R2 は 多項 ロ ジ ッ ト回 帰 に お け る 擬 似 的 決 定 係 数 ．
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表 13　原価 情報 の 報告相手 の 決 定要 因

親会社 本社 工 場 長 職 長

係 数 t 値 係 数　　 z 値 係数 t値 係 数 t値

INFOS ｛ノP 3．943　　　 1．17 L717 　　　L56 一1．293 　　　−1．53 一〇，047 　　　 −0，06

ACCCTRL 5．559 　　　 1．48 一〇．975 　　　−1．25 一〇．064 　　　−0．08 0558 　　　　0．68
TASKCTRL 1．649 　　　0、90 一1．069 　　　噂1、72 ＊ 1．493　　 2．25＊ ＊ 0．456 　　　 0．83
∬ノ＞PRIC ／IV（｝　　　　 −5．171　　 −1．38　　　　 0．097 　　　0．19 一〇．377　　　−O．83　　　　 −0．335　　　 −0．71

PRI α 1VG 2．653　　　 1．46 一〇．712 　　 −1．41 0．034　　 0．08 O．409 　　　　0．81

MMNF 0．429 　　　0．16 1．530 　　 L14 一L531　　　−1．02 3．633　　　2．17＊＊

INDEP 1．198　　　0．78 一〇．879 　　　−1．25 0．757 　　　0．94 一1．380 　　　 −1．61

SIZE 一〇．196 　　　鱒0．18 一〇．128 　　　−0．32 0．628 　　　1．56 ＊ 0．036 　　　 0．08

LISTED 一5．918　　　−1．53 一1．162　　　−1．07 ．0．400 一〇．42
−0，24

1．078　　　 0．94
L！dBORI ハiT

　　　−164．230　　　−1．27 22．519　　　0．84 ．8．531 29、452　　　　1．03
　 FA

（定数項 ）

3．355　　　1．47 0．597　　　 0．66 一1．498　　　−1．65 1．077　　　　1．15
一2，907 　　　−055 工．864 　　　0．99 一LO50 　　　−0．57 一2．918 　　　 −1．49

対数尤度 一9．053 一23．98 一22．493 一22 ．244

pseud　R2 0．588 O．163 0．241 O．224

被説明変数 は そ れ ぞれ報告す る 場合は 1 を，それ以 外 は 0 を と る ダ ミー変数を 示 して い る，11NFOSUP は 原価

計 算 の 情報提供機能 詔 CCC7 竃 は 原価 計算 の 会計管理 機能，　TASKCTRL は 原価 計算 の 課 業管理 機 能，INPRICJNG

は 原 価 計算 の 振替価格 設 定機能，PRIC 」WG は 原 価計算 の 販 売価格設定機能，　 MMNF は 現 代製 造実務，　 SIZEは

工 場
・事 業所 の 製造 に 携 わ る 従 業員数を （自然対数 に よ る変換済）， LJSTED は 証 券 取 引所 へ 上 場 して い る企 業

な らば 1 を と る ダ ミ
ー

変数，LABORII ＞T は 労働 集 約 度 で あ り工 場 ・事 業 所 の 建 物 延 べ 床 面 積（平 米 ）当 た りの 製

造 に 関 わ る 従業員数 に よ っ て 算 出 さ れ た 値，FA は FA 化 し て い る の な ら 1 を と る ダ ミ
ー

変数 で あ る ，な お ，　 SJZE

お よ び LABORINT の 欠損値 に は そ れ ぞ れ 中央値 を代 入 し て 処 理 し て い る．た だ し，分析 に お い て は ，主 要 な 変

数 が 欠損 値 の 場 合 は，リス トご と 除 外 さ れ て い る．推 定 方 法 は ロ ジ ッ ト回 帰 ．4 式 と も n・・50 ．＊ ＊ ＊ ，　p〈 O．Ol ；
＄＊，

p＜ O．5；＊，p〈0．L　 pseudR2 は ロ ジ ッ ト回 帰 に お け る 擬 似 的 決 定 係 数 ．

　分析 の 結 果 は ， 表 13 の とお りとな っ た．これ ら分柝結 果 よ り，特 に 本社 と職 長 の 2 者 を報 告

相手 と し て 選択す る要 因が 特 定 で きた ．まず ， 工 場長 に対 し て 原価 情報 を報告 す るこ とは ，製

品 原価計算 の 課 業管理 機能 と正 の 関係 に あ っ た．こ れ は ， 課業管理 を 実施 す る際に 原価情報 を

用 い る な らば ， 管理 責任者 で あ る 工 場長 が変 化する とい う証拠 を提 示 して お り興 味深 い も の と

い え る だろ う，JITや TQM に 代 表 され る現代製 造実務 で は ， よ りオペ レ ー
シ ョ ン に 近 い 揚所 で

原 価情報が 活用 され て い る 可能 性 が 示唆 され て い る と もい える ．

5． 結論

　 こ こ まで ，製品 原価計算 を研 究対象 と して ，そ の 利用 目的お よび 設 計要 素の 規定要因 に つ い

て の 探 索的 な分析 を実施 し て き た ．こ こ で は本論 文 の むす び と して ，まず 発 見 事実 を要約 し，

続 い て 本研 究の 貢献 と課題 を指 摘 し，最 後 に今 後の 研 究の 方 向性 を議 論す る．

　本論 文で は ，原価 計算 の 利 用 目的や 生 産環境 の よ うな要 素が ， 原価 計算 シ ス テ ム の 設 計要 素

に ど の よ うな影 響 を 与 え る の か を探 索 的 に分析 し て きた ． こ こ で ，利 用 目的 に っ い て は，そ の

概 念の 妥 当性 を検討す る た め ， 事 前に利 用 目的 を設定 する の で は な く，探 索的 因子 分析 に よ り

利 用 目的を 導出 し て い る ．ま た
， 原 価計 算シ ス テ ム の 設 計要 素 と し て は ， 製品 原価 の 範囲，総

合 ／ 個別 原 価計 算 の 選 択 ， 原 価 情報 の 報 告 者 の 選 択 ，
の 3 点 を 取 り上 げ た ．数 あ る設 計要素 の

うちこ れ らを選 択 した の は ， 比 較的重要 な設計要素で あ り，テ キ ス トで は 定型 化 され た知識 と
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して 記載 され て い る に もか か わ らず，経験的 な裏づ け が 不 足 して い た要 素 だか ら で あ る ，

探 索的 因 子 分析 と回 帰分析 に よ っ て ， 発見 された事 実 は ， 次 の 7 点 で あ る．

1

2

勹
⊃

4

5．

107

製品原価計算 の 工 場 ・事 業所 レ ベ ル の 利用 目的 と して 抽出 され た潜 在 因 子 は ，「情報 提供機

能」，「会計管理 機 能 」，
「課 業管 理 機 能」，

「振 替価格 設 定機 能」，
「販 売価 格設 定機 能」 の 5

つ で ある

製品 原価 の 範囲は
， 企 業 規模 と は 正 の 関係 が あ る

製 品原価 の 範 囲は ，課 業 管理 機能 とは 負の 関係 が あ る

総 合原価 計算 と個 別原 価 計算 の い ずれ か を 単独 で 用 い る と き ， 会計管理 機能 と個別原 価計

算 の 採用 は 正 の 関係 に あ る

総合原価 計算 と個別原 価 計算 の い ずれ か を単独 で 用 い る とき，現代製 造 実務 と総合 原価計

算 の 採用 は正 の 関係 に あ る

工 場長 に 対 して原 価情報 を報 告す る こ と は ， 課 業管理 機 能 と正 の 関係 に あ る

職長 に対 し て 原 価 情報 を報 告 す る こ とは ， 現 代 製 造実務 と 正 の 関 係 に あ る

　 こ れ ら事実 は，製 品原価 計 算 が そ の 利用 目的 に応 じ て 設計 され る とい う， 目的適 合 的な性格

を持 っ て い る とい うこ との 実証 的 な証 拠 を提供 し て い る．また ，利 用 目的だ け で な く，現代製

造実務の よ うな生産環 境 も製品 原 価計 算 の 設 計 に 体系的 な影響 を与 え る とい う，先行研究の 知

見 と整 合的 な結 果 も提 供 して い る ．

　こ の よ うな発見事 実 は ， 次 の 3 点 の 研 究上 ・実践 上 の 貢献 を果 た した とい え る ．まず 1 点 目

は ，工 場 ・事 業所 と い っ た レ ベ ル で の 原価 計算 シ ス テ ム の 設 計 問題 が ，ま だま だ研 究 上 も実務

上 も重要 な問題 で ある に もか か わ らず未解決の 課題 が 多 く の 残 され た 領域で あ り，そ の 課題 を

我 々 研 究者 が部分的 に で あれ 解決 可 能 で あ る こ とを 示 した点 で あ る ．2 点 目は ，工 場 ・事業所

レ ベ ル で の 調 査 を実施 した こ とに よ り，新 し い 実態 調査 の 知 見 を付 け加 え る こ とが 出来 た点で

あ る ．3 点 目 は ，製品原価 計 算の 諸要 素 とそ れ を取 り巻 く種 々 の 要 素が ど の よ うな統計 的関係

に あ る の か を明 示 した 点 で あ る ．特 に こ の 点は ，テ キ ス トで 定型 化 され た 製品原価 計算の 様 々

な知識 の 間に ，どの よ うな 関係 が あ る の か に つ い て の 追加 的 な知 見 を提供 で き た と い う意味で ，

本論 文の 重要 な貢献 で あ る とい え る だ ろ う．

　もち ろ ん ，こ の よ うな 貢献 を果 た し た と は い え
， 本 論文 に も限界 が あ る ．そ の 最た る もの は ，

本論文 が 採用 した 探索的 な ア プ ロ
ー

チ に起 因する もの で あ る． つ ま り，本 論 文 は，原 価 計算 シ

ス テ ム の 様 々 な要素が そ れ を 取 り巻 く要素 と ど の よ うな 関係 に あ る の か を統 計的 に分析 して い

る の だ が ，なぜ ，そ の よ うな関係 が 見 られ る の か に つ い て 理 論 的 な説 明 を ほ とん ど全 く実施 し

て い な い ．今後 の 研 究で は ，製 品原価 計算の シ ス テ ム 設 計 の 要 素 ご とに ，説 明理 論 を構 築 して

い く こ とが望 まれ る ．

　また ， 理論 志 向の 研 究 の 必 要性 以 外 に も ， 本研 究 の よ うな限 定 され た研 究 目的 で は な く ， よ

り多様 な原価計算シ ス テ ム の 設 計要 素 に つ い て 分析 を実施 し て い く必 要 も あ る だ ろ う．あ る い

は ，環 境要 因 や技術要 因 に つ い て 本論 文 が 見落 と し て い た もの が ま だ ま だ あ る か も しれ ない ，

こ れ ら事 実を踏 ま えれ ば ， 今 後 の 研 究 の 方 向 性 と して は製 品 原 価計 算 と い う領域 が ，ま だ ま だ

広大 な フ ロ ン テ ィ ア で あ る こ とを認 識 し た 上 で ， 徐 々 に 本論 文 の よ うな研 究 を拡大 させ 知見 を

積み 重ね て い く とい うこ とに な る ．
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脚注

※ 著者 の 表記 順 は ，貢 献順 で は な くア イ ウエ オ順 で あ る ．
1 例 え ば，2006 年か ら実施 され た 新公 認会計 士試 験 の 「管理 会計 論」 にお い て は ， 原 価計算

　 領域が そ の 出題範囲 の 半数 を 占め て い る ．詳細 は ， 公 認 会計 士 ・監査 審査 会 の ウ ェ ブサイ ト

　 （http ：1！www ．　fsa．go．jp／cpaaob1 　index．html
，

2009 年 1 月 現在）な どを参照 され た い ．
2 原価計算を主 に 取 り扱 う 2 学会 （日本管理 会計 学会 ， 日本原価 計 算研 究 学会）の 直近 2008 年

　 度 の 全国大会 の 学 会報 告 に お い て も，原価計 算に 関す る報 告 は 全 体の 10％未 満だ っ た ，こ の

　 こ とか らも ， 研 究者 の 関心 と教 育内容 に 差異 が 存在す る こ とが読み 取れ る．
3　なお ，海外 の テ キ ス トで は ，原 価計 算 の 目的 は集約的 に 記 され て い る 場合が 多い ．例 え ば ，

　Lanen 　et 　aL （2008 ）で は ，意 思決 定支 援 目的 とコ ン トロ
ール 目的 の 大 き な 2 っ の 分類 が 用 い

　 られ て い る．
4 高橋 （2004＞は ， 東 証

一部 上 場 の 製 造 企 業 824 社 とサ
ー

ビ ス ・非製 造 業 690 社 の 計 1，514 社

　 対象 の 原価 計算 ・原価 管理 に 関す る実態調 査 で あ る ．
5 生 産環 境 と ABC の 採用 との 関係 に っ い て の 分析 も実施 され て い る （Bjernenak ，

工997 ；Hoque ，

　 2000）．これ ら は ，原 価構造 ，製品 の 多様 性，JIT 生産，　 FA 化 とい っ た 生産環 境な どが ABC

　 の 採用 に 与 える影 響に つ い て 検討 して い る ．Bjernenak（1997）で は ，間接 費率 が高 い 原 価構

　 造 の とき，あ るい は製 品 の 多様性 が低 い と き，競争環境が 比 較的 穏や か で あ る とき に ABC

　 が 採用 され る こ とを明 らか に した ．また， Hoque （2000）は ，　 JIT 生産 の 導入 と ABc の 導入 が

　 負の 関係 に ，FA 化 と ABC の 導入 が 正 の 関係 に ある こ とを つ き とめ て い る ，
6 ま た ， 標準原価 計算 と実 際原価 計算の よ うに

， す で に 統計 的な検証 が 実施 され て い る よ うな

　 問 題 に つ い て は ， 本論 文 で は 取 り上 げ る こ とは し ない ， とい うこ とで も あ る ，
7 本項 で の 報告事項 は

，
加 登 ほ か （2008 ）に も とつ い た もの で あ る．

8 こ の よ うな形 で の 謝 礼 は 公 的 な研究費を 用 い るこ とが 出来 るか ど うか の 判 定が難 しか っ た

　 ため ，こ れ らの 購 入代 金 は 私費 で 賄 っ て い る．
9 固有値 1 以 上 と い う基 準 で 因子 抽 出 を試み た場合 ， 7 つ の 因 子 の 抽出 が行 わ れ た が ，こ れ ら

　 は 顕在項 目が複数 の 因 子 に 強 く負荷 し て い た り，ある い は どの 因子 に も弱 く しか 負荷 して い

　 なか っ た りし た ．そ こ で ，因 子 数 を減少 させ て い く と， 5 因子 の 時 に こ の よ うに解釈が 可能

　 で 因子負荷 も適 当 な 形 式 の 分析結 果 が得 られ た ．
Io こ こ で は ，各尺 度 を構 成す る諸 項 目を，い っ た ん 平均 O， 分 散 1 に 標準 化 した 上 で ，単純 平

　均 して い る ．こ れ は ，回 帰分析 に お い て 潜 在因子 を用 い る際 の 尺 度 化 に つ い て の 議 論 で あ る，
　 Grice　and 　Harris（1998 ）に 従 っ た方 法で あ る ．
u 　EA 化 の 尺 度 は，　 Brownell　and 　Merchant （1990 ）や 李（1998）な どで 採 用 され た 尺 度 を採 用 し

　 て い る．具体的 に は ， 「平均 的 な生 産 ライ ン の 自動化 の 度 合 い に つ い て 最 も当て は ま る もの

　 をひ とつ 選択 」 して ほ し い とい う質問に 対 し て ， 1）手動 工 具 を 用 い る 工 程 ，
2）電 動 工 具 を用
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　 い る 工程 ，3）作業機械 の
一

部 自動 化，4）作業 機械 の 全部 自動化 ， 5）生産 ラ イ ン の 全部 自動 化 ，

　 6）コ ン ピ ュ
ー

タ制御 の 統 合生 産 ラ イ ン （CIM ，　FMS な ど）， とい う選 択肢 を提示 し て い る．本

　 来 は ，こ の 設 問 を 通 常 ライ ン と最 も 自動化 が進 ん だラ イ ン に つ い て 設 問 し，得 点 を合 計す る

　 の だが ，本研 究 が ス モ ール サ ン プ ル で あ る こ とと欠損値 が 多 くな る と い う問 題 か ら，こ こで

　 は 4）以上 の 自動 化 な ら 1 を，それ 以外 な らば 0 を と るダ ミ
ー

変数 と して 簡 便化 して 用 い て い

　 る、なお ，
こ の 尺 度 の 利 用 に つ い て 匿名 レ フ ェ リ

ー
よ り示 唆 をい た だい た ．記 して 感謝す る．

12 相 関係 数 が 0．5 を超 え る変数 が含 まれ る た め に ，回帰 分析の 際 に 多重 共線性 に よる誤 っ た

　推 定が 実施 され る 疑 い が あ る ．そ こ で ，説 明 変 数 間の 分散 拡大係 数 （VIF ）を算 出 した とこ ろ，

　最大 で 1．82，平均 で 1．60 で あ り ， こ れ ら変数 に よ る回 帰分 析 に よ る推 定 に は，ほ とん ど問

　題 が ない こ とが 明 らか とな っ た ．
13 なお， レ ビ ュ

ー
で 示 され た よ うに ， 総合／個別 原価計算の 選 択に 影 響 を 与 え る もの と し て

　受注生 産 比 率 が想 定で き る ．た だ し ，
こ の 点 に つ い て は 質 問票 内 で 多 くの ：L 場 ・事業所 が 社

　外秘 と して お り ， 結 果 と して 多 くの 欠 損 が 出たた め分析 に含 め るこ とが 出来 なか っ た．た だ

　 し，欠損 で は な く，か つ ，総 合 ・個別原 価 計算 を単独 で 用 い て い る 5正 の 工 場 ・事業所群 で

　の 差 の 検 定 を 実施 した と こ ろ ，Wilcoxon の 順位 和 検 定 ，
　 t 検定 の い ずれ で も ， 受 注 生産 比 率

　に つ い て は 1％水 準で 有意 な差 が観察 され た， これ は，個別原 価 計算 と受注 生産 が 正 の 関係

　に あ る こ とを示 して お り，従 来 の 定説 を支持 す る もの で ある ．
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論　文

管理 会計の 変化 と進化 的ア プ ロ
ー チ

一 株式会社村 田 製作所 にお け る管理 会計技法 の 進化
一

浅田拓史

〈論文要旨〉

本稿は ，個別 企 業 にお ける管理会計 の 変化プ ロ セ ス につ い て よ り良 い 理 解 を提供す る こ とを 目的

とし て い る．こ の た めに本稿 で は進化的ア プ ロ ーチを採用 し ， 株式 会社村 田製作所 の 事例 を用い

て ， そ の 優位性 を経験 的に検証す る．また ， 歴 史研 究にお い て 蓄積 され て きた 豊か な知見 を利用

し，こ れ を拡 張す る と い う方法 で よ り説明力 の 高い 分析枠組 み を構築 し よ うと試み る ，こ の よ う

な新たな分析 枠組 み を用 い る こ とで ，村 田製作所の マ トリ ッ ク ス 経営 に お け る管理 会計技法 の 機

能 の み の 変化 と い う新 た な進化型や，経 路依存性な どの 組織的 な変化 の 性質に っ い て考察する こ

とが 可 能 とな る，最後 に ，進化 的ア プ ロ ー
チ の 有用性 を主張す る と とも に ， 将来研 究へ 向けた い

くつ か の 課題 を述 べ る ．

〈キーワード〉

会計変化，歴 史，進化 ，経路依存，マ トリ ッ クス 経営

　　　Evolutionary　Process　in　Management 　Accounting　Change

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　王｛irofUmi　Asada

　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　Abstract

　The 　purpose　of 　this　paper　is　to　better　understand 　the　process　 of 　management 　 accounting 　change 　in

individual　entitjes・In　this　pape1〜the　superiority 　of 　the　evoiutionary 　apProach 　is　examined 　by　empirical 　data

which 　is　a 　case 　in　Murata　Manufacturing　Company，　Ltd．　The 　theoretical　framework　is　also 　inspired　from

that　of 　conventional 　historical　 s加 dies　which 　are 　characterized 　by　socio −economic 　or　efficiency −based

analys ｛s，　and 　distinguishing　two 　aspects 　of 　management 　accounting 　techniques ．　Based　on 　the　approach
，
　I

describe負1nctional 　 shift　of 　management 　 accounting 　techniques 　 in　 Matrix　 Management ’．　 And 　 the

organizational 　natures 　of 　ch ｛mge ，　fbr　example ，　path−dependence　is　also 　observed ．　From 　this　analysis
，
　the

paper　concludes 　with 　some 　directions　for　possible　fUture　research ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Key 　Words

accounting 　change ，　history，　evolution ，
　path−dependenc¢ ，

　Matrix　Management
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1， は じめ に

　本研 究 は ，類似 環境に 直面す る企 業間 で 管理 会計技 法 の 形 式的 多様 性 が 存在 す る こ とに っ い

て ， 従 来 の 環 境決 定論 的な ア プ ロ ーチ に よ る研 究 が十 分 な説 明 を提供 し な い とい う問題認 識 に

基 づ い て い る ．本稿 で は ，こ の よ うな問題 に 対す る進 化 的ア プ ロ
ーチ の 有用性 を ， 理論 的，経

験 的観 点か ら検 討 す る ．

　組織 を取 り巻 く環境 と の 関わ り に おい て
， 管理 会計 技法 が どの よ うに し て 誕 生 し

， 変化 し て

きた の か と い う聞題 は ，従来 ，歴 史研究 の 領域 にお い て 扱わ れ て きた ．従 来 の 管理 会計実 務 に

関す る歴 史研 究で は ， 主 として 社会 経済的条件 と の 関係 に お い て ， 管理 会計 の 構造 と機能が ど

の よ うに 展開 し て きた か に つ い て
， 長 期的，巨視的視 点か ら検討 し て い る （Chandler ，

1962
，

1977 ；辻 ，1971 ， 1981 ； 田 中 ， 1982 ；上 總 ， 1989 ；足 立 ， 1996）．

　他方 で ， 近年 ， 我 が 国にお い て は方法論 的進化論 お よび こ れ を利用 した研究 （藤本 ， 1997 ；

挽 ，2007），制 度進化 パ ー ス ペ クテ ィ ブ に よ る管 理会 計研 究 （澤邉，2006 ，2007a ，2007b ）な ど，

従 来研 究 と異 な る 分析枠 組 を志 向す る研 究 の 萌芽 がみ られ る ．ま た欧米 で は ， ポ ス トモ ダ ン 社

会 理論 な どを用い た 管理 会計 変化研 究 （Management 　Accounting　Change 　Study）や 新 し い 会計史

（New 　Accounting 　History ） と呼 ばれ る管 理 会計 の 変化 を扱 っ た
一

連 の 研 究が 注 目を浴 び て い る

1
．こ れ ら の 研 究群 は ，ケ

ー
ス ・ス タデ ィ の 方法 に よ っ て ，従 来 の 歴史 研 究 に 比 べ

， 相 対的 に短

期的 ， 微視的 な会 計の 変 化 に つ い て 分析 を行 っ て い る も の が 多い ，

　本稿 で は，歴 史研 究 に お い て 蓄積 され た豊 か な知 見 を利 用 し っ っ
， 個別 の 企 業 にお い て 管理

会計 技法 が ど の よ うに 変化 して きた か を明 らか にす る．よ り具体的 に は株式会社村 田製作所 （以

下 「村 田製作所」 とい う．）に お い て展 開 され て きた管理 会計 技法に 焦点 を当て ，長期 的な射程

の も とに ，当該企 業に お ける管理会 計技 法 の 変化 プ ロ セ ス を記 述す る．

　村 田製 作所 は 1944 年 に村 田昭 に よ っ て 京都市 四 条大 宮北 の 工 場に お い て創 業 した 京都発 ベ

ン チ ャ
ー

企 業 の
一

つ で あ る ．現在 は長 岡京 市 に本 社 を構 え，セ ラ ミ ッ ク コ ン デ ン サ を中心 とす

る電子 部 品 の 開発 と製 造 ， 販 売を手 掛 け る世 界的 な電 子 部品 メ
ー

カ
ー

で あ る
2
．本 稿 で は ， こ の

超優 良企 業を支え る経営管理 シ ス テ ム の 特徴 を明 らか に し，そ の よ うな経 営管理 シ ス テ ム が い

か に し て 形成 され た か に っ い て ， 進化的 ア プ ロ
ーチ に よ っ て 明 らか に す る こ とを試 み る．

　本稿の 構 成は 以 下の 通 りで ある．第 2 節で は，我 が 国 に お け る歴 史研 究及 び 進 化的 ア プ ロ ー

チに 関す る先行研 究 の 分析枠組 の 特徴 に つ い て 検討す る ．第 3 節で は ，株式 会社村田製作所 に

お ける 管理 会 計の 変化 の 事 例 に つ い て 記述 す る ．第 4 節 で は ，
こ の 事 例 を進 化的 ア プ ロ

ーチ に

よ り解釈する こ とを 通 じ て ，その 有用性 を 経験 的事 実に 照 ら して 考察す る．最後 に，第 5 節で

本稿 の 貢 献 と課 題 を簡 潔 に 要 約す る ．

1
管理 会計 変化研 究に つ い て は ，Management 　Accounting　Research 誌 で は ，2001 年 と 2007

年 に 2 回 に わ た っ て特集 号が 組 ま れ た ．管理 会計変化研 究に 関する近 年の 動 向に つ い て は ，浅

田（2009 ＞を参 照 され た い ．新 し い 会 計史 に 関 して は ， イ ギ リ ス 批 判会 計学 派 らに よ っ て ，
Accounting，　Organizations　and 　Society誌 を中心 と した 30 年以 上 の 研 究 蓄積が 湊） り，
Napier（2006 ）におい て 網 羅的 なサ ーベ イ が 行 われて い る．
208

年 3 月期 の 連結売上 高 は 631
，
655 百万 円 ， 税金等 調整前 当期純利 益 は 121

，830 百万 円 ， 期
末時 点 に お け る総資産 は 1

，
030

，
349 百 万 円 ，株 主 資本 は 844

，
230 百 万 円で あ る ．
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株式会 社 村 田 製作所 に お け る 管理 会計技法 の 進 化 一

2．先行研 究 の 検討

2．1．実 践 史 と して の 歴 史 研 究

　 は じめ に ， 歴 史研 究 ， と りわ け 管理 会計 実務に 関す る歴 史研 究 の うち主要 な もの にっ い て ，

そ の 分析 枠組 を 検討 した い ．

　 辻（1971 ， 1988 ）で は ，そ の 冒頭 に お い て 「管 理 会 計 の 基 本 問題 は ， そ の 本 質 ・機能 の 析 出 を

措い て ない ．」 と の 理 解 の も とに ，「技術」 が 必 要 と され る 厂社会経済的 条件の 分析視角 の 確立

が 何 に もま して 先行 しな けれ ば な らない 」 と して ，社会経済的条件 に よ っ て 必 要 とされ る 「本

質 ・機 能 」 の 観 点か ら計 算技術 を検 討す る とい う分析枠組 を提示 して い る．そ の 上 で ，歴 史研

究 の 意義に つ い て ，
「事象 の 本質 の 究明 は，その 完成 され た 姿態 の 観察 よ りも ， む し ろ単純か つ

素朴 な本源 的形態 に 遡 り，そ の 生成 発展 プ ロ セ ス の 史的 分析 に よ っ て 核 心 に触 れ る こ と」 （辻厚

生 ，1988，p．3） とい うよ うに規 定 し，と りわ け計算 技術 の 発生段 階に お け る社会経済条件の 分

析 の 重要性 を主 張 した ．そ して ， か か る分 析枠 組み を用 い て ，技 術者 の ため の 会 計 と会計士 の

た めの 会計 との 相 互 関係 の 中で ア メ リカ管 理 会計史 を析 出 した．

　上 總（1989）は，管理 会計実務 に 関す る歴 史研 究の 中で は例 外的 に ，
ア メ リカ管理 会計 の 発展

段階 モ デル とい う形 で ， 明示的 な分析 枠組 を提示 して い る，具体的 に は ，
「管理 会 計の 構 造 と機

能 は 会計 主体 ， 会計 目的 ， 会計対 象 ， 会計 手段 と い う 4 要 因 に よ っ て 規 定 され る が
， 分析 に際

し て は ，会 計主 体 は 資本家の 管理 機能 を遂行す る管 理組 織 ，会計 目的 は利 用 目的 と計算 目的 ，

会計対 象は企 業資本 の 運 動 を具 体的 に 表す経営構造 ， そ し て 会計 手段 は い くっ か の 管理 会計技

法 を 体系的 に編成 した 管理 シ ス テ ム と し て ，それ ぞ れ 具体 的 に把握 」 （上總 ， 1989 ， p．611） し

て い る ．そ の 上で ，
「企 業会 計 の 構 造 と機 能は 会 計 目的 （利 用 目的 と計算 目的）の うち ，と りわ

け計算 目的 に よ っ て 規 定 され る」 と の 理解 に 立 ち，「あ る計算 目的 を達成 す る た め ， ある利益概

念 の 下で 個別 的 な管理 会計技 法 が 開発 され る こ とに な るが ， さ らに ，い くつ か の 個別 的な 管理

会 計 技 法 は 中軸 的 な利 益概 念 の 下 で 体 系化 され ， 管理 会計 シ ス テ ム と し て組 織的に 運 用 され

る．」 （上 總 ， 1989 ， pp．王6−17） と し て ，管理会計 シ ス テ ム の 4 類型 とこ れ に 基づ く発 展 段 階モ

デル を提示 し た ．

　そ こ で は ，「管理 会計 シ ス テ ム は ，あ る特 定 の 会 計 目的 を果 たすた め に 開発 され ，そ の 機能

の 有効性 を確認 しつ つ 利用 され る ． しか し ， やが て 新 しい 会 計 目的 に対応 す る機 能 が 発揮 で き

な くな っ た とき，新 し い 機 能 を もつ 管理 会計 シ ス テ ム が 開 発 され る こ と に なる．新 しい 管 理 会

計 シ ス テ ム の 登 場 に よ っ て ， 管理 会計 の 構造 と機 能 は決 定的 に 変化 す る ．」 （上 總 ，1989 ，p。18）

と述 べ て お り，管理 会 計 の 構 造 ・機 能 の 変化 を，会計 目的の 変 化 （ひ い て は それ を もた らす環

境 条件 の 変化） に 求 めて い る ．す なわ ち ， 管理 会 計 の 変化 を ，外 部 の 社会 経済 的条件 の 変化 に

直接 的 に 関係 づ け る の で は な く，「会 計 目的 」 と い う経営者 の 主観 的意 図 を媒介 と し て とらえて

い る点 が 興味深 い ．た だ し ，「経 済 → 企業経 営 → 会 計」 とい う三 層構 造 の 中で 個 別企 業 の 管理 会

計実 務 が分 析 され ，そ の 歴 史 的展 開 を もっ て ア メ リカ管理 会計 史 と し て い る た め
， 結 果的 に

，

当該 研究 に お い て 会計 目的 は経営者 の 個性 を反 映 し た もの で は な く，経営環境か ら規定 され る

と認 識 され て い る，

　足 立 （1996）は 管理 会計 の 発 展 プ ロ セ ス に つ い て ，標 準原 価及 び 予 算 統制 を基 軸 とす る 「い わ

ゆ る管理会 計」 の 構造 ・機 能 の 展 開 に よ っ て説 明 され る 「顕在的展 開 プ ロ セ ス 」 に加 え て ，そ

れ以 前 の 「潜在 的展 開プ ロ セ ス 」 とい う理解 を付与す る こ とに よ り ， 管理 会計の 展 開 プ ロ セ ス
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に っ い て 新た な分析 枠組 を提供 した ．そ こ で は ，「い わ ゆる管理会計 」 の 形 式 的構 造 とそれ が 担

う機 能 との 生成 時期 の ズ レ に つ い て ，形 式 的構 造 の 生成 に先 行 し た 「経 営 管理 に奉仕 す る 会計 」

と して の 機能 の 生成 に 着目 した 検討 を行 っ て い る ．

　 こ の よ うに ， 主要 な歴 史研 究 の 枠組 を 見 て み る と ，
「い わ ゆる 管理 会計 」 の 形式 的構造 の 規定

と，会計技 法の 経営 管理 上 の 「機能 」 に つ い て 着 目 し て い る と い う点 は ，今 日的 な管理 会計実

務 の 変化研 究 に お い て も重 要 な示 唆 を 与 え る も の と い える ，他 方で ，上 總 （1989）の 発展 段 階 モ

デル で 示 され た よ うな，管理 会計 シ ス テ ム の 形 式 的構造 の 連続性 と利 用 目的 の 非連 続性 の 共 存

とい う視点 は ，従来 あま り強調 され て こ なか っ た ． しか しな が ら，管理 会計技法 の 変化 を 説明

す る 上で ， こ の よ うな視点 は 単純 な環境適応 に とどま らない 進化の プ ロ セ ス を明 らか にす る上

で 有用 で ある と考 え られ る．

2．2．管理 会 計研 究 に お け る進 化 的 ア プ ロ
ー チ

3

　経 営シ ス テ ム の 進 化論研 究 モ デル を提 唱 し ， 会計 学分 野 に も大 き な 影響 を及 ぼ し て い る もの

と し て 藤本 隆宏 に よ る 「方法論 的進化 論 」 及び 「進 化論 的ア ブ n 一
チ 」 が あ る ．「方 法論的進 化

論」 と は ，「説 明 対 象 とな る進化 現象 ある い は 進 化す る シ ス テ ム を まず特 定 した うえ で そ の 分析

の た め の 手段 と し て 進化論 的 分析枠 組 を考案す る の で は な く，逆 に ，まず 実証 分析 の 進化 論的

枠組 （方法論）を先 に規 定 した うえで ，そ の 枠組 で もっ て 有意味 な分析の で きる対象 を事 後的

に 『進 化す るシ ス テ ム 』 と判 定す る立場 」 （藤 本 ，2000 ，p．51）で あ る．藤本 の い う 「進化 論的

ア プ ロ
ー

チ 」の 特徴は ， 発 生 の 論 理 （発 生 論 ）と存続 の 論理 （機 能論）の 峻別 と，「事 後合 理性 」，

すなわ ち ，
「目的合理 性 を もつ と事後的 に観察 され る シ ス テ ム の 形成 プ ロ セ ス に 対す る ， 目的論

に 依 存 しない 動 態的 説 明」 （藤本 ，2000 ，p．63）で あ る．発 生論 的な記 述 を重視 し て い た従 来 の

歴史研 究に 対 して ， 藤本 の い う 「進 化論的 ア プ ロ
ー

チ 」 の 優位性 は ， 発 生論 と機 能論 の 峻別 に

よ っ て 記述 理 論 と し て の 説 明能 力 を 高め た 点 に あ る ．

　挽（2007）で は ， 藤 本 の 枠組 に依拠 した上 で ，管理 会 計 の 事 後合理 的 な進 化 や，進化 に対 す る

経営理 念，経 営哲 学お よび組織 風 土 ・文化 の 影 響な どに つ い て 幅広 く検討 して い る．と りわ け，

米 国発 の 管理 会 計 が 日本独 特 の 社会的文 脈 の な か で どの よ うに受容 され ，進 化 した か に 注 目 し

て い る点が 特徴 的で あ る ．

　澤邉（2006）で は ， 新制 度派 組織論に お け る制 度理 解 を進化論 的枠組 と結び つ けた 「制 度進 化

パ ー ス ペ ク テ ィ ブ」 を提 唱 し て い る ．か か る 制度進 化 パ ー
ス ペ ク テ ィ ブ の 特徴 は ， （状 況 ， 目的，

手 段 ） とい う制度理 解 と，形式 的構造の 次元 に お け る管理 会計技 法 を 複製子 ，実質 的機 能 の 次

元 に お ける管理 会計 技 法の 利用 主体 を相互 作用 子 と して捉 える 点 に あ る （澤 邉 ，2006 ；2007a ）．

さ らに ，
「制度進 化 パ ー

ス ペ クテ ィ ブ」 は ，藤本 の （構 造 ，機 能 ） とい う要素 分類 を精緻化 して

い る．加 え て ，制度 論 な い し は 旧制 度派経 済学 に 依拠 した Bums 　and 　Scapens （2000）な ど の 枠

組 とは 異 な り ， 実質 的機 能 の 次元 に お け る管 理会 計技 法そ の もの を相互 作用 子 と捉 える こ とで ，

「複 製子 レ ベ ル の 実体観察 可能性 」を高め ，
「派 生的 に ， 実態 とプ ロ セ ス の 双 方 にお ける 二 っ の

レ ベ ル の 分 離可能性 お よ び 複製子 が 相 互 作 用 子 に 発 現す る プ ロ セ ス の 明示 的 分 析 」 （澤邉 ，

2007a） を容 易 に し て い る ．

　以上 の よ うに進化 的 ア プ ロ ーチの 特徴 は，発 生論 と機 能論 の 峻別 で あ る とい え る ．そ の うえ

で ，
こ れ を よ り よ く説 明す るた め に ，制度進化 パ ー

ス ペ クテ ィ ブ で は （状況 ， 目的 ， 手 段 ） と

3
本 稿で は ，

「進化 論 的ア プ ロ
ー

チ 」や 「制 度進 化 パ ー
ス ペ クテ ィ ブ」 な ど の ア プ ロ ーチ を 「進

化 的 ア プ ロ ーチ 」 と し て 表 記す る．
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ー

株式 会 社 村 田 製 作 所 に お け る 管理 会 計 技 法 の 進 化 一

い う制度理解 と，導入 目的 と維 持 目的 ， 複 製子 と相 互 作用 子 の 分離 な ど の 分析枠組 を 提 示 して

い る．

2．3．従 来 研 究 の 問題 と進 化 的 ア プ ロ
ー

チ に よ る補 完

　我 が 国に お ける 管理 会 計実務 に 関す る歴 史研 究 の 多くは （ま た諸外 国 に お い て も），Chandler

（1962，1977 な ど）の 影響 を色濃 く受 け た もの で あ り ， 経 営者 が効 率性 を 向上 させ る べ く特定

の 管理 会計技 法 を選 択す る と い う環 境決 定論 的 な前提 を 共 有 し て い る ．か か る 特徴 は ，巨視的

か つ 長期的 な視 野 をもつ 歴 史研 究に お い て は ，説 明 の 論 理 明快 さとい う長 所 を 与え る
一

方 で ，

分析 対象を細分化 しよ うとす る と きに は モ デ ル の 妥 当性 は 保証 され ない ．すなわ ち，対象 を細

分化す れ ば そ れ だ け検討す べ き関係 状況 の レ ベ ル が 変化 し重要 と され る変数 の 種類 も変わ る と

考え られ る の で あ る．

　従 来研究 の 多 くは ，企 業 を取 り巻 く社 会 経済 的条 件 を会計 変化 の 要 因 と して重 視 して お り ，

加 え て ， 複数 の 最先端 企業 の 事例 を 部分 的に利用 し て 歴 史 を構 成 し て い た ． これ らの 要 因分析

は ，あ る技法 が社会 的に 普及 す る理 由を明 らか に して きた ，し か し，個別 企業 の 分析に お い て

は ， よ り組 織的な 要 因が 重要 に な る と考 え られ る ，あ る技 法 （お よ び そ の 集合 と して の シ ス テ

ム ） が 形成 され る とき，多 くの 場合 に は全 く新 し い 技法 を導入 す る の で は な く既 存 の 技 法 の 形

式 的な特徴を 引 き継 い だ 技法 が 作 られ る傾向 に あ る
4
．進 化的ア プ ロ ーチ で は ，こ の よ うな経路

依 存的性 質が解の 選 択 に つ い て 重要 な示 唆 を与 る も の と考 えて い る ．ま た ， 進化 的ア プ ロ
ー

チ

に お い て は 組織内の 関係規定 的な側 面 に も注 目し て い る．個別企 業に つ い て 管理 会計 の 変化 を

分析 す る際 に は ，こ の よ うな組 織 的文脈 に よ り大 きな注意 を 向け る こ とが 有意 義 と考 え られ る．

　 また ， 従来歴 史研 究で は，形式的構 造 と機 能 を個別 に規 定 し つ つ も，特定 の 形 式的構造 と機

能 を
一

対 の も の と し て扱 っ て お り ，
こ の よ うな機 能 の 「発展」 がみ られ る場合 に は 形式 的構造

の 変化 が 生 じる もの と想 定 し て きた ．こ れ に対 し て ，進 化的 ア プ ロ ーチ で は，同
一

の 形式 的構

造 の 下 で の 機 能や 利用 目的が 変化す る進化 型 に ま で説 明対象 を拡大 する ，こ の よ うな見方 は ，

大 きな構 造進化 が 生 ず る間 に 生 じ て い る 「小 さな」 進化 に つ い て 有 用な 分柝視角 を与 えて くれ

る ．

　 こ の よ うに本稿 で は，進化 的ア プ ロ ーチ に よ り従 来の 歴 史研 究 の 枠組 み を拡 張す る こ とで ，

個 別 企 業に お け る管理 会計 の 進化 プ ロ セ ス の 分析 を試 み る ．

3．ケ ー ス 研 究

3．1．研 究方法

　本 研 究は ，主 と し て 闘取調査 お よ び 資料 調査 の 方 法 に よ り行 っ た ．

　村 田製作所 へ の 調査 は ，全 15 回，総 時間 は約 42 時 間， うち聞取調 査 が 31 時 間，工 程 の 観

察 が 4 時間 ， 社 内報等 の 内部 資料調査 が 7 時 間で あ る、主 た る観察 対 象 は ， 同社 の 原 料工 程 を

担 う八 日市工 場 ， 主力 工 場 で あ る（株 ）福 井村 田 製作 所 ， そ して 海外 子 会 社 の Murata　Electronics

Singapore（Pte．）で あ る ．主た る調 査対 象者 は ，同 社顧 問泉谷裕 氏 （元 副社 長 ・
経理 部 長〉，経理 部長

安 田 三 雄 氏 ， 経理 部主 計課兼 企 画課 課長 由利 英 明氏 ，同 主 計課針 山啓 司氏 ，（株）福井村 田製 作所

4
例 えば ， 上總 （1989）で は ， 米 国に お ける管理 会 計 シ ス テ ム の 発 展段 階に み られ る 4 っ 類型

が ， 個別 の 管理 会計技 法 の 重 層的結合 に よ っ て 形成 され て きた こ とを明 らか に して い る．
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積層 コ ン デ ン サ企 画 部 長 石 谷 昌 弘 氏 ，同 管理 部 経 理 課 課 長 安 高 俊 之 氏 ， Murata　 Electronics

Singapore（Pte．）Ltd．，　Finance ＆ Accounting，　Assistant　General　Manager 戸高 純
一

氏 などで ある（役職

は い ずれ も当時 ）． 以下 で は ， 聞取 調査 で 得 られ た 情報 を 基礎 に ケ
ー

ス の 記 述 を行 っ て い るが
，

こ れ らの 情 報 は可能 な限 り他 の 文 献 資料 と照合す る こ とで バ イ ア ス の 排除 を図 っ て い る．

3．2．村 田製作 所 に お け る管理 会 計 の 生 成

　村 田製作所 は ，創業初期 （1950 年 代）の 人材 や 管理 力等 の 不 足 とい う状況 下 で ，どん ぶ り勘

定 に 陥 る こ とな く適 切 に 管理 を行 うこ とを 目的 と して 分社経 営 を導 入 し た （泉谷 ， 2001，

p．28−29）． こ れ は 管理 の 幅 を限定す る こ とで 管理 能力 の 限界 を補 うこ とを 目的 と した もの で あ

る ．加 えて ， 管理 者 に対 し て 利 益責任 の み な らず 資金管理 責任 を付 与す る こ とで よ り厳 格 な管

理 を行 うよ うに 動機 付 ける もの で あ っ た ．また ， ラ ジ オブーム や 白黒 テ レ ビ
， トラ ン ジ ス タ ラ

ジオ の 活況 に よ り成長 を続 け る同社 に おい て は，外部 か ら調 達 可能な資金 が 限 られ て い る中で ，

資金 調 達 は 重要 な課 題 で あ り ， 地 方 に割 り当 て られ た 資金 を獲得す る た め に北 陸な どに 生産子

会社 を設 立 す る こ の よ うな 経営手法 が有 効 で あ っ た ，北 陸方 面 へ の 進 出 は ，傾斜生 産政 策下で

同社 に 対 す る資金が劣後 して い たた め ， 日本開発銀 行 か ら の 地 域 開発 融資 や ， 中小 金融公 庫等

か らの 融資， こ れ に 伴 う都銀 ・地 銀 か ら の 協 調融 資な どに よ り，資金 調 達 を容 易 に す る 目的 も

あ っ た ，ま た ，消費者物価 の 低 い 同 地 城 に お け る 生産は 労働賃金 面 で も優位で あ っ た こ ともそ

の 理 由 の 一
っ で あ る （聞取調 査 2006 年 ll月 6 日）．

　 1950 年代 後 半 に は ， 進 展 しつ つ あ っ た 生 産規模 の 拡大 と製 品品種 の 増加 ，
工 程数 の 増加 を伴

っ た 生 産プ ロ セ ス の 複雑化 とい う状 況 に対 応す るた め，1959 年 に 工 程 別 損益 管理 を採用 した

（泉谷 ，2001，p．30）．こ れ は 従 来の 法人別 の 損益 計算 に加 えて ，各工 程 を 内部 振替価 格 に よ っ

て 細分 し管理 する とい うも の で あ る 。長 い 工 程 に つ い て
一

括 し て 責任 を持 っ て 管理 す る こ と の

で きる人材 の 不足 とい う課題 に 対応 して 管理対象 （工 程 ） を細分化 す る と同時 に，厳密 な原 価

計 算 の 困難 性 を内部 振替価格 を利用 した 工 程間振 替に よ っ て解決 したの で あ る．また，こ の よ

うな工 程別 の 損 益計 算 は ，製 品 多様化 の 進 展 な どに よる管理 対象 の 増 大 に 伴 い ，各 損益管理 単

位 の 生産性 や 不 良率改 善な ど の 活 動評 価に お い て 利用 され ，重 要性 を増 して い く．さ らに ，従

業 員 の 独 立 採算 意識 の 向上 や 業績 評価 が 容 易 に な る な どの 機 能 も認 め られ る よ うに な り，その

後現在 に 至 る まで 同 社 の 経理 制 度の 根幹 をなす もの と して 定着す る こ と とな っ た ．

　 1960 年 代 は じめ に は，資金 管理 に対 す る 意識 付 け を 目的 とし て ， 名 誉相 談役 の 村 田治 氏 の 指

導 の もと 「社 内金利制度 」 が導入 され た ．村田製作所 にお け る社 内 金 利制 度は ，導入 初期 よ り

金利 を工 程 原価 で ある との 認 識 の も とに ， 各 工程 に跡 付 け て 原価 に算入す る とい う方法 が とら

れ た ，こ の 時点 で は ，「社 内金利」 は借入 金 利 を 基礎 と し て 決 定 され て い た． こ の よ うに し て ，

各 損益 部門 に お い て 計 算 され た利益 尺 度 は残余利 益 と して の 性 質を備 え もつ に い た っ たの で あ

る ， こ の 時 点 で は ， か か る利益 は業 績評価 尺度 とし て 用 い られ た 、

　 ま た 1960 年 代 中 ご ろ に は ， 「費用 の 三分法 」 と呼 ばれ る村 田製 作所 独 自の 計算技 法 が導入 さ

れ た ．こ れ は ，社 内金 利 を含む 厂原 価」 を変動 費，加 工 費 ，間接 費 の 3 つ に分 類す る手法 で あ

り，こ の 変動費 と加 工 費 を収 益 か ら控 除 して 算定 され た利 益 を 正 味利益 は 呼 ばれ て い る （泉谷 ，

2001 ，p．120 参照）．こ れ は 従来 の 限界利 益 に 注 目 し た経 営管理 実践 の も と で は ，機 械化 （資本

集約化）に よ っ て 減少 した 労務費が 強調 され ，同 時に増加 す る機 械設 備 に か か る原 価が 十分に

考慮 されて い ない と い う状況 を改 善す るた めに 導入 され た もの で あ る ．い わ ば投 資の 事後 的 な

評価尺 度 と し て 利用 され た もの で あ る とい え る．

76

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

　 　 　 管理 会 計 の 変 化 と 進 化 的 ア プ ロ
ー

チ

ー
株式会社村 田 製作所 に お け る 管 理 会 計 技 法の 進化

一

　 1970 年代 前半 は カ ラ
ー

テ レ ビ ブ ーム に 伴 う需要 拡 大 に対応 す べ く， 北 陸 ， 山陰 を 中心 に 多 く

の 国内子 会社 工 揚 が建設 され ， 生産設備 の 増強が 行 わ れ た （泉谷．2001，p．98）．こ の よ うな旺

盛 な投 資 を背 景 と した 資金 不 足 問題 は ，依 然 と し て 村 田製 作所 の 重要課 題 で あ っ た ．特 に ，1973

年 に 生 じた 第 1 次石 油危機 に端 を発 す る不 況 の あお りを 受 け ， 同社 は 第 38 期 （1974 年 9H 〜

1975 年 3 月 ）と第 39 期 （1975 年 3 月 〜 1975 年 9 月 ）の 2 期 連続 で ，創 業以 来 初 の 赤字 決算 と

な り，資金調 達 も困難 を極 めた．

　 1970 年代後 半以降，村 田製 作所 は ，海 外 に お ける生 産 販売 活動 を本 格化 す る ，シ ン ガポ ール

に生産 販売会社 を設 立 し た こ とを皮切 りに ，ア メ リカ ，ブ ラ ジ ル
， メ キ シ コ ， タイ な ど ， こ の

時期以 降に 各国 へ の 海 外展 開 を 行 っ た ，同社の 海 外現 地生 産 は ，1972 年 シ ン ガ ポ ール に生産販

売会社 を設 立 した の が 始 ま りで あ る （村 田製作所 ， 1995 ， p．113）．「市場の あ る と こ ろ で 生 産 し ，

供 給す る 」 こ と を海外 生 産 の 基本政策 と し て
， 人 件 費の 低 い 海外現地生 産 を行 っ て こ なか っ た

同社 も，セ ッ トメ
ー

カ
ー

か らの 海 外進 出要請に応 え るか た ち で シ ン ガ ポー
ル 進 出を決断 す るに

至 っ た．そ の 後 ， 1973 年 ，GM との 取 引の た め，ア メ リカ の ジ ョ
ージア 州 に 工 場進 出 し ， 現地

生産 を開 始す る．同年 に は ， Murata　Corporation　ofArnerica が ガ ラス ト リマ や積 層 コ ン デン サ を

製 造す る米国 JFD 社 を ， そ して ， 1978年 に は 台湾の セ ラ ミ ッ ク コ ン デ ン サ 製造 会社 を相次 い で

買収す る．1980 年 に は，村 田製 作所 はカナ ダに本 社 を置 くセ ラ ミ ッ ク コ ン デ ン サ製造 会社の

Erie　Technological　Products　Ltd，（以 下，「エ リ
ー

社 」 と い う．） を買収す る，その 後 も 1986 年 ブ

ラジ ル ， 1987 年 メ キ シ コ ， 1988 年 タイ， 1993 年 マ レ
ーシ ア に それ ぞれ 製造会 社 を設立 し ， 積

極 的 に海外 展開 を進 め て い く．こ れ らの 製造子 会社 は ， 主 と して現 地 の 企 業誘致政 策に よ っ て

展 開 し て い た メ ーカ ーか ら の 部品供 給要請 に 応 え て 進 出 し た もの で あ る （村 田製作所 ，
1995

，

P．170 ）．

　他方 ，国内子 会社に つ い て も ， 続 々 と子 会社や 事業所 を設 立 あ る い は買収す る こ とに な る
5
．

同
一

製品 を複 数 の 地 域 で 生 産 す る こ と は ， リ ス ク 分 散や 内部競争 を 目的 とす る 側 面 もあ っ た

（『機 関誌 ム ラ タ』， 1985 年 4 月 ，通 巻 第 66 号 ，p．2）． こ の よ うな急激 な成長 に は 電子機器 の

イ ン テ リジ ェ ン ス 化 の 進 展 が大 き く寄与 して い る ．電 子 機器 に 搭載 され た コ ン ピ ュ
ー

タ に 必 要

な発 振子 の 需要 が増大 した が ， 村 田 製作所で は従 来 の 水 晶を利 用 し た もの よ り も安 価で 優れ た

特性 を有す る セ ラ ミ ッ ク発 振子 （商品名 ： セ ラ ロ ッ ク   ） を開発 し，か か る 市場 が 急成長 を遂

げた の で ある，こ れ に よ っ て 村 田製 作所 の 成長 は加 速 し た．

　泉谷（2001）に よれ ば ， こ の 時 期 （1970 年代） に は ，成長 プ ロ セ ス で い く っ か の 問題が 顕在 化

し た とい う．具 体的 に は   子 会社 の 増加 に よ っ て ， 村 田製 作所 グル
ープ全体 と し て の 損益 管理

の 必 要性 が 増大 し ， ま た   製品 種類 が 増加 し，そ れ らの 製 品に は共 通工 程 があ り品 種別 損益 管

理 が で き ない
，   販 売部 門 は 粗利 益 率 で 管理 され る と安い 価格 で の 販売 を 躊躇す る ，の 3 点 が

挙 げ られ て い る．そ し て ， こ の よ うな問題 へ の 対 策 と し て 以下 の よ うな取 り組 み が な され た．

す なわ ち ，   連結決 算書 の 作 成
6
，  製 品別事業部 制 の 導入 ，   工場 の 操 業水 準 向 上 を意 図 した

5
具 体的 に は ，

1976 年金 津電子 工 業（株 ），1977 年 村田 貿易（株），七 尾 電 子 工 業（株），1979 年（株）

鯖 江製作所 ， 1981 年（株 ）小松 村 田製 作所 をそれ ぞれ設 立 し ， 1982 年 に は 電気音 響（株）に 資本 ・

経営参加 ，（株）富 山村 田製作所 を設 立 ，そ の 後 も 1983 年 （株 ）出雲村 田製 作所 ，
玉984 年 （株 ）金

沢 村 田製作所 を それ ぞ れ 設 立 ， 1987 年野 洲 事業所 を 開設 し て い る ．
6

同社 が 連結財務 諸表 （日本 の 連 結財務諸 表作成基 準（草案）に よ る ）を 作成 した の は 1968 年 か

ら で ある．1973 年 に は 国際資金 調 達の た め ，米 国基 準 に変 更 し現在 に 至 っ て い る （泉 ， 2001 ，

P．35）．
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販売部門 の 販 売手 数料収入 と営業費用 で の 損益 管理 ，   研 究開発 費 を各 製 品 に負担 させ る （製

品別損 益作成 の た め ）， 
一

般 管理 費お よび 販売 部 門費 は 用役基 準 を べ 一
ス とす る製 品別 配 賦基

準 を用 い て配 賦す るな どで あ る （泉谷 ， 2001 ， pp．31−33）．

　上 記 対策   の 製 品別 事業 部制 の 導入 は
， 具体 的 に は

， 開発 と製造 ， 営業を
一

貫 し て 製品 単位

毎 の 経 営を強化す る
「
商品 別 経営」 と して行 われ た ．ま ず，1974 年 10 月 に 「（通 称）商品 事業

部 別 の 組 織運 用方針」 が制 定 され ，社 内的 に 「商品 別 経営 」が 推進 され る こ と とな る，これ は ，

「オ ール ム ラ タを商 品別 に 縦割 りに し，市場競 争 に打 ち勝 つ ため に 市場 ニ ーズ に基 づ い て ，
っ

くる こ とと売 る こ とを統合 し商品経営 を推 進 して い く体 制 をめ ざ した も の で あ っ た ．」 （村 田製

作所 ，
1995，p．128） とあ る よ うに ， 市場 ニ

ーズ とい う外 部環境 へ の 対応 力 の 強化 を志 向する も

の で あ っ た ．各事 業部 の 経営 を担 う人材 が 整 っ た の ち，1983 年 5 月 に よ うや く正 式 に 制度化 し ，

対外 的に も公 表 され た （村 田製 作所 ， 1995 ， p．128）．こ れ に よ っ て ，
「場 所別 経営」 と 「商品 別

経営 1 とい う二 つ の 指揮命令系統 を もつ マ トリッ ク ス 組織 が 誕生 した．

　加 え て ， 製品 別 事 業部制 の 採 用 に合わ せ て 「社 内資本 金 制度 1 へ と移行 した ．し か しなが ら，

独 立 採 算と い う考え方 か ら部 門利 益 の 留保 を認 め た た め ，予 期せ ぬ 弊害 が 生 じた ． こ れ に つ い

て 泉谷（2001）で は ，
「過 去 に 高 い 収 益 を上 げて い て 部門利益 留保金 が た ま っ て い た が ，将来 の 事

業 拡大 は そ れ ほ ど期待 で きず ，既 に損 益 が 悪化 し て きて い た 事業 部 が あ っ た ．事 業部 に は 事業

部 の 資本 金 と部 門 内部 留保 金 で 再投 資 を認 め て い た の で ， 全 体 と し て の 設備投資資金 の 配分調

整 に 苦 労 した ．当時 は 資金 が 潤 沢 に な か っ た時 期で もあ り，こ の こ とは 大 きな問題 で あ っ た．」

（p．153） と述 べ られ て い る ．そ の 結果 ， 1977 年 に は 同 制度を廃 止 し，再び 「社 内金利 制度 」

へ と移 行 し て い る ．

　そ して 1980 年代 ごろ に は ，社 内金 利 は 加 重 平均 資本 コ ス トを基礎 と し た もの へ と変更 が加

え られ ，こ れ に よ っ て 損益 管理 単位 ご とに 算定 され た利 益 は ， 資本 コ ス トを控 除 した残 余利 益

と し て の 性 格 を も つ に 至 っ た ．こ の よ うな 計 算構 造 の 変 化 は ，従来 の 単純 な工 程別 損益 計算に ，

投資効 率 の 測 定 とい う新 たな機 能 の 可 能性 を付加 した．

　 こ の よ うに ， 1970 年 代後 半か ら 1980 年 代初 頭 にか けて ，村 田製作所 の 特徴 的 な経 営 シ ス テ

ム で あ る マ トリ ッ ク ス 経営 の 基礎 的 な枠組 が 確立す る， マ トリ ッ ク ス 経営 で は ，職能 部門別 の

損益管理 に加 えて ，事業別 の 損益 管理 が 組 み合わ され て い る，こ れ は，従 来 ，「場 所別 （職 能別 ）」

に分散 す る傾 向 に あ っ た計 画機能 を ，
「事 業別」 に 開発 製造 ， 営業の 各職能部 門 を

一
貫す る 形

で 再 編する こ と を意味 し て い た ．そ の 上 で
， 管理 ス タ ッ フ が 全社 的観点 か ら両者 の 調整 を行 う

こ とに よ り，業務効 率 を維 持 した まま ， 事 業 ごと の 戦略計 画 を行 うた め の 手法 と し て の 「三 次

元 マ トリ ッ クス 組織 」 が 形 作 られ たの で あ る．

　 1985 年の プ ラザ合意 後 ， 円 高 の 進 展 に 伴 い
， 電子機器 産業 の 東 南ア ジ ア を中心 とす る海 外進

出が 加 速す る ．こ れ に 合 わ せ て 村 田製 作所 も，上 述 の よ うに海外 現地 生産 を推進 す る こ とに な

り ， 販 売拠 点 も世 界 各 地 に 相 次 い で 新設 した （村 田 製作 所 ， 1995，p．171−172 ；Murata　Corporate

Data　 2eo5 −2006 ，　 pp．3−4）． 1990 年代 ご ろ か らは 自動 車電 話や携帯 電話 ， 無線呼 び 出 し
，

コ
ー

ド

レ ス 電 話 な どの 移 動 体通 信 事業 が 急 速 に 拡大 する （村 田製作所 ， 1995，p．166）． こ の 流れ は 現

在 に 至 る ま で 続い て お り，特 に 携 帯電話 の 第 3 世代 端末 や Bluetooth  搭 載端 末向 け の 市場 が 活

況 を呈 し て い る．他方 ， 自動 車 の 電 装化 に 伴 い カ
ー

エ レ ク トロ ニ ク ス 市 場 も拡大 し てお り，ノ

ー トパ ソ コ ン 市場 な ども順 調 に推移 して い る ．2002 年 3 月期 と 2003 年 3 月期 は ，い わゆ る IT

バ ブル の 崩壊に 伴 う
一

時的 な低 迷 期 を 迎 え た が ，それ を除 い て は概 ね 堅 調 に 推移 して い る．

　 1980 年代後 半 以 降に な っ て くる と ， 村 田製 作所 は 転換 社債 や株 式 の 発 行等 に よ り借 入金 に依
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　 　 　 管 理 会 計 の 変 化 と進 化 的 ア プ ロ ーチ
ー株 式 会 社 村 田 製 作 所 に お け る 管理 会 計技 法の 進 化 一

存 しない 経営 を確 立 す る ．1976 年 ，同社 は さ らな る資金 調 達の た め に ，経 理 部長 （当時）の 泉

谷裕氏 の 発案で シ ン ガ ポー
ル 証 券取 引所 に 上 場 し ， DRS （シ ン ガ ポ ール 預 託 証 券）を発 行 し た ．

加 えて ，1977 年 に ル ク セ ン ブル ク証 券取 引所 に上 場 し ， 1978 年 に は ドイ ツ で株 式 と同 時 に ドイ

ツ マ ル ク建 無担保転換社債を発行 し ， 1979 年 ス イ ス フ ラン 建転換社 債 を ，1990 年 ヨ
ー

ロ ソ バ 預

託 証 券 ，
1981 年米 ドル 建 無担保転 換社 債 ，1983 年 第 2 回 ス イ ス フ ラ ン 建 て 転 換社債 と第 2 回 ヨ

ー
ロ ッ パ 預 託 証 券，1984 年第 2 回 と第 3 回 米 ドル 建 無担 保転換社 債 を発 行 し て い る，国内で は ，

】973 年 に物 上 担保 第 1 回転換 社債 （10 億 円） を起債 した こ とを は じめ と して ， 1981 年 に第 2

回 無担 保 転換社債 を発 行 ， 1982 年に株 式 時価発 行を行 い
，
1985 年 に第 3 回 無担保 転換社債 ，

1987

年 第 4 回無担 保転換 社債 を発 行 して い る ．そ して ， 1987 年 の 転換社 債の 発行 に よ り，現在 も続

く借入 金 に依 存 しない 経 営が 確立 す る こ ととな る ，か か る財務基盤 の 拡 充 を受 け て ，銀 行審査

に よ らな い 独 自の 投資意 思決 定が 必 要 と され る よ うに な っ た ．こ の よ うな潜在 的な需要 の 変化

を受けて ，従 来 の 「損益部 門」 は 投資管理 単位 へ と進化 した．す なわ ち ， 損益部 門 ごとに 算定

され た （残 余 ）利益は ， それ 自体 ， 当該 部門 の 投資効率 の 管理 尺度 とし て の 機能 を果 たす こ と

に な っ た ．

　 こ の 時期に ，村 田製作所 の 特徴的 な投 資経済計算制度で あ る 4 っ の 指 標 に基 づ く増 分残余利

益計算 が 確 立 され た （下を 参照 ）．こ の 増 分残 余利 益計算 は 設備 投資 に よ っ て 増加 す る加 工 費等

の 増分 と ， 逆 に 投資効果 と して 減少 す る原 価等に 注 目 し，両者 の 純 減少 額 とし て の 残余利 益 の

純 増加 額 に よ っ て 投資計画 の 良否 を 判定 す る と い う手 法で ある ．導入 当初 にお い て は ，
こ の 増

分利益 の 算 定 に お い て は ，
正 味利 益 に加 えて ， 変動 販売 費等の 項 目が考慮 され た ．現在で は 当

該 増分利 益の 算定に お い て は ，販 売費及び
一

般管理 費や営業外損益 等 も考慮され て お り ， 管理

対 象の 拡 大 と精緻化 を見 て とる こ とがで き る ．

　そ こ で は ，増分 利益 を用い て ， 「投 資利 益 率」，
「回 収期間 」， 「投資 効率 」，そ して 「増分 資産

利 益率」 と い う4 つ の 尺 度に よ り投資 を評 価す る （各 指標 の 算 定式 は 下 記 の とお りで あ る）．「投

資利 益率」 は設備 投資額 に対す る 1年 間 で 生 み出 され る利益 を示 す 短期 の 投 資効率 の 指標 で あ

る．「回収期 間」 は ，増分 利益 に よ っ て 設備 投資額 が どの 程度 の 期間 で 回 収 で きる か を示 す 収益

性 指標で あ る
7
．「投資効率 」 は ， 設 備 投資 額 に 対す る設備 投資 の 効果 が 及 ぶ 期 間 （償 却期 間）

に稼 得 され る増分利益 の 比 率 を 示 す，長期の 投資効 率の 指標 で あ る ．「増 分 資産 利益 率」 は，投

資利 益 率に っ い て 流動 資産 の 増加 分 を補正 した 指標 で あ り，増産 の た め の 拡大投資に お い て 意

味 をもつ ．こ の よ うに ，正 味利 益計算 は正 味利 益 を基軸 と して ， 投 資案 の 多面 的 な分析 を行 お

うとす る点 に特徴 が あ る，こ の よ うな 投資 意思 決 定手 法 は ，1980 年代 半 ば よ り同社で 展 開 され

た 肥 （lndustrial　Engineering）活動 に伴い 蓄積 され たデ ータ ベ ー
ス が ，そ の 基礎的 データを提供

す る こ とに よ り可 能 とな っ た ．

  投資利益 率 （％ ）＝年間増分利益 ／設備投 資額 X ］00

  回収 期 間 （月 ） ＝設備投 資額 ／ （A 間増分利益 ＋ A 間増分 減価 償却費 ）

  投資 効率 （倍） ＝ （年 間増分利 益 × 償却年数）／設備投資額

  増分 資産 利益 率 （％） ＝年 間増分利 益／（設備 投資額 ＋ 増分 流動 資産）XIOO

　さ ら に ， こ れ ら の そ れ ぞ れ の 尺 度に つ い て 高 い 目標値 が 設 定 され て い る． こ れ は ， あ え て厳

し い 目標 を課 す こ とで ，高い 経済性 の 投資案件 の 企 画 を促す こ とを意 図 し て い る． しか しなが

7
こ こ で 算定 され る回 収期 間 は割引回 収期 問法 と同 等 の もの で あ り ， こ の 点 に っ い て は 上總 ・

浅 田（2007）を参 照 され た い ，
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ら，指 標 を満足 しな い 投資案件 が ，即座 に棄 却 され るわ けで は ない ．その よ うな投資案に つ い

て は ，経営 者 に よる総合 的 な判 断 が行 われ る ．す なわ ち ， 資 本 コ ス トを上 回 る 高 い 目標値 は ，

投 資管理 単位 の 管理 者 と経営者 と の 権 限の 境 界 （管理 の 幅） を意 味 し て い る．

　加 え て ， こ の 増分 残 余利 益計算は ， 稟議 シ ス テ ム （泉谷 ， 2001 ， pp．330−340） と呼 ばれ る事

前 と事後 の 徹底 した検証 に よ っ て 担保 されて い る．す なわ ち，提 出 し た稟議 案件 に っ い て は ，

起案 か ら実行，成果 報告ま で を 全社共 通 の シ ス テ ム に よ り
一一

括 管理 す る ．特 に ，事 後報告 にお

い て は ， 起 案か ら
一

定期 日以 内 に所期 の 成 果 の 達成 状況 を ， 定量面 と定性 面 の 双 方で 評価 し報

告す る ，こ れ に よ っ て ，安易な事前計 画 を 防止 し，管理 者 の 注意を 事後 的な進 捗管理 に お ける

不利差異 へ と限 定す る こ とに よ り権 限委譲 を可 能 と し ， ひ い て は決裁 ス ピ ー
ドの 向上 を もた ら

して い る．

4．考 察

4．t．マ トリ ッ クス 経 営 の 特 徴 とそ の 進 化

　マ トリッ ク ス 経営 に お け る損益 管理 技法 の 第
一

の 特 徴 で あ る 「管理 対 象 の 細分化 」 と い う形

式的 構造は ，発 生論的 に は ，地 方 資金 獲得 や 労務費低 減な ど を 目的 と し た 分社 経営 を基盤 と し

て い る ．そ して 大企 業 へ と成 長 して い く中で ， 管理 力 不 足 な ど の 内的制約 の 下，市場 環境の 変

化 に伴 う生 産規模 の 拡大 ，製 品品種 の 増加 や 工 程 数 の 増 大な どに 対応 す る ため に採 られ た手 法

で あ っ た ．こ の よ うな 「解」 の 選 択に お い て は ， 1954 年 に 制 定 され た 村 田製 作所 の 社是 に あ る

「科学 的管 理」 の 思考，すな わ ち， どん ぶ り勘 定や放 任 で は な く，全社 的観 点か ら綿 密 な管理

を行 うこ とで ， 不況 な ど の 経済環 境の シ ス テ マ テ ィ ッ ク な 変化 に対応 す る と い う考 え方 が影 響

し て い る もの と考 え られ る，また
，

こ こ に は 「独 立 採算」 と い う考 え方 の 下 ， 従業員 の モ チ ベ

ー
シ ョ ン の 向上 が意図 され て い るが ，こ の よ うな機 能 は 必 ず し も当初 か ら想 定 され た もの で は

な く，その 遂行 プ ロ セ ス の 中で有 効性 が認 め られ る よ うに な っ た と考え られ る．

　第 二 の 特徴 で あ る 「損益 に よ る管理 」 は，各部 門 （工 程 ） の 業績評 価 を行 うた め の 手 法 で あ

っ た されて い る
9
．加 え て 言 うな らば，原価 計算 を行 う能力 の 不 足 した 初期段 階にお い て は ，い

わ ゆる 「標準」 の 設 定の 困難性な どか ら ， 部門 （工 程 ） 間振 り替 え に 技術 的な限界 が あ っ た こ

と へ の 対策で あ っ た ． し か し
， そ の 後 も村 田製作所 に お い て ，

い わ ゆる 標 準原 価計 算が 行 わ れ

なか っ た わ け で は ない ．聞取 調査 に よれ ば，振替 価格 を導 入 し て 問 もな く，標 準原価 計算 が 行

われ る よ うに な っ た とい う． こ こ で 注 目す べ き は ，科 学的 ・統 計的 調査 に 基 づ い て 能率 の 尺 度

と な るよ うに 予 定 され た 「技術標 準」 に基 づ く管理 と， 市場価 格 に 基づ い て 各工 程 に割 り当て

られ た 「市 場標 準 」 に よる管理 が 同時 に行 われ て い る とい うこ とで ある ．

　村 田製作 所 で は振 替 価格 は 基 本的 に 技術標 準 た る 標準 原価 に 標準利益 を 加 えて設 定 され る．

し か し なが ら ， 標 準 原価 か ら設定 され た 価格 で は基 準 とす る営業 粗利 が 確保 で きな い 場合 に は ，

予 定販 売価 格か ら基準 とす る営業利 益率 の 確保 で き る水 準 の 原 価 を許容 原価 として 設 定 して ，

こ れ に基 づ い た内部振替価格 とす る （泉谷 ，2001，p．83）．こ の 場合 の 許 容原価 は市場標準 とし

て の 性 質 を有 し て い る． とす れ ば， こ の よ うな振 替価 格 は 市場価格 を製造 工 程 へ と伝達 し，市

場価格 の 下 落 に対 して 各 工程が 担 うべ き 原価低減 目標 を明 らか に す る機 能 を有 し て い る も の と

8
聞 き 取 り調 査 時 入 手資 料 （村 田製作 所作成 ）「各種管理 制度 の 導入 時期 （推定）」 に よ る ，
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　 　　 管 理 会 計 の 変 化 と 進 化 的 ア プ ロ ーチ

ー
株式会 社 村 田 製 作 所 に お け る 管 理 会 計技 法 の 進 化 一

理 解 で き る．許容 原価 の レ ベ ル が 現状 の 原 価 と大 き くか い 離 して い る場 合 に は ， 具 体的な コ ス

トダ ウン の 見 込 まれ る水 準 の 目標原価を設 定 し ，
こ れ に基 づ い た 内部振 替価格 を設 定す る ．結

果 と して 許容原価 を達成 で き ない こ とに よ る損 失 は ，関係 部 門が 応 分 に 負担 す る こ とに な る （泉

谷 ，2001，p．84）．現在 の マ トリ ッ ク ス 組織に お い て は ，こ の よ うな 配分 調整 は管理 ス タ ッ フ に

よ っ て 担 われ て い る． こ の よ うに ， 振替価 格 は導入 時点 に お い て は ，業績評価な ど事 後的 な管

理 の た め に 利用 され て い た が，現 在で はむ し ろ ，上 記 の よ うな市場標準 の 導入 に よ っ て ， 製造

組織 の 市場感 度 を高 め る とい う機 能 が 重要 性 を増 して い る ．

　加 え て 言 え ぱ ， こ の 工 程 ご と に計 算 され た損 益 は ， これ を基礎 として 工 程 の 使 用 資本 を加 え

て 使 用 資本利 益率 を算定 し，資本効 率の 測 定 に利用 され て い る ． しか し なが ら ， 投資効率 の 測

定は ， 損益 管理 の 導入時点で 意図 され て い た とは考 え に くい ．先 に 述 べ た よ うに投資効 率 の 測

定 が村 田製作 所 にお い て 主要 な課 題 とな る の は 1980 年 代で あ り ， こ の よ うな機能 は む しろ 事後

的 に創発 され た も の と考 え る べ き で あ る，
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【表 】村田 製作所 の 管理 会計技法の 進化

　第三 の 特徴 で あ る 「場 所 （職能 ） と製品 との 二 つ の 管 理単位 」 は ，技術 と市 場 の 両面か ら経

営意 思決 定 を行 うこ とを助 け る仕組 み で あ る，先 に 述 べ た よ うに ， こ の よ うな形 式的構 造 は ，

工 揚 組 織 と事業部組織 の 乖 離 と い う現 象 に 対応 して ， 場 所別 の 部 分最適 を け ん制 し，全社的観

点 か ら事 業別 の 経 営判 断 を行 う こ と を 目的 と し て 形 成 され た ． し か し， も し 当初 か ら事業部 制

組織 を採用 し て い た とす れ ば，こ の よ うな特徴 あ る仕組 み が形 成 され た か は 疑問 で あ る ．す な

わ ち，分 社経営 と い う初期 状態 に お い て生 じた 工 場組織 へ の 権限集 中 と全 社 最適 の 阻害 とい う
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問題 に対 処 す るた め に こ の よ うな制度が 選 択 された の で あ り，そ の 変化 は組 織的 要因 に よ っ て

引き起 こ され た と い え る．

　正 味利 益 の 計算 に お い て ，
「加 工 費」 の

一
部 と し て 設備 金利 と棚 卸 金 利 が ，ま た 販 管費の

一

部に 売上 債 権に 対す る 「そ の 他 の 社 内金利」 が 計上 され て い る，第 四 の 特徴 は ，
こ の よ うな 部

門損 益 の 測定 にお ける 金 利 ま た は資本 コ ス トの 考慮 とい う点 で ある．挽 （1996）で は，社 内金利

制度の 誕 生期 と され る 1950 年か ら 1964 年 にお け る導入 目的 に つ い て 「金利 意識 の 昂揚を は か

る ため に は ， 棚卸資産 の 圧 縮 ある い は 売上債権 の 回 収 の 早 期化を実行 した な らば そ れ が 計算上

認 識 で き ，業績 と し て 評 価 され る制 度 が 必 要 と され て い た わ け で あ る．か か る背景の も と で 支

払 利 子 の 配賦 とい う観点か ら金 利制 度 が誕 生 した の で あ り ， 資本 の 効率化 と い うこ とで は なか

っ た こ とを強調 し て お きた い ．」 と述 べ られ て い る，1950 年代 末 か ら 1960 年 代前 半は 村 田 製作

所 に と っ て ， （株）ミサ サ ギ製作所 ， （株 ）武生 村 田製作所 ， （株）御 陵村 田製作所 ，（株）日 ノ 岡村 田

製 作所 な ど多 くの 国 内子会社 を設立 し ，同社 の 原料 工 程 を担 う主力 工 場 で あ る八 日市事業所 を

設立 す る な ど ， 成長 の 基盤 を築 き上 げた 時代 で あ っ た ．すな わ ち，成 長 に伴 う資金 不足 とい う

状況 下 で
， 棚 卸資 産や 売 一ヒ債権 の 圧 縮 を動機 づ け る た め ， 原 価 の 計算構造 に こ れ を組 み 込 ん だ

と考え られ る．

　こ の よ うな村 田製 作所 の マ ト リ ッ ク ス 経営 にみ られ る特徴 とそ の 「発 展 」 を ， 上 總（1989）の

枠組 み を用 い て 整 理 す る と表 の よ うに な る ．こ の よ うに
， 経営者 が 組 織の 外 部環境 を考慮 し て

適 切 な情報 ニ
ーズ を認識 し ，

こ れ に 基 づ い て 会計 目的 を規定 し，そ の 結果 として 特定の 利益 概

念 を 中心 とす る 管理 会 計シ ス テ ム が 形成 され る とい う上總 の 分析 枠組 み は ， 個別 企業 の 分析 を

行 う上 で も
一

定 の 説明力 を有 し て い る と考 え られ る ．

4．2．マ ト リ ッ ク ス 経営 に お け る投資意思 決 定技 法 の 進化

　以 上 の よ うに して 開発 され た 管理 技法 は ，細 分化 され た 管理 単位に つ い て 損 益 に よ る管理 に ，

社 内金利 の 配賦 を行 うこ とに よ っ て ， そ こ で 計算 され る損益 は ，「残 余利益」 に類似の 機能 を持

つ に 至 っ た ．す で に述 べ た よ うに ，こ れ らの それ ぞれ の 技法 は ， 個 別 の 問題 に 対応す るた め に ，

1960 年代前半 に は そ の 基 本的な形式 が 形 作 られた の で あ り，結果 と し て 形 成 され た 「残余 利益 1

指標 それ 自体 を 目的 と して 作 られ た も の で は な か っ た．したが っ て ， 1960 年 代の 村 田 製作所 を

取 り巻 く環 境に お い て は ， 必 ず し もこ の よ うな 「残 余利 益」 指標 に よ る管 理 の 必然性 は見 当た

らな い ．

　 1970 年代 に 入 る と，資 金調 達 に
一一応 の め どが 立 っ た こ とに よ り，資金 の 効 率的活 用 とい う問

題 が 主要 な経 営課題 と して 認識 され る よ うに な る ．昭和 48年 （1973 年）の 社長 方針 に よれ ば，

「も うひ と っ の 大 き な問 題 と し て ， 当社 は お 金 を集 め る こ とが 非常 に上 手 な会社 だ とお も う．

資金 調達 が うま す ぎた ．あ ま りに も上 手 に 調達 し て きた もの だか ら，そ れ が一方 で は 利益 追求

とい うも の に 対 する 弱 さに な っ て き て い る ．」 と い う認識 が示 され て い る （機 関紙 ム ラ タ第 6

号 ，p．ユ．）．し か し ，そ の よ うな場 合 に 村 田 製作所 で は 必 ず し も新 た な会計 技 法 の 導入 は行 わ れ

なか っ た ．これ に つ い て ，従 来 ア プ ロ
ー

チ に よれ ば，こ の 1970 年 代 は，新 たな管理 会計技 法が

導入 され る まで （臨界点 に 達す る まで ）の 過 渡的な状態で あ る と説 明 され るだ ろ う． しか しな

が ら，1980 年代 に 増分残 余利 益計 算 とい う手 法が導入 され る以 前は ， 投資効率の 管理 が行 わ れ

て い なか っ た と考 え る の は 不 自然で あ り，代替的な何 らか の 管理手 法 が存 在 した と考 える べ き

で あ る ．

　進化 的 ア プ ロ
ー

チ に よれ ば，こ れ は ， 1960 年 代 ま で に 導入 した 仕 組み が もつ 潜在 的機 能 が
，
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株式 会社 村 田 製 作所 に お け る管理 会計技法 の 進化
一

新た な環 境変化 の 下 で 発 現 した と考 え る こ とが で きる ．す なわ ち，資金 が 潤沢 な下 で の 資金 管

理 上 の 問題は ， 棚 卸資産や 売上 債権の 圧縮 よ りは む し ろ ， 設 備投資 の 効率 性 の 評価 で あ る．正

味利 益 にお い て は ，設備 投資 に よ っ て 人 件費が削減 され た 場合，設備 の 減 価償却 費 ，設備 金利

な どが 増加 し ， 結果 と し て 算定 され る 利益 の 差分 は設備 投資 に よる コ ス トや収支 の 成果 が 反映

され る ．工 場 管理 者や事 業部長 ， トッ プ マ ネ ジ メ ン トは ，こ の よ うな損 益 を参 照す るこ とで ，

お お む ね 各損益 部門 の 「投 資」 効 率 に つ い て 事後 的に 把握す る こ とが で きた の で あ る．残 余 利

益 と し て の 部 門利 益は ，事 業 の 性 質 が 労働集 約か ら資本集約 的 な も の へ と変化 す る 中で 事後 的

な投資評価 へ とそ の 機能 を進 化 させ た と言 え る ．当然な が ら ， 投 資 は複数期間に ま た が る もの

で あ り， これ らの 期 間損益 に よ っ て ， 投 資効率がす べ て 明 らか とな る とは 言 え な い が ，投 資期

間 が相 対的 に短 期 の 投 資 に つ い て みれ ば ， あ る程度 の 効果を把握す る に は 十分 で あ っ た と考 え

られ る．

　 1980 年代 に は ，資金制 約 の 解消 に よ っ て 自律 的投資意思 決定 の 必 要性 が 強 く認 識 され る に 至

る ．すな わ ち ， 従来外 部の 銀行 が担 っ て い た 投資 評価機能 を ， 自社 の 管理 会計制 度 に お い て 担

う必要性 が発 生 し た の で ある ．他方 で
， 規模 の 拡大 に伴 い ，多数 の 投 資案件 に つ い て ト ッ プ マ

ネ ジメ ン トに よ る詳細 な検討 が 困難 に な っ て きた ．これ に 対応 して ，投 資意思 決定 の 効率化 （分

権 化） の 必要 が生 じ た．こ の よ うな問題 を認 識 した 村田製作所経営陣は ， こ れ に 対応 し て ，新

た な 投 資経 済計算制度 と し て 上 述 の 「増分残 余利 益計算」 を採 用 した．

　 形 式的構 造

　 （損益 管 理 単位 の ） 収 益
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図　正 味利益 計算 にみ る進化 プ ロ セ ス

　　先 に 述 べ た よ うに
，

「増分残余 利 益 計算」 は単
一

の 尺 度に よ る投資判 断 を志 向す る もの で

は な い ．「投 資利 益率 」 「投資効 率」 「増分資産 利益 率」 は 投 資効 率 の 測定 とい う意 味で い わゆ る

投 下資本利 益 率 （ROI ）と同等 の 機能 を有 し て い る し ，「回 収期 間」 は安全性指 標 と い う意味 で

割 引回 収期 間法 と同 じで あ る． しか し，そ の よ うな同等 性 を考 えれ ば ， よ り一般 的 な形式 的構
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造 を採用せ ず に ，独 自の 進 化 を 遂 げた の は なぜ か が 問題 とな る ，

　こ こ で 注 目す べ き は ， 各 部 門 で 算定 され た 「正 味利 益 」 や 「営業利 益 」 と い う業績 評価 な い

し は マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン ト ロ
ー

ル の た め の 会計 情報 に つ い て ， こ れ を投 資意 思決 定 とい う異 な

る領 域に お い て利 用 した 点で あ る． これ は ， 情報 要 求 を認 識 した 場合 に ， こ れ に対す る 「解」

と して の 会計技 法 が，既存の 会計技法 と独 立 に 選 択 され る の で は な く ， 経路依存的 に 選 択 が 生

じる こ とを 示 して い る ．また換言すれ ば ，新たな会 計技法 の 誕 生 に お い て ，既 存の 技法 と の 「整

合性 」 が重 要 な要素 とな る とい うこ とで あ る． こ の よ うな事 例 は ，形 式的構 造 に 関す る連続性

と利用 目的 に 関す る非連続性 を包 含 し て い る と い う意 味で ，進化 的 で あ る ．

　以 上み て き た よ うに ， 村 田 製作所に お け る会計 技法の 進化 の プ ロ セ ス は ，社会経済的環境 へ

の 適応 とい う側 面 を有 す る と同時 に，組 織 的要 因に 基づ い て 経路 依存 的 に 生成 して い る こ とが

観察 され た ． と りわ け投資経済計算技 法 の 進 化 の プ ロ セ ス に お い て 見 受 け られ た ，形 式的構造

の 変 化 を伴 わ ない 機能 の 進化 は，個別 企業 の 管理 会計変 化研 究 に お け る進 化的 ア プ ロ
ーチ の 有

用性 を 示 す も の と言 え る ．

5．本稿 の 貢 献 と課 題

　本稿 で は ， 村 田製作所 に お い て 展 開され て き た独 自の 優れ た 管理 会計実務 に つ い て ，そ の 特

徴 を明 らか に した ．そ の 上 で ，その 優 れ た実務 がい か に して 生成 され た の か に つ い て ， 歴 史研

究に お い て 蓄積 され た豊 か な知 見 を利 用 し っ っ 進 化的 ア ブ m 一チ に よっ て記 述 を試み た． こ こ

で は 特定 の 管理 会 計技 法 を ブ ラ ッ ク ボ ッ ク ス と し て 扱 うの で は な く ， そ れ を構成す る利 益 概念

や計算構造 に つ い て 詳 細 な検討 を行 うこ とで ，管 理会計 技法 の 形 式的構 造 の 変化 を伴 わ ない 機

能 の 進化 に つ い て ，経 路依 存性 とい う組織的観点か らの 分析が 可能 とな る こ と を示 した ．

　既 に述 べ た よ うに ， 管理 会計技 法 の 進化 の プ ロ セ ス に お い て は ，形 式 的構 造 の 進化 に よ っ て

機能 の 進 化 が 生 じ，利 用 目的 が従 来 の もの か ら新 し い もの へ と変化 して い く と い う形 が経験的

に観察 され た ． しか し ， こ の よ うな進 化型 は，研 究計画 にお い て 事 前的 に そ の 存 在 を意識 し ，

質 問票や イ ン タ ビ ュ
ー

調査 を 設計 す る こ とに よ っ て 得 られ る ．進 化 的ア プ ロ ーチ の 最 大 の 貢 献

は ，巨視的な 国や産業 レ ベ ル で は な く，む しろ微 視的 な企業 レ ベ ル に お け る歴史 研究 に 新 たな

分析 枠組 み を提 供す る こ とで ， よ り豊 か な研 究の 蓄積 に 寄与 す る と い う点で あ る と考 え る．他

方で ，Quattrone　and 　Hopper （2001 ）以 来間題 とな っ て き た ，
「会計 変化 」 の 性 質 ，本 質 を分析 す る

枠組 み の 不 十 分性 に 対 して ，本稿 で 検 討 した よ うな 進 化 的 な 枠組 み は，
一

っ の 有 力 な答 え とな

り得 る と考 え る ．

　ま た ， 本稿 の 分析 は 同 じ環 境 にお い て は 同 じ情 報 要求 が 認識 され る こ とを前提 と して い る．

これ は，村 田製 作所 にお ける優 れ た管理 会計技 法 の 生成過程 を 説明 す る 上 で ，経 営者 な い しは

CFO の 役割 を過 小 評価 し て い る可能 性 が ある，す なわ ち，同社 の 経 営者 が どの よ うに して 問題

を認 識 した の か
， そ の 解釈枠組 に つ い て 十分な検討が 行 われ て い る と は言 え ない ．その よ うな

意 味で い え ば ，進化 的 ア プ ロ
ー

チ の 有用性 は ，利用 目的や情 報 要求 の 認 識 な ど行 為者 の 主観 的

意 図 に 関す る問題 と ， 外 在的 な機能 や環境 と い っ た 概念 の 分 離 に あ る と考 え られ ， こ れ に つ い

て の 概念 整理 が 必 要 とな る． こ れ に っ い て は ， 別 稿 に お い て ， 特 に他 社事 例 と の 比 較 を通 じた

詳細 な検 討 を行 い た い ．
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ー
株式会社村 田 製作所 に お け る 管理 会計技法の 進化
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